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第１章 序論 

１‐１ 研究の背景  

１‐１‐１ はじめに 

我が国の高速鉄道である新幹線は，常に社会から高い利便性と環境保全という性格の異

なる要請が求められており，両者を満足すべく車輌や軌道の改良などを図りながら徐々に

高速化や運行の高密度化が進められてきた． 

 

図１-１ 営業最高速度の変遷 

図１-１に新幹線の影響最高速度の変遷を示す．営業最高速度は，東海道新幹線が開業当

初（1964 年）に 210km/h で，その後，220km/h（1986 年），270km/h（1992 年），285km/h

（2015 年）までに向上された．東北新幹線も開業当初（1982 年）は営業最高速度 210km/h

で運行されており，240km/h（1985 年），275km/h（1992 年），300km/h（2011 年），320km/h

（2015 年）まで引き上げられた．今日でもさらなる速度の向上にむけた研究開発が進めら

れている． 

新幹線のさらなる高速化を進めるうえで，沿線の環境保全は避けて取れない問題となる．

高速化に伴う，沿線の環境変化を事前に予測し，問題の発生が懸念される場合には適切な対

策を講じなければならない．新幹線走行に起因する主要な環境問題として騒音と振動の問

題が挙げられる． 

 

図 １-２ 騒音と振動の伝播 
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図 １-２に騒音および振動の伝播の模式図を示す．新幹線鉄道騒音は，車輪・レールの振

動から発生する転動音，コンクリート高架橋などの構造物の振動から発生する構造物音，パ

ンタグラフをはじめとする車体各部と空気流との相互作用によって発生する車両空力音，

パンタグラフが離線するときに発生するスパーク音，歯車装置などの車両機器から発生す

る音などから構成される[1]．騒音の発生源は様々であるが音源からは空気中を伝播する．

一方，車両の走行に伴い発生した振動は軌道および構造物（盛土，桁式高架橋，ラーメン高

架橋，素地等）を経由し地盤内に伝播する．伝播過程では，車輌，軌道，路盤，構造物，基

礎，地盤などの要素が複雑に影響し合う．したがって，列車速度の変化に伴う振動の増減の

予測手法や，振動が増加する場合の対策手法については未解明の部分がある．そこで，本研

究においては列車走行に起因する振動を研究対象とする． 

 

１‐１‐２ 法規制および基準値 

振動対策のための我が国の法規制は図 １-３のような体系になっている．環境基本法は我

が国における環境施策の基本理念を示したものであり，同法に基づき環境に関する具体的

な施策を定める法律が制定されている． 

 

環境基本法－＋－基本理念 

      ｜ 

      ｜ 

      ＋－振動問題－＋－振動規制法－＋－振動規制法施行令 

      ｜      ｜       ＋－振動規制法施行規則 

      ｜      ｜       ＋－特定工場等において発生する振動の規制に 

      ｜      ｜         関する基準（環境省告示） 

             ＋－環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策について(勧告) 

      ＋－環境全般－＋－特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 

             ｜   （公害防止管理者による振動の防止） 

             ＋－環境影響評価法 

             ＋－幹線道路の沿道の整備に関する法律 

 

図 １-３ 振動関係の各種法規制の体系 

 

具体的な施策に関する法令等は，振動問題だけを対象としたものと，振動以外の問題を含

む環境全般を対象としたものに大別される．このうち，鉄道の振動を対象としたものは，新

幹線鉄道振動対策に係る当面の指針を定めた，1976 年 3 月 12 日付けの環境庁長官から運

輸大臣宛の文書「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策について(勧告)」（環大特 32

号，以下勧告と記す）と環境アセスメントについて定めた，1997 年 6 月 13 日に公布され
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た環境影響評価法となる．なお，振動規制法は，工場振動，建設作業振動，および道路交通

振動を対象とした法律である．これらの振動のうち，建設作業振動と道路交通振動について

は，振動規制法施行規則で基準値が定められている．また，工場振動については，規制を受

ける特定施設が振動規制法施行令で定められている．規制基準は，特定工場等において発生

する振動の規制に関する基準（環境省告示）で環境大臣が規制する必要の程度に応じて定め

た基準の範囲内で，都道府県知事が時間の区分および区域の区分毎に定めている． 

表 １-１に交通振動に関する基準値として，勧告に基づく新幹線鉄道振動に関する基準値

と振動規制法施行規則による道路交通振動に関する基準値を示す． 

 

表 １-１ 交通振動に関する基準値 

 道路交通振動 
新幹線鉄道振動  昼間 夜間 

単位 振動加速度レベル（dB） 補正加速度レベル(dB) 

測定方向・補正 鉛直方向・補正あり 

第 1 種区域 ※1 65 60※3 
70 

第 2 種区域 ※2 70 65 

※１良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域及び住民の用に供されてい

るため、静穏の保持を必要とする区域 

※2 住居の用に併せて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の生活環境

を保全するため、振動の発生を防止する必要がある区域及び主として工業等の用に供されている区域

であって、その区域内の住民の生活環境を悪化させないため、著しい振動の発生を防止する必要があ

る区域 

※3 特定の既設幹線道路の区間の全部又は一部における夜間の第一種区域の限度は夜間の第二種

区域の値とすることができる． 

 

道路交通振動については，時間帯と区域により基準値が細分化されているが，新幹線鉄道

振動についてはそのような区分は設けられていない．また，病院、学校その他特に静穏の保

持を要する施設の存する地域については，道路交通振動の場合は基準値を 5dB 減じること

が定められている．同様の地域の新幹線鉄道振動については，特段の配慮をするとともに、

可及的速やかに措置する旨が勧告に示されている．同表に示した基準値は鉛直振動特性に

より振動感覚補正を考慮した振動加速度レベルまたは補正加速度レベルで，いずれも鉛直

方向の振動を測定することが定められている．道路交通振動と新幹線鉄道振動で測定単位

が異なっている．振動加速度レベルと補正加速度レベルの定義はそれぞれ JIS C 1510 と勧

告で定められているが，両者は以下に示すとおり，同一として取り扱えるものである． 

 

（1）補正加速度レベル（環境省勧告） 

勧告における振動の評価は，次式で定義された補正加速度レベル Lv(dB)による． 
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0

log20
a

a
Lv   (１-１) 

   

ここに，aは加速度実効値(m/s2)， 0a は基準値(m/s2)である． 

なお，振幅 b で振動数 n の正弦波(=b･sin 2π･n･t)を仮定すれば，加速度実効値 na は

2/ban  となる． 

基準値は勧告で振動数を f (Hz)として次のように定められている． 

 

 2/15

0 100.2   fa ，   41  f  (１-２) 

   5

0 100.1 a ，      84  f   (１-３) 

  fa  5

0 10125.0 ，    908  f  (１-４) 

 

（2）振動加速度レベル（JIS C 1510，鉛直振動特性による感覚補正を考慮） 

JIS C 1510「振動レベル計」における振動加速度レベル Lv の定義は次式による． 

 

          
0

log20
a

a
Lv   (１-５) 

ここに， 25

0 /100.1 sma  ，aは周波数補正(振動感覚補正)された加速度実効値(m/s2)で

ある．このaは次式で表せる． 

          
  2/110/2 10  nc

naa
 (１-６) 

 

          

ここで， nc は周波数ｎ(Hz)における振動感覚補正値である． 

 

（3）補正加速度レベル（勧告）と振動加速度レベル（JIS）の比較 

勧告の基準加速度を JIS の振動加速度レベルの定義に合わせると，周波数ｆ(Hz)の振動

感覚補正
fc は次のようになる． 

 

   10 log 4 10 logfc f       41  f  (１-７) 
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 0fc             84  f     (１-８) 

    20 log 8fc f        908  f  (１-９) 

 

これらを JIS 規格の振動レベル計における基準レスポンスとの許容誤差に重ねると，図 

１-４のように，勧告の補正は JIS 規格の範囲内に収まる．よって，両者は同等の値として

取り扱うことができる[3]． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-４ JIS と勧告の鉛直振動感覚補正 

 

 ここで，新幹線鉄道に関する振動の基準値となる 70dB の振動が生じた場合の，加速度振

幅と地盤のひずみについて検討する． 

図 １-５は補正加速度レベルが 70dB の場合の振動数と加速度振幅の関係を示したもの

である．補正の影響により,4Hz 以下の低振動数帯域と，8Hz 以上の高振動数帯域では，加

速度振幅は大きくなる． 

 

図 １-５ 補正加速度レベルが 70ｄB の場合の加速度振幅 
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振動伝播に伴う地表面の変位分布が図 １-６に示すような正弦波となっている場合の地

盤のひずみについて検討する．  

 

図 １-６ 振動伝播による地表面の変位分布 

 

地表面の変位分布が波長λ，振幅 D の正弦波となる場合，地表面のせん断ひずみは正弦

波の傾きが最大となる点で最大値をとる．このとき，せん断ひずみτの最大値は次式で表さ

れる． 

εmax =
2𝜋𝐷

𝜆
 (１-１０) 

 

ここで，振動数をｆ，波の伝播速度を v とすると，波長λは次式で表される． 

 

λ =
𝑣

𝑓
 (１-１１) 

 

また，加速度振幅を A とすると，変位振幅 D は次式で表すことができる． 

 

D =
𝐴

(2𝜋𝑓)2
 (１-１２) 

 

 

したがって，最大せん断ひずみは振動数ｆと波の伝播速度ｖを用いて次式で表される． 

 

εmax =
𝐴

2𝜋𝑓𝑣
 (１-１３) 
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図 １-７ 補正加速度レベルが 70ｄB の場合の地盤のせん断ひずみ 

 

図 １-７は補正加速度レベルが 70dB の場合の地盤に生じるせん断ひずみの最大値を示

している．ひずみの大きさが10−4以下の範囲では地盤は弾性挙動を示す[2]．同図は波の伝

播速度が遅く，振動数が低い場合を除き，ひずみは10−4以下であることを示している．した

がって，環境振動問題で取り扱う振動は，波の伝播速度が遅く振動数が低い場合を除くほと

んどの場合において地盤は線形粘弾性体として取り扱うことができる． 

１‐１‐３ 振動に関する苦情件数 

環境省では、振動防止行政の一層の推進を図るため、毎年度、全国の都道府県、市及び特

別区を通じ、振動規制法に基づく各種措置の施行状況等について調査を実施している．[4]

図 １-８は平成 26 年度から平成 28 年度の苦情件数の発生源別内訳を示したものである． 



第１章 序論 

 １-８ 

 

図 １-８ 振動に関する苦情の件数（発生源別内訳） 

鉄道が発生源となる振動に係る苦情の件数は少なく，全体の苦情件数に占める割合は 0.7%

から 1.5%となっている．苦情件数は平成 26 年度より 47 件，45 件，24 件と推移している． 

 

図 １-９ 振動に関する苦情の件数（新幹線鉄道） 
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 また，図 １-９に振動源が新幹線である場合の苦情件数の推移を示す．平成 22 年度から

平成 29 年間にかけての苦情件数は 11 件から 30 件の範囲で推移している． 

 

１‐１‐４ 地盤振動に関する指摘の多い構造 

 構造物の振動特性は構造形式により異なることから，地盤振動に対して影響が大きい構

造形式があることが想定される．中出らは一般的に地盤振動に関する指摘が多い箇所と当

該箇所の鉄道構造物の構造形式に関して調査を行っている[5]．その結果について図１-１０

から図１-１２に示す． 

 

図１-１０ 地盤振動指摘箇所の構造物種類の割合 

図１-１０は地盤振動に関する指摘が多い地点について当該箇所の構造物種類に着目し，

全市的箇所に対する割合として示したものである．大半を橋梁構造物が占めているが，新

幹線鉄道においては，その延長に占める橋梁構造物の割合が高いことも関係していると考

えられる． 
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図１-１１ 橋梁構造物の構造形式別の指摘箇所数割合 

図１-１１は橋梁構造物についてさらに構造形式毎に分類したものである．杭基礎の桁式

構造の占める割合が多い． 

 

図１-１２ 桁式高架橋の桁長別の指摘箇所の割合 

図１-１２はさらに桁式高架橋の桁長に着目して割合を整理したものである．25m 未満の

杭基礎構造での指摘が多いことが明らかにされている． 

 

 

１‐２ 既往の研究 

 地盤振動に問題に多くの研究が行われているが，本節では鉄道車両に起因する地盤振動

に関連する研究について述べる． 

１‐２‐１ 列車走行による加振力の振動数特性について[6][7] 

 図 １-８に示した通り，環境省による調査においては，地盤振動の発生源の多くは工場・
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事業場，建設作業，道路交通および鉄道の 4 種類となることが示されている．このうち，道

路交通と鉄道の場合，加振源となる車両が路線上を走行することによる生じる振動が，種々

の構造物を経由して地盤に入力される点が他の発生源の場合と異なる．特に新幹線鉄道に

着目した場合，図１-１３ 新幹線鉄道車両の車軸配置に示すような車軸配置を持つ車両が

走行することによる加振となり，道路交通車両の場合に比べ規則性の高い加振となる． 

 

 

図１-１３ 新幹線鉄道車両の車軸配置 

 

 

吉岡はこのような規則的な車軸配置を持つ車両による加振力の振動数特性について，一定

の振動数間隔で卓越振動数を有する特徴的なスペクトル形状（以下，荷重列スペクトルと記

す）を示すことを明らかにしている．荷重列スペクトルは次式で表される． 

 

𝑟𝑓 (
𝑓

𝑉
) = {1 + cos (

2𝜋𝑎𝑓

𝑉
)} ⋅ {1 + cos (

2𝜋𝑏𝑓

𝑉
)} ⋅

{1 − cos (
2𝜋𝑁𝐴𝑓

𝑉 )}

{1 − cos (
2𝜋𝐴𝑓
𝑉 )}

 (１-１４) 

ここで， 

  𝑁：列車編成両数， 

  𝐴：1 車両長（m）， 

  𝑎：1 台車内の軸間距離（m）， 

  𝑏：1 車両内の台車間中心距離（m）， 

  𝑉：列車速度（m）， 

  𝑓：振動数（Hz） 
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図１-１４ 荷重列スペクトルの例 

 

図１-１４に 10 両編成の新幹線車両（𝑁 = 10,𝐴 = 25, 𝑎 = 2.5, 𝑏 = 17.5）が時速 270 ㎞/h（𝑉 =

75）で走行した場合のスペクトルを示す．荷重列スペクトルは以下のような特徴を持つ． 

 

 ・一定の振動数間隔で振幅が極大値を示す． 

 ・振幅が極大値を示す振動数について，低振動数側からｎ番目の振動数（以下，ｎ次の卓

越振動数と記す）をfnとすると，fnはf1の n 倍として表される．1 次の振動数は車両長と列

車速度から定まり，次式で表される． 

 

f1 = 𝑉/𝐴 (１-１５) 

 

 ・次数により応答の大きさが異なる．特に 10 次，20 次の卓越振動数の応答は大きく，5

次及び 15 次の卓越振動数の応答は小さい． 

 

１‐２‐２ 列車走行時の構造物の応答に関する研究 

車両で発生した振動は，軌道および種々の構造物を経由して地盤に入力される．したが

って，ある点に向かって地盤内を伝播する振動について検討する場合，地盤に対して加振源

として振る舞う構造物の挙動を明らかにすることが重要となる． 

列車の通過に伴う構造物の応答については多くの研究が行われている．しかし，その多

くは桁式高架橋やラーメン高架橋の上部工の挙動に着目したものである[8][9][10]，橋脚や

その基礎に着目した事例は少ない．江島は桁式高架橋の橋脚を対象とし，落重や起振器によ

る加振時や 210km/h で走行する新幹線列車走行時の橋脚，桁および周辺地盤の加速度を測

定し構造物と地盤との間の振動伝達特性を明らかにしている[11]．また，小長井は杭周辺の

振動伝播特性を明らかにすることを目的として，東海道新幹線の桁式高架橋において桁，橋
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脚および地盤の振動計測を実施している[12]しかし，江島と小長井の研究において，新幹線

走行時に橋脚から地盤に入力される振動の特性については鉛直成分に着目した整理となっ

ており，水平方向の入力の影響は明らかになっていない．また，近年の速度向上に伴う振動

特性の変化について整理された事例はない． 

 

１‐２‐３ 列車走行に起因する地表面の応答に関する研究 

松浦は桁の支点反力と速度の関係に桁の諸元が及ぼす影響について明らかにするととも

に，前記の落重測定から得られた，橋脚上部の鉛直振動と地表面鉛直振動との関係を用いて，

桁の諸元が地盤振動に及ぼす影響を明らかにしている[13]． 

列車走行に起因する地表面の応答に関しては、数多くの測定がなされており、吉岡がそ

の結果を統計的に整理している[14]．ただし、計測されたデータは、列車速度が 180～230

㎞/h の範囲のものである．また、多くのデータはラーメン高架橋周辺の地表面を測定した

結果についてであり、桁式高架橋周辺の地表面振動については、ラーメン高架橋周辺の地表

面振動と比較した場合、10 数 Hz 以下の低周波域では、桁式高架橋の応答が大きいことこ

とに言及している．田母神らは，東北新幹線の 240 ㎞/h 速度向上試験において，20 地点で

振動レベル測定を実施し，ラーメン高架橋周辺の地表面振動と桁式高架橋周辺の地表面振

動の比較している[15]．その結果，地表面振動の大きさはラーメン高架橋周辺が桁式高架橋

周辺に比べ大きいが，速度向上による振動レベルの増加量は桁式高架橋周辺のほうが大き

いことを明らかにしている．森川らは，東海道新幹線沿線の地盤振動について終日測定を実

施し，列車速度と振動レベルの関係を整理し，列車速度と振動レベルの関係は多くの場合で，

列車速度が増加しても振動レベルは単純に増加しないことを明らかにしている[16]. 

 

１‐２‐４ 構造物周辺の地盤振動を計算する手法に関する研究 

 構造物周辺の地盤振動を計算する手法については、様々な方法が提案されている．文献

[17]によると、これまでに用いられていた鉄道振動の予測方法は以下の通りに分類される． 

① 過去の統計データになどに基づく予測 

② 類似箇所の測定結果に基づく予測 

・測定データの直接的引用 

・予測箇所の地盤特性等による補正 

③ 実測データと解析等の組み合わせ 

・実測値と距離減衰式の組合せ 

・等価起振力法 

④ 解析的予測 

上記のうち、①～③の方法を適用する場合、実測データが存在することが前提となる．し

かし、列車の高速化に伴う地盤振動変化を予測する場合には、適用可能な実測値がないため、

④の解析的予測を適用せざるを得ない．解析的予測の手法としては有限要素法（2 次元
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FEM[19],2.5 次元 FEM[20]、軸対称 FEM[21][22]、3 次元 FEM[25]）や、有限要素法と薄

層要素を組み合わせたサブストラクチャー法用いた方法[27],有限差分法を用いた方法[23]

が提案されている．これらの解析手法の適用に当たっては，車両から地表面上の受振点まで

のモデル化範囲の設定が一つの課題となっている．必要となる計算機の能力，解析の所要時

間等を考慮すると車両から受振点までのすべての範囲をモデル化した解析の実施は困難で

ある．そのため，車両から構造物を経由して振動が伝播する場合等，伝播経路が複雑な場合

はモデル化領域を分割して，計算の省力化を図る方法が用いられている． 

車両の走行による地盤振動は，振動伝播経路中の構造物の差異により，地盤への入力振動

が異なる．しかし，新幹線の速度向上に伴う地盤振動の影響について検討する場合，様々な

構造物を含む概略的な検討が必要となる．そこで，地盤物性に基づき，地盤振動の増加量を

予測する手法が横山らにより提案されている[24]． 

 

１‐２‐５ 地盤振動の対策工に関する研究 

 ここでは地盤振動工に関する研究のうち，鉄道管理者が実施可能なものとして，振動発生

源となる車輌や伝達経路のとなる軌道，高架橋本体および敷地内の地盤を対象とした研究

について述べる． 

 車両側の対策として，軸重の軽減と軸配置の変更に関する研究が吉岡らによって実施さ

れている[28]．軸重が 16t から 11t に軽減された場合，約 30Hz 以下の帯域で約 3dB の振

動低減効果があることが確認されている．また，軸配置の変更により振動低減効果が可能と

なる場合がある．これは荷重列スペクトルの形状が，軸配置により異なるためである． 

 軌道での対策としては，軌道支持バネの低ばね化と高剛性化が考えられている．低ばね化

は軌道パッドの交換等により比較的容易に実現可能である．低ばね化による効果は約 40Hz

以上の帯域で大きな効果が得られるが，低振動帯域では効果が小さいか逆効果を示す場合

もあることが確認されている[29]．高剛性化の実現する方法としてレールの重軌条化が考え

られる．在来線での結果となるが，50kg レールから 60kg レールへ交換することにより約

3dB の振動低減効果が得られることが確認されている[30]． 

 高架橋本体での対策としては，構造物の高剛性化やマスダンパーの設置が考えられてい

る．構造物の高剛性化の一例として，線路方向に張り出しスラブを有するラーメン構造にお

いて，張り出しスラブの端部の振動を拘束する補強を施す方法が実施されており，1.8 dB の

振動低減効果が確認されている．[31] 

 地盤内で実施する対策としては，防振溝（空溝）による対策の研究が古くから進められて

きた[26]．しかし，現実的には防振溝を安定した状態で設置することが困難であるため，溝

の代わりに壁を設けた地中防振壁（以下，防振壁と記す．）に関する研究が多く行われてき

た．地盤改良工の実施等も地盤内での地盤振動対策となりうるが，供用中の構造物周囲で，

鉄道事業者の用地範囲内で対策を行う場合，対策工の施工による，既設構造物への影響が懸

念される．ここでは，高架橋直下の地盤において橋脚基礎の機能を阻害することなく実施可
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能な対策工法として，地中防振壁（以下，防振壁と記す．）に関する研究を取り上げる． 

防振壁の振動低減効果に関する取り組みとしては，まず，従来から地中壁に適用された

様々な材料あるいは新たな材料や壁構造などの振動低減効果を模型実験や現地施工試験に

よる確認があげられる．従来の材料を防振壁として利用したものとして，鋼矢板[33][34]，

コンクリート壁[35]，PC 柱列壁[36][37]，EPS（発砲スチロール）ブロック壁[38][39]，発

泡ウレタン[40]，およびソイルセメント壁[41]，などの事例が，新たに開発された材料や構

造体には，EPS ビーズ混合ソイルセメント壁[42]，EPS 合成遮断壁[43]，ハイブリッド遮断

壁[44][45][46]，廃タイヤ防振壁[47]ならびに WIB 工法[48]などの事例がある． 

また，対策工として防振壁を適用する場合においては，防振壁による振動低減効果を事前

に評価する必要がある．防振壁による振動低減効果を簡易な方法で算定する手法が芦谷に

より提案されている[49]．防振壁の設計に関してまとめられたものに鉄道総合技術研究所の

「振動遮断工の設計・施工マニュアル（案）」[50]がある．このマニュアルでは，前提として

防振壁が EPS ビーズ混合ソイルセメント壁で，設計の根拠となる各種検討において振動源

と防振壁の離間が 3～5m である．しかし，高架橋直下の敷地内で防振壁を設置する場合，

一般に，振動源となる橋脚基礎との離間は約 1m 程度と非常に狭くなる．このような特殊な

条件下に対してこのマニュアルを適用することに懸念がある．他の材料や構造の防振壁に

ついては，低減効果の評価も十分に確立できたとは未だに言えず，このように設計および施

工をまとめられていないのが現状である． 

 

１‐３ 研究の目的 

前節では地盤振動の予測，対策に関する既往の研究について述べた．地盤振動問題の解決

に向けてさまざまな研究が実施されているものの，以下に述べる事項については未だ研究

の余地があると考えらえる． 

 

① 列車の走行速度が変化した場合の桁式高架橋周辺の地盤振動を簡易な方法によ

り求める方法（振動予測手法） 

② 鉄道敷地内での地盤振動低減を実現する振動低減工の設計方法について（振動対

策工法） 

 

１‐３‐１ 振動予測手法の研究 

既往の研究ではラーメン高架橋を対象としたものが大半であり、桁式高架橋に着目した

研究事例は少ない．また，杭基礎構造の桁式高架橋区間で地盤振動に関する指摘が多いとの

中出らの報告もあることから、本研究では桁式高架橋周辺の地盤振動の予測手法を対象と

する． 

既存の路線の高速化を計画する場合、高速化対象区間の全長にわたり地盤振動変化予測

を行わなくてはならず、作業量が膨大となる．また、速度と地表面の振動レベルの関係は単
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調増加ではなく、特定の速度で極大値をとる事例も報告されている[16]．地表面振動の最大

値を求めるためには、最高速度時の検討のみでは不十分であり、変化する速度域についての

全般的な検討が必要となる．したがって、地盤振動変化を予測するための手法は、なるべく

簡略化された方法であることが望ましい．そのため，吉田らの研究[21]でラーメン高架橋に

適用されている考え方を桁式高架橋への適用し、解析モデルを車両から橋脚基部の振動を

求める地上部モデルと、橋脚基部の振動から地盤の振動を求める地中部モデルに分離する．

列車走行に伴う橋脚の振動挙動については、特に高速域での挙動について整理された事例

はない．また，桁式高架橋の橋脚は回転挙動の影響が大きいことが想定され，さらに，橋脚

の回転挙動が周辺地盤の振動に影響を及ぼしていることが懸念される． 

そこで，本研究では地中部モデルを研究対象とし、橋脚基部の振動から橋脚周辺地表面の

振動を計算する方法を提案することを第１の目的とする． 

 

１‐３‐２ 振動低減工法の研究 

 地盤振動の増加が想定され、振動低減対策工が必要となる場合において、対策工の設置範

囲は鉄道用地内に収まることが望ましい．この場合，防振壁は構造物に極めて近接した位置

に配置せざるを得ない．防振壁の振動低減効果に関する研究は数多く実施されているもの

の、鉄道用地内、すなわち振動源に極めて近い領域に設置する場合の効果に言及したものは

少ない．また，地表面の地盤振動は，複数の橋脚から伝播する振動の影響を受けていると想

定される．その場合，橋脚が防振壁中心部に位置する場合だけではなく，防振壁端部付近に

位置される場合も生じる．そこで、振動対策工として鉄道敷地内において防振壁を設置する

場合において、防振壁と橋脚の線路方向の位置関係の違いの影響が振動低減効果に及ぼす

影響を明らかにすることを本研究の第２の目的とする． 

 

１‐４ 研究の概要 

前節で述べた目的の達成にむけて，本研究は以下の手順で実施する． 

 

(1)  列車通過時の桁式高架橋および周辺地表面の振動特性の把握 

研究の第１段階として橋脚および周辺地表面振動の加速度測定を実施する．取得したデ

ータに基づき，地盤振動計算モデルにおける加振力モデルを決定する． 

２章では橋脚の地表面近傍部での振動加速度に着目する．速度と振動レベル関係を直交

する３成分毎に整理し，主要な橋脚の振動方向を明らかにする． 

３章では橋脚の周辺の地表面での鉛直方向の振動加速度に着目する．地表面振動の速度

と振動レベルの関係を明らかにするほか，橋脚振動と地盤振動の関係について整理し，地表

面振動の鉛直応答に影響を及ぼす橋脚の振動モードを明らかにする． 

4 章では橋脚の回転挙動に着目する．上下および左右に離隔を持つ複数の加速度計の計測

結果に基づき，橋脚の回転挙動について明らかにする．また，橋脚フーチング部の振動を橋
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脚柱部の計測結果に基づき推定する方法について検討する． 

(2)  橋脚周辺の地盤振動計算モデルの提案および提案モデルの精度検証 

研究の第２段階では，第一段階で得られた知見に基づき橋脚周辺の地盤振動計算モデル

を提案する．また，提案モデルの精度を検証する． 

５章では 2 章から 4 章で得られた知見に基づき，橋脚振動から周辺地盤振動を計算する

モデルの検討と提案を行う． 

６章では，５章で提案した地盤振動計算モデルに基づき計算した地盤振動計算値と実測

値の比較を行う．様々な条件での解析を行い，解析条件の違いが計算値に及ぼす影響を明ら

かにするとともに，最適な解析条件について提案する． 

(3)  地中防振壁の長さの影響を把握するための縮小模型実験 

研究の第３段階では，防振壁と橋脚の位置関係の違いが振動低減効果に及ぼす影響を明

らかにする．実物スケールでの防振壁の効果の確認は多くの労力を要し困難であるため，縮

小模型実験によりその効果を確認する．また，縮小模型実験においても異なる長さの防振壁

の設置撤去には多くの時間を要することから，橋脚の位置を動かすことにより壁の長さの

変化を再現する方法を取り入れている． 

７章において，実験結果に基づき橋脚位置と振動低減効果の関係について明らかにする

とともに，その影響について既往の評価式との比較を行う． 
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第２章 橋脚の地表面近傍部の振動  

 

２‐１ はじめに 

 

列車の走行に起因する桁式高架橋周辺の地盤振動の伝播経路の模式図を２-１に示す．車

両の走行に伴い，車輪から荷重が軌道に伝わり，桁の振動を引き起こす．桁の振動は支点を

通じ橋脚に伝わり，橋脚の地中部から地盤に入力される．入力された振動は地盤内を伝播し，

地表面の地盤振動として観測される． 

 

 

図 ２-１ 桁式高架橋周辺の地盤振動伝播 

 

橋脚周辺の地表面の地盤振動を計算する場合，地盤への振動の加振源となる橋脚の振動を

把握し，加振力として定める必要がある．桁式高架橋の橋脚の振動特性について，起振器に

よる加振時や 210km/h で走行する新幹線列車走行時の橋脚・桁および周辺地盤の加速度を

測定・分析により振動特性を検討した事例が報告されている．しかし，新幹線走行時の振動

特性については鉛直成分に着目した整理であり，水平方向の振動特性は明らかになっていな

い．本章では列車走行に起因する桁式高架橋の橋脚の振動特性を把握するために，列車通過

時の橋脚の振動を三成分加速度センサーにより測定した結果について主要な振動方向や，列

車速度の変化に伴う振動の変化を明らかにする．  
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２‐２ 振動測定箇所 

２‐２‐１ 振動測定箇所の選定 

表 ２－１ 測定箇所表 ２－１に振動の測定箇所を示す．１章でも述べた通り，桁長が

25m よりも短く，下部構造が杭基礎となっている桁式高架橋で，地盤振動に関する指摘が

多い．また，既往の文献によると，桁式高架橋の桁長は，ラーメン高架橋間に架設された桁

を除くと，桁長が 15m，20m，25m および 30m の桁の連数が多いことが明らかにされてい

る．ここで，図 ２-２に新幹線の車軸間隔と同一の間隔を持つ単位荷重列を連行させた場合

の，橋脚に作用する支点半力の影響線を示す． 

 

 

図 ２-２ 桁長と支点反力の関係 

 

図 ２-２の横軸は，対象橋脚の中心を 0m とした先頭荷重の位置を，縦軸は鉛直方向の支

点反力を示す．荷重列の位置の変化に伴い，桁から橋脚に作用する支点反力は変化し，最大

値は桁長が長いほど大きいことがわかる．しかし，荷重列が通過中の支点反力の変動は桁長

が 15m の場合が最も大きく，桁長が 25m の場合は一定値を示す．このことから，桁長が

15m の場合の橋脚振動が最も大きいと判断できるため，第一の測定箇所は，杭基礎を有す

る桁式高架橋のうち，並行する道路の幅が狭く交通量が少なく，高架橋周辺の地表面に計器

を設置する用地の確保が可能であった A 地区とした．また，桁長と基礎構造の違いの影響

を確認するため，B 地区および C 地区において振動測定を実施した． 

表 ２－１ 測定箇所 

地区 桁長 下部構造 杭長 測定時期 

A 15.0m 杭基礎 10～11m 

2012 年 10 月，12 月 

2013 年 3 月，6 月，9 月 

2014 年 5 月，9 月 

B  15.0m 直接基礎 － 2014 年 7 月 

C 25.0m 杭基礎 24m 2014 年 7 月 
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２‐２‐２ 測定箇所の構造と地質 

(1) A 地区

図 ２-３に A 地区の高架橋側面図を示す．同図中の A60,A70,A80 および A90 で示される

4 基の橋脚で振動計測を実施した．4 基の橋脚に隣接する桁はいずれも桁長が 15m のスラ

ブ桁となっている． 

図 ２-３ A 地区の高架橋側面図 

図 ２-４に橋脚および隣接桁の概形を示す。同図に示す通り，桁の支持条件の違いにより

フーチングの大きさ，基礎の本数及び耐震補強工の有無が異なる．可動支承を有する A60 と

A80 はフーチングの線路方向幅が 7.2m で，杭本数は 36 本である．固定支承を有する A70

と A90 は耐震補強が施されており，フーチングの線路方向幅は 12.0m，杭本数は 60 本であ

る． 

図 ２-４ 橋脚および桁の概形 
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図 ２-５ 地質柱状図 

 

図 ２-５に A 地区で実施された地質調査の結果を示す．N 値は標準貫入試験により，P 波

速度と S 波速度は PS 検層により求めている．深さ約 7m まで N 値 10 以下の軟弱な地盤

となっている．特に約 4m までは粘性土層であり，S 波速度が 75m/s 以下となっている． 

(2)  B 地区 

 

図 ２-６ B 地区の高架橋側面図 
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図 ２-６に B 地区の高架橋側面図を示す．同図中の B30 および B50 で示される 2 基の橋

脚で振動計測を実施した．図 ２-７に橋脚及び桁の外形を示す．橋脚は壁式橋脚で，基礎は

線路方向の幅が 6m，線路直角方向の幅が 10m のフーチングを有する直接基礎である．い

ずれの橋脚も可動沓により，桁長 15m の T 型桁を支持している． 

 

図 ２-７ 橋脚および桁の概形 

図 ２-８に B 地区で実施された地質調査の結果を示す．ボーリング位置により異なるが，概

ね深さが 2m～8m の位置に N 値が 50 を超える砂質土層があり，直接基礎の支持地盤とな

っている． 

 

 

図 ２-８ 地質柱状図 
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(3)  C 地区 

 

図 ２-９ C 地区の高架橋側面図 

図 ２-９に C 地区の高架橋側面図を示す．同図中の C40,C50,C60 ならびに C70 で示される

４基の橋脚で振動計測を実施した． 

 

 

 

図 ２-１０ 橋脚および桁の概形 

図 ２-１０に橋脚及び桁の外形を示す．橋脚は壁式橋脚で直径 1.5m の場所打ち杭により指

示されている．橋脚 C40 と C60 は可動沓を有する橋脚で，フーチング幅は線路方向の幅が

9.5m，線路直角方向の幅が 11m である．橋脚 C50 と C70 は固定沓を有する橋脚で，フー

チング幅は線路方向の幅が11m，線路直角方向の幅が11mである．いずれの橋脚も桁長25m

の I 型桁を支持している． 
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図２-１１ 地質柱状図 

 

図２-１１に C 地区で実施された地質調査の結果を示す．深さ 10m 程度まで N 値 10 未

満の軟弱な粘性土層が続いている．深さ 23m～25m の位置する礫質土層が杭基礎の支持層

となっている． 

 

 

２‐３ 測定方法 

２‐３‐１ 測定装置 

測定には COLIBRYS 社製のサーボ型３軸加速度センサーSF3000L を使用した．加速度

センサーは橋脚の橋軸直角方向の面の中心部の地表面からの高さ 50cm の位置に，鉛直方向

が Z 軸，橋軸方向が X 軸，橋軸直角方向が Y 軸となるように取り付けた．加速度センサー

からの出力は加速度時刻歴波形である．出力は有線で接続された ALNIC 社製ワイヤレス信

号処理ユニット RS-AD24 により 200Hz でサンプリングされる．サンプリングされたデー

タは直ちに Bluetooth により無線伝送されノート型ＰＣ内ハードディスクに記録される．列

車の通過毎に測定を実施し，通過列車の編成，走行方向と共に記録した．  
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図 ２-１２ 加速度センサー（COLIBRYS 社製 SF3000L） 

 

図 ２-１３ ワイヤレス信号処理ユニット（ALNIC 社製 RS-AD24） 

 

２‐３‐２ 列車速度の測定方法 

列車速度の測定は次の２つの手法で測定した．①の方法は列車振動の周波数特性は列車速

度に依存するという性質を利用したものである．②の方法はデジタルビデオの1コマは1/30

秒であることから，動画を静止画におとして，通過に要したコマ数を数え上げることで通過

速度が求まる． 

① 振動の周波数特性を利用した列車速度の推定 

② デジタルビデオ撮影画像の読取りによる列車速度の計測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１４ 列車速度の測定方法の概要 
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（1）周波数特性を利用した手法 

 

 

図 ２-１５ 周波数特性を利用した列車速度の算定 

 

（2）デジタルビデオの利用 

 

 

図 ２-１６ デジタルビデオ画像を利用した列車速度の算定 

 

 

車両数：2両
コマ数：23コマ

列車速度(km/h)=［車両長m］÷［コマ数］×30 = 50÷23×30 = 236.3km/h

振動計測とビデオの誤差 0.2%
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（3）２つの手法の誤差 

表２－２ 速度算定手法の比較 

 

※J 編成 ：車両長 25m×10 両編成 

JR 編成 ：車両長 25m×10 両＋車両長 20.5m×7 両 

 

 表２－２に二つの手法により速度を算定した結果を示す．二つの手法の誤差は 1％未満で

あり，振動の周波数特性から求めた列車速度は，デジタルビデオから求めた列車速度と同一

と取り扱える．一方，デジタルビデオの画像からの速度の算定は多くの画像の確認が必要と

なり，算定に多くの時間を要する．本論における今後の整理においては，振動の周波数特性

から速度を算定する手法を用いる． 

  

時刻 編成 振動計測km/h ビデオkm/h 誤差%
8:12 J 234 234.8 0.3
8:21 JR 234.9 234.8 0.1
8:32 JR 230 229 0.6
8:57 JR 236.7 237.7 0.4
9:04 JR 236.7 237.7 0.2
9:16 JR 228.6 229 0.2

10:16 J 234.9 234.8 0.1
10:57 J 234.9 234.8 0.1
11:17 J 238.5 238.2 0.1
11:58 J 234.9 234.8 0.1
12:16 J 239.4 238.2 0.5
12:56 J 235.8 236.3 0.2
13:16 J 236.7 234.8 0.8
14:17 J 226.8 225 0.8

12月11日の列車速度に関する比較
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２‐４ 振動の大きさの評価方法 

表 ２－３に示す振動を評価する 3 種類の方法とその目的を示す． 

 

表 ２－３ 振動の評価方法 

評価値 目的 

振動レベル（補正加速度レベル） 振動の大きさの評価 

1/3 オクターブバンドスペクトル 卓越振動数帯域の評価 

速度比例バンド幅スペクトル 振動数特性の速度依存性の評価 

 

加速度時刻歴波形からそれぞれの評価値を求める方法について，次項以降に詳述する． 

 

２‐４‐１ 振動レベル（補正加速度レベル）[1] 

(1)  既往の研究 

 第 1 章で述べた通り，新幹線鉄道振動に関する勧告文書において，振動の大きさは補正加

速度レベルを用いることが定められている．また，補正加速度レベルは振動レベルと同等の

値として取り扱うことができ，実務的には振動レベル計を用いて計測されている． 

 そこで，まず振動レベルを数値計算による求める方法に関する既往の研究を述べる． 

振動レベルの算定方法に関する研究は，1984 年に北村が発破振動を対象にデジタルフィ

ルタ理論に基づいている．[]その後，1986 年に国松が同じ発破振動を対象にして同様の手法

で開発した．デジタルフィルタ理論においては，振動レベル計の回路がそのまま定式化され

ているので，入力された加速度波形を時刻歴で振動レベル波形に逐次変換できる．この手法

の課題は，回路の定式化において試行錯誤によって決定しなければならいパラメータがいく

つも存在することである．北村と国松ではそれらのパラメータ値が異なっており，また国松

はその後の論文でパラメータを見直している． 

北村らの手法は，振動レベル計のように，測定された時刻歴領域の加速度波形をそのまま

時刻歴領域で逐次処理して振動レベルを出力するものである．測定された時刻歴領域の波形

に対して事後処理を施し振動レベルの時刻歴波形に変換する場合は，周波数領域での波形処

理を適用することができる． 

 

(2)  振動レベル変換プログラム 

本研究においては，振動レベルの逐次処理を行う必要はないため，周波数領域での波形処

理により加速度時刻歴波形を振動レベル時刻歴波形に変換するプログラムを作成した．図 

２-１７にプログラムの動作フローを示す． 
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図 ２-１７ 加速度波形から振動レベル波形への変換フロー 

 

フローに従った算定式は次のとおりである． 

 

  :in inA a 測定加速度 のフーリエ変換の係数      i t

in inA a t e dt





   

↓ 

    2k inX A 実効値：  

↓ 

      
2

10 log 100k k CL X R     振動レベル：  

   :CR dB 周波数補正  

↓ 

   20 5.0
: 10 kL

kX 


周波数補正された周波数 の実効加速度  

↓ 

   : 2out kA X   周波数補正された周波数 の加速度  

↓ 

   
1

2

i t

c outa t A e dt





  周波数補正された加速度波形：  

加速度波形（入力） フーリエ変換 

1～80Hz のバンドパスフィルタ 

周波数補正 

フーリエ逆変換 

指数平均化した加速度の実効値 振動レベル（出力） 



第２章 橋脚の地表面近傍部の振動 

 ２-１３ 

↓ 

振動レベル：
 2

10 2

0

( ) 10 log
aa t

Lv t
a

   

 ( ) :vL t t dB時刻の振動レベル  

 :t s観測時刻  

 5 2

0 : 10 /a m s加速度の基準値  

:aa JIS C指数平均化された周波数補正加速度の実効値( 1510-1995) 

   2 21
exp

t

a c

t
a t a t d

T T






 
    

 
  

   2: /ca t m s周波数補正加速度の瞬時値 ，  : =0.63T s時定数  

 

(3)  プログラムの妥当性評価 

 

鉄道敷地に隣接する中央大学構内の地表面において，加速度波形をサーボ型加速度計（共

和電業製）で，振動レベル波形を振動レベル計（リオン製）で計測した．計器の設置状況を

図 ２-１８に示す． 

 

図 ２-１８ 計器の設置状況 
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その中から，列車が通過した記録を用いて検証を実施した．すなわち，開発したプログラ

ムで加速度波形を振動レベル波形に変換し，振動レベル計で測定した振動レベル波形と比

較する．図 ２-１９に軌道方向（ｘ方向）の振動レベルの比較を示す．同図において，(a)

は上限の周波数補正，(b)は基準の周波数補正，ならびに(c)は下限の周波数補正でそれぞれ

適用して変換した振動レベルを比較する．また，図 ２-２０は図 ２-１９を拡大したもの

である．同様に，軌道直交方向（ｙ方向）および鉛直方向（ｚ方向）もそれぞれ図 ２-２

１～図 ２-２４に示す． 

 
（a）感覚補正の上限 

 
（b）感覚補正の基準値 

 
（c）感覚補正の下限 

図 ２-１９ 水平（ｘ方向：軌道方向）振動レベルの比較 
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（a）感覚補正の上限 

 

（b）感覚補正の基準値 

 

（c）感覚補正の下限 

図 ２-２０ 水平（ｘ方向：軌道方向）振動レベルの比較（拡大） 
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（a）感覚補正の上限 

 

 

（b）感覚補正の基準値 

 

（c）感覚補正の下限 

 

図 ２-２１ 水平（y 方向：軌道直交方向）振動レベルの比較 



第２章 橋脚の地表面近傍部の振動 

 ２-１７ 

 

（a）感覚補正の上限 

 

（b）感覚補正の基準値 

 

（c）感覚補正の下限 

図 ２-２２ 水平（y 方向：軌道直交方向）振動レベルの比較（拡大） 
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（a）感覚補正の上限 

 

 

（b）感覚補正の基準値 

 

 

 

（c）感覚補正の下限 

 

図 ２-２３ 鉛直（z 方向）振動レベルの比較 
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（a）感覚補正の上限 

 

（b）感覚補正の基準値 

 

（c）感覚補正の下限 

 

図 ２-２４ 鉛直（z 方向）振動レベルの比較（拡大） 
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振動レベル計で測定した振動レベル波は，いずれの方向も上限および下限の周波数補正の

間にあり，そして基準の周波数補正で変換した振動レベル波とほぼ一致する．よって，ここ

で開発したプログラムは振動レベル計を精度良く再現したと認められる． 

 

２‐４‐２ 振動数特性の評価 

 振動の振動数特性を評価する手法として，振動数特性の評価は目的に応じ以下の 2 種類の

方法を用いた． 

(1)  1/3 オクターブバンドスペクトル 

 環境振動では，周波数特性を明らかにする際に周波数を定比幅の帯域に分割し，各帯域の

振幅を評価する方法が用いられる．周波数を定比幅で分割する際の中心周波数はJIS C 1513

「音響・振動用オクターブおよび 1/3 オクターブ分析器」として規格が定められている．新

幹線走行に起因する振動の大きさを評価する場合の周波数帯域である 1Hz から 90Hz まで

の範囲の公称中心周波数，下限周波数および上限周波数を表２－４に示す． 

表２－４ 1/3 オクターブバンドの周波数範囲 

中心周波数 下限周波数 上限周波数 

1 0.89 1.12 

1.25 1.11 1.4 

1.6 1.43 1.8 

2 1.78 2.25 

2.5 2.23 2.81 

3.15 2.81 3.54 

4 3.56 4.49 

5 4.45 5.61 

6.3 5.61 7.07 

8 7.13 8.98 

10 8.9 11.2 

12.5 11.1 14 

16 14.3 18 

20 17.8 22.5 

25 22.3 28.1 

31.5 28.1 35.4 

40 35.6 44.9 

50 44.5 56.1 

63 56.1 70.7 

80 71.3 89.8 
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図 ２-２５ 速度と軸の繰り返し効果スペクトルの卓越振動数 

 

 図 ２-２５に速度と軸の繰り返し効果スペクトルの卓越振動数の関係を示す．軸の繰り返

し効果スペクトルは，車両長 25m の新幹線車両の軸配置に基づき算出している．横軸は速

度を，縦軸は振動数をそれぞれ対数スケールで示している．また，同図には表２－４に示す

1/3 オクターブバンドの中心周波数も示している.同図からは 75km/h の速度向上に伴い，軸

の繰り返し効果スペクトルの各卓越振動数は，1/3 オクターブバンドにおける 1 バンド分高

周波側に遷移することがわかる．また，1/3 オクターブバンドの一つの帯域に含まれる軸の

繰り返し効果スペクトルの卓越スペクトルの数は，高周波のバンドほど多くなっている． 

 

(2)  速度比例バンド幅スペクトル 

振動数特性を 1/3 オクターブバンドスペクトルで評価する場合，卓越振動数が 1/3 オクタ

ーブバンドの境界振動数付近を遷移する場合の振幅の変化がわかりにくい．そこで，卓越振

動数毎に加速度振幅を評価することとした． 

以下に n 次の卓越振動数𝑓𝑛における振幅の評価方法を述べる．また，図-5 に振幅評価過程

の一例を示す． 

a)  バンドパスフィルタ処理 

測定された加速度振幅の時刻歴波形に下限振動数を(𝑛 − 0.5) × 𝑓1,上限振動数(𝑛 + 0.5) ×

𝑓1 としたバンドパスフィルタを適用する．  
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b)  実効値処理 

バンドパスフィルタ適用後の時刻歴波形に対して実効値処理を施す．時定数は JIS C 1510

振動レベル計を参考に 0.63 を使用した．  

c)  振幅値の評価 

 実効値の時刻歴波形の最大値を，当該帯域の振幅とする． 

 

図 ２-２６ 振幅評価処理の例 
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２‐５ 測定結果 

 

２‐５‐１ 列車走行時の橋脚振動の再現性 

(1)  オールパス振動レベルのばらつき 

橋脚 A70 で計測された列車速度と振動レベルの関係を図 ２-２７に示す．縦軸は振動レ

ベルを示している．なお１目盛りは 1dB を示す．また，図中には線形近似直線も示してい

る．計測データからは，橋脚基部の振動は鉛直方向成分（Z 成分）が大きく，線路直角方向

成分（Y 成分）が小さいことがわかる．近似直線の傾きに着目すると，Y 成分と Z 成分では

正の値を示しているが，X 成分の場合は負の値を示している．傾きの値はいずれの成分も小

さく，オールパスの振動レベルと速度の相関は低い． 

 

 

図 ２-２７ 橋脚（A70）における列車速度と振動レベルの関係 

 

 図 ２-２８は近似直線と計測値の差を誤差として考えた場合の，誤差の相対度数分布を

示したものである．いずれの振動方向についても，分布形状は正規分布に沿った形である

ことを示している． 
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図 ２-２８ 橋脚（A70）における列車速度と振動レベルのばらつき 
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(2)  再現性に影響を及ぼす因子の検証 

 

 

 

図２-２９ 振動レベルの日変化 

図２-２９は振動レベルの日変化について確認するために，同一編成，同一速度の列車に

ついて，橋脚基部の振動レベルを1/3オクターブバンドスペクトルとして示したものである．

編成および速度が同じであればスペクトルの形状はほぼ同一形状を示すが，振動数帯域によ

っては最大で約 15dB の差が生じていることがわかる． 

 

 

１目盛は 10dB 

１目盛は 10dB 

１目盛は 10dB 
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図 ２-３０ 天候が振動レベルに及ぼす影響 

2013 年 10 月 17 日は晴天であったが，翌日は雨天となった．この２日間で同一列車の 1/3

オクターブバンドスペクトルを比較すると，図 ２-３０のようになる．全ての地点でスペク

トル形状は一致する．他の列車に対しても同様である．このことから，振動レベルに与える

天候の影響は小さいと判断できる． 

 

１目盛は 10dB 

１目盛は 10dB 

１目盛は 10dB 
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図 ２-３１ 測定時期（季節）が振動レベルに及ぼす影響 

 図 ２-３１は測定時期の影響を確認するために，同一列車の 1/3 オクターブバンドスペクト

ルを測定日毎に重ね書きしたものである．８Hz および 30Hz の帯域で振動レベルにばらつき

があるが，これは速度の影響によるものと考えられる．スペクトルの概形は測定時期によら

ず一定であり，測定時期が振動数特性に大きな影響を及ぼす影響はないと考えられる． 

１目盛は 10dB 

１目盛は 10dB 

１目盛は 10dB 
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２‐５‐２ 列車走行時の橋脚振動の振動数特性および列車速度依存性 

(1)  卓越振動数と正規化振動加速度レベルの関係 

A60,A70,A80 および A90 の 4 橋脚の列車通過時の橋脚振動数の振動数特性を図２-３２

に示す．縦軸は，最大値が 0dB となるように正規化した振動加速度レベルである．測定対

象編成は 10 両編成の下り列車である．卓越振動数と振動加速度レベルの関係は 8Hz 付近と

26Hz付近で二つの頂点を有する山形の形状を示している．二つの頂点の高さはほぼ等しい．

なお，B 地区，C 地区での整理結果は付録に掲載している． 

 

 

 

図２-３２ 卓越振動数と振動加速度レベル 
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(2)  卓越振動数と振動レベルの関係 

 

 

 

図２-３３ 卓越振動数と振動レベル 

図２-３２で示した正規化された振動加速度レベルに人体感覚補正を施し，振動レベルと

して表した結果を図２-３３に示す．感覚補正により，8Hz 以上の振動は低減補正されるた

め，振動レベルが最大値をとる振動数は 8Hz 近傍の帯域となっている．本データも B 地区

と C 地区の結果は付録に掲載した． 
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図 ２-３４ 測定地区毎の振動レベルと卓越振動数の関係の比較 

図 ２-３４に振動レベルと卓越振動数の関係について，各地区の代表橋脚ごとに比較した結

果を示す．同図は地区によって振動レベルの大きい振動数や振動方向が異なる結果を示して

いる．これらの違いは地質や桁長などの橋脚諸元の違いによる影響と考えられる． 



第２章 橋脚の地表面近傍部の振動 

２-３１ 

(3) 最大振動レベルを示す卓越振動数

図２-３５ 卓越振動数と振動レベル（列車毎の最大値を抽出） 

図２-３３に示した各卓越振動数と振動レベルの関係のうち，列車毎に最大の振動レベル

に打点のみを抽出した結果を図２-３５に示す．列車によって振動レベルが最大値を示す卓

越振動数は異なることがわかる． 
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図２-３６ 各地点間の最大卓越振動数の比較 

図２-３６は図２-３５と同様に列車毎に最大の振動レベルを示す卓越振動数を抽出し，そ

の結果を各地区の代表橋脚ごとに比較した結果を示している． 
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図 ２-３７ 列車速度と振動レベル（列車毎の最大値を抽出） 

図 ２-３７は図２-３５で示した列車毎の最大レベルについて，列車速度と振動レベルの関

係として表したものである．同一地区内の橋脚であっても，速度変化に伴う振動レベルの増

減の傾向は，橋脚およびその振動方向により異なる傾向を示す． 
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(4) 振動レベルの振動方向成分比

図 ２-３８ 列車速度と振動レベル（振動方向の比較） 

図 ２-３８は各地区の代表橋脚について，振動方向別の振動の大小関係を明らかにするた

めに，振動レベルを振動方向別に整理したものである．ここでの振動レベルは，各列車の卓

越振動数での振動レベルのうち最大値を抽出したものである．いずれの地区においてもY方

向成分は小さく，卓越している成分は X 成分もしくは Z 成分である．また，列車速度と振

動レベルの増減の傾向は同一橋脚であっても振動方向によって異なり，速度の変化に伴い振

動成分の割合が変化することが明らかになった． 
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２‐５‐３ 橋脚毎の振動成分の差異 

図２-３９は図 ２-３７で示した列車速度と最大振動レベルの関係について，橋脚間の振動

レベル差として示したものである．これは，乗車率や車両の整備状況等による振動の違いの

影響を除去することを目的としたものである．連続する 4 基の橋脚の振動レベルについて，

4dB から 15dB の差が生じている．差の現れ方や橋脚間の振動レベルの大きさの大小関係は

列車速度により変化している． 

 

 

 

図２-３９ 橋脚間の振動レベル差（列車毎に最大値をとる卓越振動数の振幅を抽出） 
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２‐６ まとめ 

列車通過時の橋脚の地表面近傍部の振動加速度測定を実施し，以下のことを明らかにした． 

橋脚振動のフーリエスペクトルは一定の振動数間隔でピークを有する櫛型の形状を示す．

最も低いピークの振動数を基本振動数とすると，他のピークの振動数は基本振動数の整数倍

となっており，基本振動数と列車速度は正比例の関係が見られる．基本振動数の 5 倍および

15 倍の振動数における振幅は他のピーク振動数の振幅に比べて小さい．この傾向は，橋脚

の吉岡らの既往の研究と整合している． 

走行車両と列車速度が同じ場合の橋脚振動のばらつきは正規分布を示し，その標準偏差は

約 1.1 であった．したがって，走行車両と列車速度が同一の場合の橋脚に生じる振動には再

現性があるものとして考えられる． 

列車速度と各ピーク振動数の振幅の関係に着目すると，多くの場合は速度の増加とともに

振幅が増加する正の相関関係を示す．しかし，負の相関を示す場合や，明確な相関を示さな

い場合も確認された．これらの傾向は橋脚毎に異なる．したがって，同一地区内の橋脚であ

っても，振動レベルの大きさには違いがあり，その差は最大で 14dB に達する場合もある． 

また，振動方向毎に振幅の大きさを比較すると，振幅が最大となる振動方向は鉛直方向ま

たは線路方向であり，線路直角方向の振幅は他の振動方向よりも小さい． 
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第３章 列車走行に伴う地表面と振動と地盤内の振動伝播特性 

３‐１ はじめに 

 

図３-１ 桁式高架橋周辺の地盤振動伝播 

 

 

図３-２ 複数橋脚からの振動伝播の影響の概念図 

 2章では列車通過時の橋脚の振動に着目し，地表面近傍部の振動特性を明らかにした．

本章では橋脚から受信点に至るまでの振動伝播過程に着目する．橋脚地盤間の振動伝播特

性を明らかにする上で，地表面の加速度を定量的に把握する必要がある．しかし，地表面

加速度は，受振点の地表面の状況や加速度計の設置方法が計測値に影響を及ぼすことが懸

念される．そこで，加速度計の設置方法が計測値に及ぼす影響について検証をおこなった

ので，その結果について述べる． 

環境省の勧告においては，新幹線鉄道に関する地盤振動の評価指標は地表面振動の鉛直

応答となっている．図３-２に示すとおり，受振点における振動は複数の橋脚から伝播した

振動が合成されたものと考えられる．したがって受振点の振動の鉛直応答ついて，周辺の

2 章で着目 

3 章で着目

煦 
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橋脚振動との関係を明らかにすることが必要となる．そこで，列車通過時の加速度につい

て橋脚と地表面での同時測定を実施した．計測結果に基づき，地表面の鉛直応答に及ぼす

橋脚の数や振動方向に着目した検討を実施した結果について述べる． 

 

３‐２ 加速度計の地表面への設置状況が計測値に及ぼす影響 

一般的に接触型加速度計を用いて加速度を計測する場合，設置共振の影響を考慮しなけ

ればならない[1]．地表面に加速度計を設置したときの状況は図３-３に示すとおり，地盤－

加速度計の系を１自由度のバネ－質量系でモデル化できる．この場合，地表面の地盤の固さ

の違いや植物の有無等が系のバネ定数に影響を及ぼす．計測対象物の振動の振動数が，バネ

定数と加速度計の質量から定まる固有振動数に近づくと設置共振の影響を無視できなくな

る． 

 

図３-３ 加速度計の設置状況のモデル化 

 

環境振動としての地盤振動の測定対象振動数範囲は１Hzから 80Hzであることから，系

の固有振動数をその範囲外にすることで，設置共振の影響を除去しなければならない．現実

的には固有振動数は１Hz よりも低くすることは困難であることから，固有振動数を 80Hz

より高くするためにバネ定数を大きくなるような設置方法をとらなければならない． 

振動レベル計を用いた振動レベルの計測方法として，JIS Z 8735「振動レベル測定方法」

が定められている．同基準では，加速度計の設置方法に関して以下の事項が示されている． 

 

① 振動ピックアップは原則として平坦な堅い地面等に設置する。 

② 水平な面に設置することが望ましい。 

③ 振動ピックアップの形式によっては，風・電界・磁界などの影響を受ける場合がある。

そのような時には適当な遮へい，測定点の変更などを配慮する必要がある。 

 

設置状況に関する記述は定性的で，具体的にどの程度というものがわからない。そこで，
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特に①に関して，設置状況が振動レベルに及ぼす影響について実測により検証した． 

 

３‐２‐１ 検証方法 

 検証は加速度計の設置状況を様々に変化させた上で振動計測を行い，計測値を比較する

方法を用いた．計測は中央大学後楽園キャンパス内において実施し，振動源として隣接敷地

を走行する地下鉄丸の内線の列車を利用した．計測箇所を図３-４に示す． 

 

図３-４ 計測箇所 

 

設置共振の影響を杭と設置板を用いて除去する方法が提案されている[2]．そこで，表 ３

－１および図３-５に示す 6種類のケースで振動測定を実施した[3]． 

 

表 ３－１ 振動の評価方法 

ケース 設置方法 

設置ケースⅠ 地面を直ナイフで 30cm×30cmに削り、水平状態にした後，地表面に

直接計器を置く． 

設置ケースⅡ 地面をハンマーで叩き締め固めたのち，地表面に直接計器を置く． 

設置ケースⅢ 地表面に石板を置き，石板の上に計器を置く 

設置ケースⅣ 鋼製の治具（平板に 3 本のスパイクを取り付けたもの）を地面に設置

し，治具上に計器を置く 

設置ケースⅤ あらかじめ，地面をハンマーで叩き締め固めたのちに治具を設置し，治

具上に計器を置く 

設置ケースⅥ  地表面に設置した石板の上に治具を置き，治具の上に計器を置く 
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図３-５ 設置状況および使用治具の寸法 

 

 

３‐２‐２ 計測結果 

1ケースにつき概ね 5本の列車が通過した際の振動を記録した．列車通過時の最大の振動

レベルと振動加速度レベルならびにそれぞれの算術平均値を図３-６に示す． 

 

図３-６ 計測箇所の振動レベルおよび振動加速度レベル 
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いずれのケースも測定値は 3dBから 7dBのばらつきがある．このばらつきは振動源とな

る丸ノ内線の走行状況の違いによるものと考えられる．ケース毎の平均値は振動加速度レ

ベルでは 69dB～76dB の範囲を，振動レベルで 58dB から 60dB の範囲を示し，振動加速

度レベルの方が，平均値のばらつきが大きい．これは，振動数によりばらつきの大きさが違

うことによるものと考えられる．振動数毎のばらつきを明らかにするために，図３-７に振

動レベルの 1/3オクターブバンドスペクトルを示す． 

 

図３-７ 振動レベルの 1/3オクターブバンドスペクトル 

低い周波数域(10Hz 未満)では、全般的に振動レベルは小さく，振動レベル差も小さい．

一方、高い周波数域(10Hz 以上)では全般的に振動レベルが大きい．特に 40Hz を超えると

設置状況による振動レベルの差が大きくなっている．治具の使用の有無が計測値への影響

が大きく，80Hzでは治具を用いたケースの振動レベルが約 10dB大きくなっている．治具

は設置板と杭により構成されている．設置板と同等の効果を持つ考えられる石版をのみを

用いたケースと，治具を用いたケースで計測値に差が生じていることから，杭の影響が大き

いと考えられる． 
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３‐２‐３ 新幹線沿線地表面測定における加速度計の設置方法 

新幹線沿線での地表面測定には，中央大学構内における測定結果も踏まえ，杭（スパイク）

を有する治具を用いることとした．治具の外観を図３-８に示す． 

 

図３-８ 治具の外観 

 

治具は金属製の箱に，全ねじボルトをナットで固定したものである．全ねじボルトを地中

に挿入することで箱を地表面に固定する．この際，加速度計はあらかじめ箱の内部に固定し

ておく．なお，地表面の測定に用いた加速度計は，橋脚の加速度測定に用いたものと同一で

ある． 
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３‐３ 列車走行に伴う地表面の振動  

３‐３‐１ 地表面振動の振動数特性 

列車走行に伴う地表面振動について，卓越振動数ごとに振動レベルを評価し，振動数特性

を明らかにする． 

(1)  A地区 

A 地区における地表面振動の測定位置を図３-９に示す．下り線側起動中心から約 12.5m

位置の地表面上の 3点となる A65-C,A70-C,A80-Cで計測を実施した． 

 

 

 

図３-９ 地表面振動測定位置（A地区） 

下り線側起動中心から約 12.5m 位置の地表面上の 3 点となる A65-C,A70-C,A80-C で計

測を実施した． 

 

図３-１０ 卓越振動数と振動レベル（A 地区） 

図３-１０に卓越振動数と振動レベルの関係を示す．同図に示されている結果は速度が

222km/h から 272km/h の範囲の 10 両編成の下り列車 20 本分である．同図より，地盤の

振動レベルは 8Hz付近で大きな値となることがわかる． 
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図３-１１ 卓越振動数と振動レベル（A地区・最大レベル） 

図３-１１は図３-１０に示す結果から，列車毎に最大の振動レベルをとる卓越振動数の値の

みを抽出して示したものである．最大の振動レベルをとる卓越振動数は多くは 3 次の卓越

振動数である．計測位置によって最大の振動レベルを示す振動数が異なる．振動数が 8Hz

未満の場合，A70-C 点の振動が最大値を示しているが，9Hz 付近の振動の場合，A75-C 点

の振動が最大値を示す．  

(2)  B地区 

B地区における地表面振動の測定位置を図３-１２に示す． 

 

図３-１２ 地表面振動測定位置（B地区） 
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図３-１３ 卓越振動数と振動レベル（B 地区） 

図３-１３に卓越振動数と振動レベルの関係を示す．同図に示されている結果は速度が

242km/hから 314km/hの範囲の 10両編成の下り列車 7本分である．同図より，地盤の振

動レベルは振動数が 10Hz近傍で最大値を示すことがわかる． 

 

 

図３-１４ 卓越振動数と振動レベル（B地区・最大レベル） 

図３-１４は図３-１３に示す結果から，列車毎に最大の振動レベルを示す卓越振動数の値の

みを抽出して示したものである．最大の振動レベルを示す卓越振動数は 3 次または４次の

卓越振動数である．振動数が 10Hz に近い場合に振動レベルが大きくなる傾向が確認でき

る．  
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(3)  C地区 

C地区における地表面振動の測定位置を図３-１５に示す． 

 

図３-１５ 地表面振動測定位置（C地区） 

 

図３-１６ 卓越振動数と振動レベル（C 地区） 

図３-１６に卓越振動数と振動レベルの関係を示す．同図に示されている結果は速度が

260km/h から 317km/h の範囲の 10 両編成の下り列車 11 本分である．同図より，地盤の

振動レベルは 9Hz付近で大きな値となることがわかる． 

 

図３-１７ 卓越振動数と振動レベル（C地区・最大レベル） 
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図３-１７は図３-１６に示す結果から，列車毎に最大の振動レベルを示す卓越振動数の値の

みを抽出したものである．最大の振動レベルを示す卓越振動数は１次から 3 次の卓越振動

数に分散している．振動数が 9Hzに近い場合に振動レベルが大きくなる傾向が確認できる．  

３‐３‐２ 地盤内での振動減衰の振動数特性 

 前項では，列車走行時の地表面の振動について，最大振幅を示す卓越振動数に着目し，計

測結果を整理した．その結果，卓越振動数が橋脚毎に異なるある振動数に近づくと振動が増

大するという現象が確認された．この現象が生じる理由として次の理由が考えられる． 

① 特定の振動数で橋脚の振動が増大するため地盤の振動も増大する 

② 特定の振動数で地盤内での振動の減衰が小さくなるため地盤の振動が増大する 

③ 振動レベルの計算時の人体感覚補正の影響 

 本項では上記の②の影響を，地表面の振動レベルから橋脚の振動レベル引いた差につい

て確認する．振動レベル差により評価することで，①と③の影響は概ね除去されることとな

る．橋脚の振動が増大する振動数は，同一の橋脚であっても振動方向毎に異なる．そこで，

本検討においては，橋脚の振動の大きさは，X，Yおよび Z方向の各成分を合成した値を用

いる．図３-１８，図３-１９および図３-２０に振動減衰量の計算結果を示す． 

 

図３-１８ 地盤内での振動減衰（A地区） 

 

図３-１９ 地盤内での振動減衰（B地区） 
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図３-２０ 地盤内での振動減衰（C地区） 

 振動レベル差の打点により描画される概形は，いずれの地区においても，すべての橋脚で

同一の形状を示している．A 地区では 8Hz および 13Hz，B 地区では 10Hz および 14Hz，

C地区では 7Hzおよび 13Hz近傍の振動数で地盤内での振動減衰量が小さいことがわかる．

なお，橋脚毎に比較した場合の細かい違いは，地盤内の伝播距離の違いの影響，橋脚および

振動方向により橋脚振動が増大する振動数が異なることに起因するものであると考えられ

る．このことは，ある地表面の振動は近傍の１基の橋脚の振動だけではなく，周辺の複数の

橋脚から伝播する振動が合成されたものとする考え方と整合する現象であると言える． 

 

３‐３‐３ 橋脚振動と地表面振動の比較 

 

図３-２１ 計測位置平面図（A地区） 

 前項までは，橋脚と地表面の振動について，卓越振動数ごとの最大値に着目した整理を行

ってきた．本項では，振動の計時変化について着目した整理を行い，地表面に振動に周辺の

橋脚振動がどの程度影響を及ぼしているのかを明らかにすることを試みる． 図３-２１に本

項で整理する加速度の計測位置を示す．同図に示すとおり，連続する 4 基の橋脚とその中

間の 1点の地表面の振動計測データを整理対象としている． 
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 前項までに示したとおり，A地区での地盤の振動は，3次の卓越振動数で最大を示す． そ

こで本検討では３次の卓越振動数を対象として整理を行う． 

 

図３-２２ 地盤の振動と橋脚の X方向の振動の比較（３次の卓越振動数） 

10両編成の下り列車が時速 226km/hで走行した際に計測されたデータを整理する．3次

の卓越振動数は 7.5Hz となることから，6.3Hz から 8.9Hz の範囲のバンドパスフィルタを

計測された加速度時刻歴波形に適用する．バンドパスフィルタ適用済みの地盤の Z 方向振

動と，橋脚の X方向振動を図３-２２に示す．同図中，縦軸のスケールはすべて同一である． 

地盤の振動波形の包絡線は，列車の通過の開始に伴い振幅が漸増し，通過中は概ね一定の

振幅を示し，列車の通過後は漸減するという略台形の形状を示している．橋脚においては，

列車一方橋脚の振動の包絡線の形状は橋脚ごとに大きく異なっている．橋脚 A60 では，列

車通過中の振幅が途中から増大している．橋脚 A70 は全般的に振幅が小さく，通過中の振

幅の増大が見られない．橋脚 A80 は地盤の振動と同様に包絡線は略台形状を示している．

但し，台形の上辺に当たる辺の長さが，地盤振動に比べると短い．橋脚 A90 の包絡線は橋

脚 A60と概ね同一の形状を示している． 

図３-２３に地盤の Z方向振動と橋脚の Z方向振動方向について同様の整理をした結果を
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示す． 

 

図３-２３ 地盤の振動と橋脚の Z方向の振動の比較（３次の卓越振動数） 

橋脚振動の包絡線の形状はいずれも略台形を示しており，列車走行による位相差の発生

が明確に確認できる．地盤の振動が増加する時刻は A80 橋脚の振動が増加しはじめる時刻

と概ね一致している．一方，地盤の振動が減少する時刻は，A90橋脚の振動が減少する時刻

に近い．このことは地盤の振動は，単一の橋脚からの振動だけではなく，複数の橋脚から伝

播する振動の影響を受けていることを示唆している． 
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３‐３‐４ 地盤振動に影響を及ぼす橋脚の数および振動成分 

 橋脚と地表面の振動を比較した結果より，地表面の振動は，複数の橋脚から伝播する振動

の影響を受けていることが示唆された．また，地表面の鉛直振動に対して，橋脚の水平方向

の振動が影響していることが考えられる．本項では A 地区で計測された地表面の鉛直加速

度振幅を目的変数とし，４基の橋脚の各振動方向の加速度振幅を説明変数とした重回帰分

析を行い，各橋脚の各成分の振幅が地表面の鉛直振動へ及ぼす影響度の定量化を試みる． 

 図３-２４に 3 次の卓越振動数を中心としたバンドパスフィルタ適用後の加速度時刻歴波

形に対し，時定数 0.63の時間重み付け特性を考慮した実効値を計算した結果を示す． 

 

図３-２４ 実効値の時刻歴波形 

時間重み付け特性の影響により，実効値の減少過程は振幅の包絡線を正しく表現してい

ない．そこで，同図に示すデータのうち，地盤の実効値の傾きが最大値を示す時刻（図中赤

色点線で示す）までのデータを回帰分析対象とした．列車速度が 222km/hから 236km/hの

範囲の 12本の計測データについて同様の処理を行い分析した． 

重回帰分析の説明変数とするデータの組み合わせを表 ３－２に示す． 
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表 ３－２ 検討ケースと考慮する橋脚振動 

 A60 A70 A80 A90 

 ｘ ｙ ｚ ｘ ｙ ｚ ｘ ｙ ｚ ｘ ｙ ｚ 

Case1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Case2    ○ ○ ○ ○ ○ ○    

Case3 ○  ○ ○  ○ ○  ○ ○  ○ 

Case4    ○  ○ ○  ○    

Case5   ○   ○   ○   ○ 

Case6      ○   ○    

Case7 〇   〇   〇   〇   

Case8  〇   〇   〇   〇  

 

 

図３-２５ 実測値と回帰値の比較 
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図３-２６ 自由度調整済決定係数 

図３-２５に実測値と回帰式で計算した計算値の比較を示す．また，図３-２６に自由度調

整済決定係数を示す．実測値を最も精度よく表現できているのは，4橋脚の直交３成分の振

動を説明変数とした Case１である．次に精度がよいのは 4橋脚の Z方向と X方向の振動を

説明変数とした Case3である．考慮する振動成分が X方向のみである Case7についても自

由度調整済み決定係数の値が大きいが，一部の列車おいて，実測値と計算値の乖離がみられ

る．考慮する振動成分が Z 成分の Case5 と Y 成分の Case8 と考慮する橋脚の数が 2 基で

ある Case6 の場合は，全般的に実測値と計算値の差が目立つ結果となった．これらの結果

は，地表面の鉛直振動に及ぼす橋脚の振動成分は，X成分と Z成分の影響が大きく，Y成分

の影響は小さいことを示している． 

 

図３-２７ 正規化された偏回帰係数 

図３-２７に Case1 から Case３で用いた各説明変数に対する偏回帰係数を示す．得られ

た偏回帰係数の最大値で除すことにより正規化を行っている．地表面計測点に近い A70 と

A80橋脚の偏回帰係数より A90橋脚の偏回帰係数が大きい傾向が見られる．また，A70橋

脚や A60 橋脚では偏回帰係数が負の値を示している．これは位相差による干渉の影響によ
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るものと考えられる． 

 

３‐４ まとめ 

列車通過時の橋脚周辺の地表面の振動について，橋脚と地表面の同時測定結果に基づき

振動伝播特性の検討を行った結果，以下のことが明らかになった． 

列車振動時の地表面の鉛直振動は，基本振動数の 3 倍のピーク振動数となる 7.5Hz から

9Hz での振幅が大きい．基本振動数の 3 倍のピーク振動数に着目し，地表面の鉛直振動レ

ベルを目的変数とし，橋脚の各成分の振動レベルを説明変数とした重回帰分析を説明変数

の数を種々に変化させて実施した．その結果，4基の橋脚の鉛直振動と線路方向振動を説明

変数とした場合の回帰式が，地表面の鉛直振動を最も精度よく評価することを明らかにし

た．このことは，地表面の鉛直振動には，橋脚の鉛直方向振動だけではなく，線路方向水平

振動が影響していることを示している． 
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第４章 橋脚の回転挙動 

４‐１ はじめに 

2 章で橋脚の地表面近傍部の振動は，鉛直方向成分と橋軸方向成分が卓越していることを

明らかにした．また，3 章では橋脚周辺の地表面振動の鉛直成分に着目し，橋脚振動の各成

分を説明変数，地表面振動を目的変数とする重回帰分析を実施した．説明変数として考慮す

る橋脚の数や，振動成分を変化させて検討を行った結果，着目地点の周辺 4 橋脚の鉛直成

分と線路方向水平成分を説明変数とすることで、地表面の振動を概ね再現できることが明

らかになった．この結果は，橋脚の線路方向振動が周辺地表面の鉛直振動に影響を及ぼして

いることを示す． 

 

図４-１ 橋脚の振動モード 

 

橋脚の振動モードは x 軸、ｙ軸およびｚ軸を基準とすると、図４-１に示す 6 種類で表す

ことができる。これらの 6 種類の振動モードのうち、橋脚基部の線路振動応答の原因とな

るものは x 方向の並進と y 軸周りの回転挙動の 2 種類が考えられる。図４-２にｙ軸まわり 

 

 

図４-２ 橋脚の線路方向の回転 

  

の橋脚の回転挙動すなわち線路方向の回転が生じている状況を示す。この場合、フーチング
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部の振動の鉛直成分は線路方向の位置により異なり、回転中心から離れるほど振幅が大き

くなる．橋脚のフーチング部は地中部に存在するため、フーチング部の加速度振幅分布の正

確な把握は困難である．しかし、フーチング部は橋脚と地盤の接触面の大部分を占めており、

橋脚周辺の地盤振動伝播を明らかにする上で、フーチング部の挙動を明らかにすることは

極めて重要となる。そこで、本章では列車通過時の橋脚の回転挙動を明らかにすることを目

的とする。 

橋脚から地盤に入力される振動の鉛直振動は、橋脚の並進挙動に起因する鉛直成分と、回

転挙動に起因する鉛直成分の合成応答と考えられる。前述したとおり、回転に起因する鉛直

成分の正確な把握は困難である。しかし、地盤振動は振動レベルとして対数スケールで評価

される。したがって、並進に起因する成分に対する回転に起因する成分の割合や、フーチン

グ部の振幅分布の概形さえ把握できれば、橋脚周辺の地盤振動を評価するうえでの橋脚の

回転挙動の把握として十分である。そこで、橋脚の回転挙動の把握を目的とした計測を実施

した。 

橋脚に回転挙動をもたらす外力としては，桁からの支点反力が考えられることから，桁端

部と橋脚上部の加速度の同時測定を実施した．また，列車通過時の橋脚柱部の変形状況を明

らかにするために，柱部の複数の点での加速度測定を実施した． 

さらに、橋脚のフーチング部は地盤に対し十分剛であるとみなせる。前記の計測結果に基

づき明らかにした橋脚の柱部の加速度分布から橋脚の変形状況を推定する手法について検

討を行い、フーチング部の振幅分布の推定を試みた結果について述べる。 

 

４‐２ 桁及び橋脚の振動加速度測定 

４‐２‐１ 測定対象橋脚および測定機器 

 

図４-３ 測定対象橋脚 
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図４-４ 橋脚形状と加速度センサー取り付け位置 

 

図４-３に測定対象構造物を示す．測定対象橋脚は A 地区の橋脚 A70 と A80 と、当該橋

脚に隣接した桁である．図４-４に加速度センサーの設置位置を示す． 

橋脚上には 4 基の加速度センサーを取り付けた。橋軸方向の橋脚の回転挙動を把握する

ため，下り線側の柱部の上部（点 T）と下部（点 D）に加速度センサーを取付けた．また，

橋軸直角方向の回転および鉛直軸周りのねじりの影響を把握するために点 D に加えて上り

線側の柱部の下部（点 U）にも加速度センサーを設置した．点 T は橋脚の天端（橋脚 A70

の場合は，RC 巻き補強部の上端）から 5cm 下がりの位置に設置した。点 D は上下間の加

速度センサー間隔が 5.9m となる位置に設置した。設置面は A70 と A80 の向かい合う線路

方向の面とし、水平方向位置は柱の軸線位置に合わせた．また，２章で報告した測定データ

との整合性を図ることを目的とし，橋脚下部については下り線側の橋軸直角方向の面(点 M)

にも加速度センサーを設置した． 

支点反力を明らかにすることを目的として、測定対象の橋脚に近接する桁端部に加速度

センサーをしている。点 G１は起点側の桁の端部、点 G２は終点側の桁の端部である。点 G

１および点 G２水平方向の位置は点 T と同一である。 

測定には建診技術研究所社製のMEMS 型 3 成分加速度センサーJRC-VM03を使用した。 

 

４‐２‐２ 橋脚の相対加速度 

２章では，列車通過時の橋脚柱部の併進成分はx方向およびz方向の二方向の成分が卓越

していることを明らかにした．４-１節で述べた通り、橋脚は振動モードには回転挙動も含

まれる． 
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図４-５ 橋脚基部の振動 

 

図４-５(a)に橋脚 A70 の点 M における各成分の加速度振幅を示す．縦軸は正規化した振動

加速度レベル，横軸を対数軸の振動数で散布図として表示した．卓越振動数の次数，振動方

向および列車速度と振動加速度レベルの関係傾向を把握するため，振動数と振動加速度レ

ベルの関係を線形近似して，その直線も重ねて描いた．振動加速度レベルに対しては，橋脚

間の比較を容易にすることを目的とし，一次の卓越振動数の鉛直方向成分の近似直線にお

いて 270km/h の速度で 0dB となるように正規化を行った．図４-５(a)は高次の卓越振動数

の領域で打点が密集し，変化の傾向や値のばらつきが把握しにくい．そこで，図４-５(b)に

示すように，各次数の卓越振動数毎に速度と振幅の変化の関係を整理した．横軸は次数と速

度を表しており，次数に応じて打点領域を変化させた．補助目盛線の 1 目盛り（div）は

40km/h の速度変化を表す．測定対象列車の走行速度が約 220～270km/h であったことか

ら，各次数において，中央の補助目盛線の位置が 240km/h となるように示した．図４-５(c)

および図４-５(d)は橋脚 A80 の測定値を同様に示したものである． 

卓越振動数の次数による振幅の大小に着目すると，いずれの橋脚においても，5 次と 15

次の振幅が小さく，その中間の 3 次や 10 次の振幅が大きい．この現象は既往の研究でも確

認されており，軸の繰り返し効果の影響と考えられている． 
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速度の増加に伴う振幅の増減傾向に着目する．近似直線の傾きは卓越振動数の次数によ

り異なる．特に 4 次の卓越振動数で顕著であるが，同次数であっても振動方向により増減

の傾向が異なる場合が確認された． 

卓越する振動成分は卓越振動数の次数や速度により異なる．ただし，x 成分か z 成分のど

ちらかが卓越成分となる場合がほとんどで，y 成分が卓越することは稀である．他の次数に

比べ振幅が大きい 3 次および 10 次の卓越振動数に関しては，多くの場合で z 成分が卓越す

る．ｙ成分の振幅は最小となることが多い．これは，振動測定地点が直線区間に位置するこ

とから，車両から軌道直交方向のｙ方向に作用する力が小さいことによる． 

 橋脚の回転挙動を把握するために，2 箇所で測定された加速度から相対加速度を計算し，

その影響を評価した．x 方向の回転（y 軸周りの回転）は点 T と点 D の x 成分から，y 方向

の回転（x 軸周りの回転）は点 U と点 D の z 成分から，z 軸周りの回転は点 U と点 D の x  

 

図４-６ 橋脚の 2 点間の相対加速度 

成分からそれぞれ相対加速度を求めた．図４-６に振動数および列車速度と加速度レベルの

関係を示す．縦軸は図４-５と同様，鉛直併進成分の近似直線において列車速度 270km/h の

振動加速度レベルが 0dB となるように正規化した． 

多くの卓越振動数において橋脚は x 方向に回転している．これは，図４-６より点 T およ

び点 D の 2 点間の相対加速度 LATx-LADxが最大値となることからわかる．例外として 5 次
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や 15 次の振動数帯域では，点 U および点 D の 2 点間の相対加速度 LAUz-LADzが最大値で

あることから，y 方向の回転が卓越している．ただし，この振動数帯域は他の振動数帯域よ

りも振幅が小さいため，全体的な挙動に及ぼす影響は些少である． 

なお，相対加速度の大きさは対象とする 2 点間の離隔に影響される．点 T と点 D 間の離

隔は点 U と点 D 間の離隔より長い．その影響は加速度レベルで約 1.4dB の違いに相当す

る．それでも，橋脚の回転挙動は x 方向の回転が支配的である．この傾向は橋脚 A70 およ

び橋脚 A80 の両方で確認できる．  

図４-６には比較のため，点 M における x 成分の加速度レベル LAMx（図４-５に示したも

のを再掲）も併せて示している．LATx-LADxと LAMxを比較すると２つの値の差は振動数に

より異なる．たとえば橋脚 A70 の 3 次の卓越振動数に着目すると，LATx-LADx と LAMx の

差は 0dB から 10dB までの範囲であるのに対し，7 次の卓越振動においては 16dB から

20dB の差となっている．このことから，橋脚上部および下部の振動の振幅比や位相差は振

動数に依存することがわかる． 

図４-５および図４-６に示す打点の分布形状に着目すると，橋脚 A70 と橋脚 A80 は概ね

同様である．規則的な軸配置の影響により，5 次および 15 次の応答が小さくなることの影

響と考えられる．しかし，列車速度と振動レベルの線形近似直線を比較すると両者の傾きは

異なる． 

図４-５において最大の振幅となる 3 次の卓越振動数で z 方向の応答に着目すると，振動

加速度レベルの最大値と最小値の差は橋脚Ａ70 においては約 9dB，橋脚 A80 では約 17dB

となっている．また，近似直線の傾きは橋脚Ａ70 ではすべての成分が正の傾きであるのに

対して橋脚 A80 ではｘ成分が負の傾き，y 成分と z 成分は正の傾きである． 

図４-６において，3 次および 7 次の卓越振動数の LATx-LADx （x 方向の回転の影響を示

す）に着目する．橋脚 A70 は近似直線の傾きが大きく，列車速度が増加すると橋脚の振動

挙動が著しく変化する．一方，橋脚 A80 の近似曲線の傾きは小さく，振動加速度レベルの

変化は少ない． 

これらの違いは，基礎構造の違いや耐震補強の有無の影響が現れていると考えられる． 
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４‐２‐３ 桁支点反力の影響 

橋脚の線路方向の回転が生じる要因の一つとして桁支点反力影響が考えられる． 桁支点

反力は図 ４-７に示すように，起点方と終点方のそれぞれの支点から鉛直方向と水平方向に

橋脚上部に作用する．橋脚柱部を棒部材としてモデル化すると，桁からは橋軸方向の水平力

P_x と y 軸周りの曲げモーメント M が天端部に作用する．図４-８に橋脚柱部の曲げモーメ

ント分布を模式的に示す．柱部の曲げモーメント分布は橋脚天端部が曲げモーメント M 

 

図 ４-７ 桁支点反力 

  

図４-８ 支点反力による曲げモーメント分布 

 

で橋脚基部の曲げモーメントが (M+Px l)である台形分布となる．列車走行に伴って桁に載

荷される列車荷重は，橋脚上の点 S1および点 S2に設置されたゴム支承を通して柱部へ伝達

される．支点反力の向きを図 ４-７に示す通り定義すると，P_x および M はそれぞれ式

(４-１)および式(４-２) で表される． 

 

Px=R1x+R2x (４-１) 

𝑀 =
s

2
(𝑅2z − 𝑅1z) (４-２) 

 

ここで，列車通過時の支点反力変化を別途実施した加速度測定結果に基づき明らかにす

る．加速度測定点は図４-８に示す橋脚に隣接する桁の裏面となる点G1と点G2および橋脚天

端部の点 Tの 3点である． 

支点から橋脚に作用する力は桁と橋脚の間の相対変位に比例する．終点方への作用を正

と

す

れ

ば

，

起
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𝑅1x と終点方からの水平力𝑅2x はそれぞれ式𝑹𝟏𝒙=𝐤𝐱(𝜹𝐆𝟏𝐱−𝜹𝐓𝐱) (４ -３ )および式

𝑹𝟐𝒙 = 𝐤𝐱(𝜹𝐆𝟐𝐱 − 𝜹𝐓𝐱) (４-４)で与えられる． 

 

 𝑹𝟏𝒙 = 𝐤𝐱(𝜹𝐆𝟏𝐱 − 𝜹𝐓𝐱) (４-３)  

 

 𝑹𝟐𝒙 = 𝐤𝐱(𝜹𝐆𝟐𝐱 − 𝜹𝐓𝐱) (４-４)  

 

ここで，δG1xは点G1の橋軸方向の変位，δG2xは点G2の橋軸方向の変位，δTxは点 T の橋軸方

向の変位，kxはゴム支承の水平方向バネ定数である．橋脚天端に作用する水平力𝑃xは２つの

支点に作用する水平力の合力となるので，式(4-1)に式(4-3)と式(4-4)を代入し，式(4-5)の通

りとなる． 

 

 𝑷𝒙 = 𝐤𝐱(𝜹𝐆𝟐𝐱 + 𝜹𝐆𝟏𝐱 − 𝟐𝜹𝐓𝐱) (４-５)  

 

また，同様の考え方で，モーメント M は式(4-6)で与えられる． 

 

𝑴 =
𝒔

𝟐
𝒌𝒛(𝜹𝐆𝟐𝐳 − 𝜹𝐆𝟏𝐳) (４-６) 

 

ここで，sは点G1および点G2間の距離，δG1zは点G1の鉛直方向の変位，δG2zは点G2の鉛直方

向の変位，kzはゴム支承の鉛直方向バネ定数である． 

 

ゴム支承のバネ定数は鉛直方向が水平方向に比べ大きい．鉄道構造物等設計標準・同解説

（コンクリート構造物）[1]に基づき算定すると，kzはkxの 316 倍となる． 

角振動数をωとすると，加速度振幅 A と変位振幅𝛿の間には式(4-7)の関係が成り立つ．こ

れらの関係より， 𝑃xおよび𝑀はそれぞれ式(4-8)および式(4-9)のように，加速度振幅で表せ

る． 

 

𝛅 = −
𝑨

𝝎𝟐
 (４-７) 

 

𝑷𝐱 = −
𝒌𝐱

𝝎𝟐
(𝑨𝐆𝟐𝐱 + 𝑨𝐆𝟏𝐱 − 𝟐𝑨𝐓𝐱) (４-８) 

   

ここで𝐴G2xは点 G2 の橋軸方向の加速度，𝐴G1xは点 G1 の橋軸方向の加速度，𝐴Txは点 T の

橋軸方向の加速度である． 
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𝑀 = −
316𝑠𝑘𝑥

2𝜔2
(𝐴𝐺2𝑧 − 𝐴𝐺1𝑧) (４-９) 

ここで，𝐴G2zは点 G2の鉛直方向の加速度，𝐴G1zは点 G1の鉛直方向の加速度である． 

列車通過時における橋脚天端部の曲げモーメント𝑀および橋脚基部の曲げモーメント

 (𝑀 + 𝑃x𝑙)について，位相差と振幅の比を把握するため，それぞれに
𝜔2

𝑘x
を乗じた補正曲げモ

ーメントを計算した．図４-９にそれらの時刻歴波形を示す．測定対象は速度 271 ㎞/h の 10

両編成下り列車であり，対象振動数となる 3 次の卓越振動数を中心振動数としたバンドパ

スフィルタ処理を施している．なお，同図の波形は橋脚毎に測定日が異なるため同一列車の

データではない．橋脚A70および橋脚A80のいずれにおいても，両者の位相はほぼ等しい．

振幅の差が最も大きなピークに着目すると，𝑀に対する(𝑀 + 𝑃x𝑙)の比は橋脚 A70 で約 0.6，

橋脚 A80 で約 0.9 である．これより水平力𝑃xの影響は比較的小さいと判断できる．したが

って，橋脚柱部の曲げモーメントは，支点反力により生じるモーメント M が高さ方向に一

定に分布するとして取り扱う． 

 

図４-９ 補正曲げモーメント 

  



第４章 橋脚の回転挙動 

 ４-１０ 

４‐３ フーチング部の鉛直振動の振幅分布の推定 

 

図４-１０ 橋脚の橋軸方向挙動 

列車走行によって橋脚は併進方向の振動に加えて橋軸方向に回転振動を生じる．この回

転挙動を分析するために，回転振動による橋脚変形の概念図を図―8に示す．橋脚がフーチ

ングの下面中央部の点 O を中心に橋軸方向に回転をすれば，振動による回転量は微小であ

るので，点 T と点 B の間の平均回転角θTBは橋脚の剛体回転による回転角θrと柱部の曲げ

変形に伴う回転角θbTBの和とみなせる． 

 

 θTB=θr+θbTB (４-１０)  

 

また，橋脚柱部とフーチングは剛結と考えることができるので，微小な振動に対してフーチ

ングは剛体運動すると仮定すれば，フーチングの回転角は橋脚の剛体回転による回転角θrと

同じになる． 

地盤に対する加振源としての橋脚の挙動を考える場合には，フーチング下面の振動を明

らかにすることが重要となる．そこで，点 T，点 D および点 M の３点に設置された加速度

センサーの計測値からθrを算出し，フーチング下面の点 F，点 O および点 R の振動を推定

するモデルを構築する． 

 

 

 

図４-１１ 計測値から求めた回転角と剛体回転角θr の関係 
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点T,点D,および点Mの 3 点に設置された加速度センサーの計測値からθrを求める．図４-１

１に概念図を示す．点Tおよび点Dで測定された加速度を 2 階積分することにより，点Tおよ

び点Dの変位のx成分が求まる．それらをδTxおよびδDxとする．柱の基部である点Bから点D

および点Tまでの高さをそれぞれ h1と h2とすれば，点Tと点Dの間の平均部材角𝜃TDが式(4-

11)により得られる． 

θTD=
δTx-δDx

h2-h1
 (４-１１) 

 

図４-１２ 曲げモーメントにより生じる柱部の変形 

 

同様に，点Dおよび点Mで測定されたz成分より，点Mにおける回転角𝜃Mが次式で求まる． 

 

θM=
δMz-δDz

0.5d
 (４-１２) 

これらの回転角のうち，曲げ変形に起因するものを𝜃bTDおよび𝜃bMとすると，𝜃TDおよび𝜃M

は式(4-13)および式(4-14)でそれぞれ与えられる． 

 

 θTD=θbTD+θr (４-１３)  

 

 θM=θbM+θr (４-１４)  

 

柱部の曲げモーメント分布が一定とした場合，曲げに起因する部材角𝜃bMと𝜃bTDは比例関係

となる．比例定数を ζとし θbM＝ζθbTDとすると，式(4-14)は式(4-15)のようになる． 

 

 θM=ζθbTD+θr (４-１５)  

 

式(4-13)と式(4-15)の連立方程式を解くことにより式(4-16)が得られる． 

θr=
-ζθTD+θM

1-ζ
 (４-１６) 
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次に ζ の独立性について考える．図４-１２に示すように，橋脚の天端部に回転モーメン

ト𝑀が作用すると，柱の根元からの高さがℎの位置における橋軸方向の変位𝛿bhxと部材角𝜃bh

はそれぞれ式(4-17)および式(4-18)で与えられる． 

δbhx=-
Mh

2

2EI
  (４-１７) 

 

θbh=-
Mh

EI
  (４-１８) 

 

ここに，E は柱部の弾性係数，I は柱部の断面２次モーメントである． 

点 T における曲げ変位を𝛿bTx，点Dでの曲げ変位を𝛿bDxとすると，式(4-17)および式(4-

18)より𝜃bTDと𝜃bMはそれぞれ式(4-19)と式(4-20)となる．𝜃bTDと𝜃bM はともにℎ1，ℎ2および
𝑀

𝐸𝐼
で表せる． 

 

       𝜃bTD =
1

ℎ2 − ℎ1

(𝛿𝑏T𝑥 − 𝛿𝑏D𝑥)

       = −
𝑀

2𝐸𝐼
(ℎ2 + ℎ1)

 

(４-１９) 

 

𝜃bM = −
𝑀ℎ1

𝐸𝐼
 (４-２０) 

ζは式(4-20)を式(4-19)で除した式(4-21)で求まる．M/EI は消去され，ζは定数値であるℎ1お

よびℎ2により一意に定まる． 

ζ =
2ℎ1

ℎ2 + ℎ1
  (４-２１) 

以上のように部材角𝜃rは実測値から得られた相対変位のみを用いた計算で得られる．よって，

点 Oに変位が生じている場合も同様の方法で橋脚の部材角𝜃rが求まる．  

 

図４-１３ 計測値から求められる回転角と橋脚の剛体回転角θ
r
の関係 
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部材角𝜃rが定まれば，フーチング下面部の変位が推定できる．図４-１３にフーチングに

生じる変形の概念図を示す．フーチング底面の中心位置を点 O，起点方と終点方の端部をそ

れぞれ点 F および点 R とし，点 M からそれぞれの点の相対変位を求める． 

点Bと点Mの間の平均部材角𝜃MBは，剛体回転に起因する部材角𝜃rと柱部の曲げに起因す

る𝜃bMBの二つに分けて考えることができる． 

 

 θMB=θbMB+θr  (４-２２) 

 

比例定数ηを𝜃bMB = η𝜃𝑏TDとして定義すると𝜃bMBは𝜃rおよび𝜃TDを用いて式(4-23)のように

なる． 

 

 θbMB=η(θTD-θr)  (４-２３) 

 

また，式(19)の関係より，θbMBは式(4-24)のように表せる． 

 

𝜃bMB =
𝛿𝑏T𝑥

ℎ1

       = −
𝑀ℎ1

2𝐸𝐼

 (４-２４) 

 

ηは式(4-24)を式(4-19)で除すことにより，式(4-25)のとおりに定まる． 

η=
ℎ1

ℎ2 + ℎ1
  (４-２５) 

 

𝜃MBより点Mおよび点B間のx方向の相対変位𝛿MBxは式(4-26)から求まる． 

 

 δMBx≈h1θMB  (４-２６) 

 

フーチング部の運動は剛体運動であると仮定すると，点Bおよび点O間の相対変位𝛿BOxは

式(4-27)で表せる．  

 

 δBOx≈tθr  (４-２７) 

 

したがって，点Mおよび点O間の相対変位のｘ成分𝛿MOxは式(4-28)の通りとなる． 

 

 δMOx≈δMBx+δBOx  (４-２８) 
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同様に考えて，点Fと点Oならびに点Rと点Oの間の相対変位のｚ成分はそれぞれ式(4-29)

および式(4-30)で表せる． 

 

 δOFz≈-
w

2
θr  (４-２９) 

 

 δORz≈
w

2
θr  (４-３０) 

 

点Mの変位のz成分を𝛿Mz，x成分を𝛿Mxとする．鉛直方向の同一軸線上にある点Mと点Oの

鉛直変位をそれぞれ𝛿Mzと𝛿Ozとする．両者は回転が微小であるため同一とみなせる．したが

って，点Oの橋軸変位𝛿Ox，点Fの鉛直変位𝛿Fzおよび点Rの鉛直変位𝛿Rzはそれぞれ式(4-31)，

式(4-32)および式(4-33)により求まる． 

 

 δOx=δMx+δMOx  (４-３１) 

 

 δFz=δMz+δOFz  (４-３２) 

 

 δRz=δMz+δORz  (４-３３) 

 

式(4-31)，式(4-32)および式(4-33)を２階微分することにより橋脚下面の加速度が導出さ

れる． 

 

 

 

 

図４-１４橋軸方向の加速度振幅分布 
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図４-１５ 鉛直方向の加速度振幅分布 

 

橋脚のｘ方向の変形挙動を明らかにするため，図４-１４に橋脚の中心軸上の点T’，点M，

点B，および点Oにおける加速度のｘ方向の振幅分布を0.007秒間隔で示す．横軸は加速度，

縦軸は各点の高さを示す．点T’，点M，点B，および点Oの位置には加速度センサーは取り

付けられていない．そこで点 T’の加速度は，𝜃rと𝜃bTBが共に微小であることより，点Tの加

速度と同一と見なした．点Bおよび点Oの加速度は，変位𝛿Bxおよび𝛿Oxを２階微分すること

で得られた．同図では 𝜃rの両振幅が最大となる周期を16分割し，同一時刻の振幅を直線で

結ぶことで振幅分布概形を示す．青線は𝜃r = 0となる時刻の振幅分布を，赤線は𝜃rの絶対値

が最大となる時刻の振幅分布である．フーチング下面の点Oの振幅は回転の影響により点M

の振幅よりも大きくなる．点Oの振幅は橋脚A70では点Mの約2.9倍を，橋脚A80では点Mの

約3.9倍を示す． 

図４-１５にｚ方向の変形挙動を明らかにするため，フーチング下面における鉛直加速度

のｚ方向の振幅分布を示す．同図は点F，点Oおよび点Rの加速度のｚ成分に基づく．これら

の加速度は，変位δFz，δOzおよびδRzを２階微分して求めた．同図の横軸が各点の橋軸方向の

位置，縦軸が加速度である．点Fおよび点Rの振幅は回転の影響により点Oとは異なる値を

示す．橋脚A70の場合は，θrが0となる時刻に，点Oの鉛直加速度が最大あるいは最小となる．

点Fと点Rの振幅は差が小さく，点Oの振幅の約5.6倍である．橋脚A80では，θrが最大ある

いは最小となる時刻に，点Oの振幅もそれぞれ最大あるいは最小となる．そのため，点Fと

点Rの振幅は差が大きく，点Oの振幅に対する振幅の倍率は点Fが約2倍，点Rが約0.2倍であ

る． 

以上の結果より，列車走行に起因する橋脚の回転挙動に伴い，フーチング下面部は地表面

近傍とは異なる振動を示すことが明らかになった．したがって，列車走行に起因する橋脚か

ら周囲の地盤への振動伝播を計算する場合は，橋脚の回転挙動の影響を適切に考慮する必

要がある． 

 

橋軸方向位置 橋軸方向位置

 
 
 

 R

O O
 

R
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４‐４ まとめ 

本章では，列車通過時の桁の回転挙動について検討を行った，第 2 章および第 3 章で，

橋脚の線路方向水平振動が，地表面の鉛直振動に及ぼす影響が大きいことが判明したこと

に伴い，線路方向水平振動の性状をより詳細に把握するために実施したものである． 

橋脚の線路方向に水平振動を生じさせる外力としては，隣接桁を支持する支承部からの

反力が想定される．支承を挟み，桁側と橋脚側の 2 点に加速度計を設置し 2 点間の相対加

速度から，支点反力を算出し，橋脚柱部の曲げモーメント分布が高さ方向に一定として近似

できることを明らかにした． 

また，鉛直方向と線路方向に離隔を持つように設置した 3 点の加速度計の相対加速度か

ら，橋脚は線路直角方向水平軸周りに回転（ロッキング）していることを示した．さらに，

3 点の加速度計測値から，橋脚柱部の曲げ変形成分と剛体回転成分を分離する方法について

提案した．橋脚の剛体回転により，橋脚フーチング部の振動の鉛直成分は，線路方向位置に

より異なり，端部の振幅は最大で中心部の約 3.9 倍となる場合があることを示した． 

 

 

参考文献 

[1] 鉄道総合技術研究所,”鉄道構造物等設計標準・同解説 コンクリート構造物”，pp.406-

409, 2004 
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第５章 橋脚から地表面に伝播する地盤振動の計算モデルの提案 

５‐１ 計算モデルの検討 

 ある路線の高速化を検討する場合，高速化対象区間について網羅的に地盤振動増加の検

討が必要となる．また，速度と地盤の振動レベルの関係は必ずしも単調に増加するわけでは

ないため，列車速度についても一定間隔での設定が必要となる．計算量が膨大となるため，

橋脚周辺の地表面の計算モデルはなるべく簡便なものであることが望ましい． 

橋脚周辺のある着目点の地盤振動は周辺の複数の橋脚の振動の影響を受けていると考え

られる．このような場合，着目点周辺の複数の橋脚を含む広範囲をモデル化し計算する手法

も考えられるが，モデルが大規模となることにより，モデル作成や計算に要する時間が増大

することが問題となる．この問題を解決するために，モデル化領域を分割する方法が提案さ

れている．  

 

 図 ５－１ 桁式高架橋周辺の地盤振動計算モデル 

 

図に示すように，振動計算地点の周辺の各橋脚からの振動伝播を別々に計算し，その結果

を合成する手法が提案されている[1][2]．１章で述べた通り，環境振動の伝播により生じる

地盤のひずみは小さく，地盤は線形粘弾性体として取り扱うことができる．したがって，各

橋脚からの振動を合成する方法の適用が可能である．また，橋脚形状が同じで，地盤が成層

地盤とみなせる場合は解析モデルの流用が可能であることから，計算作業の省力化に非常

に効果がある．そこで，本研究においても，同様の方法を用いることとした． 
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単一の振動源からの振動の距離減衰を表す経験式として bornitz により次式が示されて

いる[3]． 

y = y0 exp{−𝛼(𝑟 − 𝑟0)} (
𝑟

𝑟0
)

−𝑛

 (５-１) 

ここに，y:着目点での鉛直方向の変位振幅 

    y0:基準点での鉛直方向の変位振幅 

    r0:加振点から基準点までの距離 

    r:加振点から着目点までの距離 

    n:幾何減衰係数 

      n=0.5(表面波の場合) 

      n=0.75(表面波と実体波が混在する場合) 

      n=1.0(実体波の場合) 

      n=2.0(地表面を伝播する実体波の場合) 

      α:内部減衰係数 

 

式(５-１)の変位振幅を加速度振幅に変換し，振動加速度レベルで表すと次式になる． 

 

∆L = 10 ⋅ n ⋅ log10 (
𝑟

𝑟0
) + (20 log10 𝑒) ⋅ 𝛼 ⋅ (𝑟 − 𝑟0)

= 10 log10 (
𝑟

𝑟0
)

𝑛

+ 8.68𝛼(𝑟 − 𝑟0)
 

(５-２) 

ここに，∆L:振動加速度レベルの距離減衰値[dB] 

 

式(５-２)は地盤振動の距離減衰式として環境振動の分野でよく使用されている[7]． 

２章および４章で明らかにしたように，列車通過時の桁式高架橋の橋脚挙動は鉛直方向

振動，線路方向水平振動および線路直角方向軸周りの回転挙動が卓越している．この場合，

橋脚から地盤に入力される振動のうち，地表面の振動への影響が大きいものは図 ５－２に

示す通りとなる． 

 

 

図 ５－２ 橋脚から地盤に入力される波動 

橋脚が水平方向に振動する場合，フーチング側面のうち，振動方向と平行な面からは SH 波
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が，法線が振動方向と一致する面からは P 波が入力される．橋脚が鉛直方向に振動する場

合は，フーチング側面からは SV 波が入力される．また，橋脚が回転挙動する場合は，振動

方向と平行な面からは SH 波と SV 波が，法線が振動方向と一致する面からは P 波と SV 波

が入力される．これらの波動のうち，地表面の鉛直応答に影響を及ぼす波動は P 波と SV 波

となる． 

列車走行時の橋脚の振動は，列車速度により鉛直挙動，水平挙動および回転挙動の割合が

変化する．これは，列車速度の変化に伴い，P 波と SV 波の割合も変化することを意味する．

したがって，bornitz の式は，列車速度に応じた，幾何減衰係数や内部減衰係数の設定が必

要となり，速度向上の影響を計算する事例への適用は困難であると考えられる． 

前述の 3 種類の橋脚挙動を考慮できる計算手法として有限要素法による解析が挙げられ

る．特に周波数領域の有限要素解析の適用した場合，橋脚と着目点間の伝達関数をあらかじ

め計算しておくことで，速度や車両の条件に伴う橋脚の変化に伴う応答の変化は，橋脚の振

動とあらかじめ計算された伝達関数を用いて極めて短時間で求めることができる．周波数

応答解析の適用により，時刻歴応答解析と異なり，速度や車両の条件が変化するたびに，有

限要素法による応答計算をすることの回避が可能となる．したがって，周波数応答解析の適

用は速度向上の検討をする場合において極めて有効な方法となる． 

橋脚の振動に伴う周辺地盤への振動伝播は，橋脚を中心に放射状に振動が伝播する．この

現象を 2 次元の有限要素でモデル化することは困難である．厳密にモデル化する場合は 3

次元の有限要素によるモデル化が必要となるが，直交座標系上に 3 次元要素モデルを構築

する場合，多くの要素数が必要となるため，解析時間が長くなる問題が生じる．そこで，橋

脚中心の鉛直方向軸を中心とした，円筒座標系での有限要素によるモデル化（軸対称有限要

素法）の適用を考える．軸対称有限要素法は，軸対称体について，対称性を活用することに

より直交座標系での 3 次元有限要素計算よりも短時間での計算を実現する手法である[4]．

この手法は，軸対称体である大型円筒貯槽の地震時応答特性の解析に用いられている[5][6]．

軸対称体ではない矩形の基礎を有する橋脚にこの手法を用いる場合，やや解析の厳密さが

失われることとなる．しかし，縮小模型実験により円形フーチングと矩形フーチングの周辺

地盤の振動伝達特性を確認した結果より，フーチング形状の違いが，振動レベルに及ぼす影

響は約 0.9dB であるという報告[8]もあり，振動の大きさを振動レベルで評価するうえでは，

その影響は少ないと考えられる． 

以上を踏まえ，本研究では以下の前提条件に基づき計算手法を定式化することとした． 

① 地盤は線形粘弾性体とし，軸対称複素応答解析を適用する． 

② 振動源は橋脚基礎とする．すなわち，高架橋上部工から基礎に伝わる振動は，橋脚基部

における加速度の計測データあるいは他の計算ツールで与えられていることを前提とする． 

③ 基礎の振動モードは次の５つとする．それらは，鉛直振動，線路方向の水平振動，線路

直交方向の水平振動，線路方向軸周りのロッキング振動，ならびに線路直交方向軸周りのロ

ッキング振動である．なお，ロッキング振動の回転軸(原点)はフーチング部の中心を通るも
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のとする． 

④ ある１つの橋脚で発生する振動の加速度波形は，５つの加振モードによって発生する加

速度波形の重ね合わせである． 

⑤ 地盤に設けた振動観測地点の振動レベルは，各振動源から伝播する振動エネルギーの合

成で求めることができるとする．すなわち，振動レベルの合成計算を適用する． 

 

次節以降に，軸対称有限要素法による橋脚振動伝播計算の定式と複数橋脚から伝播する

振動の合成方法について述べる． 

 

５‐２ 軸対称有限要素法を用いた振動伝播の計算 

５‐２‐１ モデル概要 

 

図 ５－３ 軸対称有限要素法による地盤振動の計算の概念図 

 

図 ５－３に軸対称有限要素方向用いた地盤振動の計算モデルの概念図を示す．同図に示

す通り，橋脚平面の中心位置の鉛直方向軸を中心とした円筒状の領域について，円筒座標系

上にモデル化する．鉛直方向の Z 軸，半径方向の R 軸で囲まれる矩形の領域に有限要素を

設け，配置された要素は円周方向に均一であるものとして取り扱う．したがって，本来矩形

である橋脚を円形に近似して取り扱うこととなる．解析モデルへの入力する加振力とその

応答に関する中心軸を基準とした対称性を利用することで，直交座標系上に 3 次元の有限

要素を配置する場合に比べて計算量を大幅に低減することが可能となる． 

  



第５章 橋脚から地表面に伝播する地盤振動の計算モデルの提案 

 ５-５ 

５‐２‐２ 加振方向と展開次数 

軸対称解析において，変位および荷重は周方向θにフーリエ級数展開される．鉛直加振

のような軸対称の運動に対しては展開次数が「０」である．一方，水平加振およびロッキン

グの運動は半径方向の r 軸（θ=０）と直交する軸に対して逆対称になり，展開次数は「１」

となる．したがって，加振方向と着目点の方向によって変位は異なる． 

基礎上面に作用させる鉛直加振の場合は，原点から距離が同じであれば，加速度も同じ

である．一方，水平加振力は２成分，線路方向Ｘと線路直交方向Ｙがある．基礎（フーチン

グ中心）のロッキングは２成分，線路方向軸回りＭｘおよび線路直交方向軸回りＭｙがある． 

半径Ｒの円形基礎を想定し，基礎外周の着目点をＰとすれば，加振力は次のように与え

られる． 

(1)  鉛直加振 

鉛直加振は，図 ５－４に示すように，基礎面を水平に維持した状態で上下に変位させる運

動である．これは軸対称運動であるので，振動の挙動は展開次数「０」で記載できる．着目

地点Ｐの角度をθとし，中心からの距離が同じ（半径方向の座標が同じ）で角度がθ＝0°

の地点における半径方向の加振力をＦr,0 ( = 0)，鉛直方向の加振力をＦz,0とすれば，着目地

点Ｐの加振力Ｆｐ(Fr,p，Fθ,p，Fz,p)は次式で与えられる．なお，鉛直加振であるので基礎に

は水平方向の加振力成分は生じない． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-３) 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-４) 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-５) 

 

 

図 ５－４ 鉛直加振力の分布 

  

, 0r pF 

, ,0 0pF F  

, ,0z p zF F
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(2)  線路方向の水平加振 

水平加振は，図 ５－５に示すように，基礎を逆対称に変位させる運動である．よって，振

動の挙動は展開次数「１」で記載できる．基礎中心から線路方向(ｘ軸)に半径方向のｒ軸（円

周方向の角度θ=0°)をとり，そこから反時計回りで円周方向の座標（角度）を与える．こ

こで，着目地点Ｐの角度をθとし，中心からの距離が同じで角度がθ＝０°の地点における

半径方向の加振力成分をＦr,0 とし，円周方向の角度θ=90°の地点における円周方向の加

振力成分をＦθ,90 すれば，着目地点Ｐの加速度Ｆｐ(Fr,p，Fθ,p，Fz,p)は次式で与えられ

る．ここでは，円形基礎は変形が極めて微小であるから剛体運動すると仮定すれば，Fθ,90 

= -Fr,0 とおける．なお，水平加振であるので基礎面には鉛直方向の加振力成分は生じない． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-６) 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-７) 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-８) 

 

 

図 ５－５ 水平加振時における着目点Ｐの加振力 

  

, ,0 cosr p rF F  

, ,90 ,0sin sinp rF F F       

, 0z pF 
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(3)  線路直交方向の水平加振 

水平加振は逆対称の運動であるので，振動の挙動は展開次数「１」で記述できる．座標を

線路方向加振と同じにとれば，加振方向は線路方向加振を反時計回りに90°回転させた状

態に対応する．ここで，着目地点Ｐの角度をθとし，角度がθ＝90°の地点における半径方

向の加振力成分をＦr,90とし，円周方向の角度θ=180°の地点における円周方向の加振力

成分をＦθ,180すれば，着目地点Ｐ(θ)の加振力Ｆｐ(Fr,p，Fθ,p，Fz,p)は次式で与えら

れる． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-９) 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-１０) 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-１１) 

 

(4)  （d）線路直交方向軸回りのロッキング加振：Ｍｙ 

半径方向のｒ軸（円周方向の角度θ=0°)を，鉛直加振および水平加振と同様に，基礎中

心から線路方向(ｘ軸)にとり，基礎中心を通る線路直交方向（ｘ軸に対する直交軸）にｙ軸

とする．このｙ軸回りのロッキング振動は図 ５－６のように示される．なお，基礎がｙ軸

まわりを回転すれば，わずから水平方向の成分も生じる．しかしながら，基礎の回転角は非

常に小さいことから加振力は鉛直成分のみを扱う．ここで，着目地点Ｐの角度をθとし，中

心からの距離が同じで角度がθ＝０°の地点における半径方向の加振力成分をＦr,0とす

れば，着目地点Ｐの加速度Ｆｐ(Fr,p，Fθ,p，Fz,p)は次式で与えられる． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-１２) 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-１３) 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-１４) 

 

 

 

, ,90 sinr p rF F  

, ,180 ,90cos cosp rF F F       

, ,90 sin 0z p zF F   

, 0r pF 

, ,0 cosz p zF F  

, 0pF 
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図 ５－６ 線路直交方向軸回りのロッキング加振時における着目点Ｐの加振力 

 

(5)  線路方向軸回りのロッキング加振：Ｍｘ 

半径方向のｒ軸（円周方向の角度θ=0°)を，鉛直加振および水平加振と同様に，基礎中

心から線路方向(ｘ軸)にとる．このｘ軸回りのロッキング振動は線路直交方向軸回りの加

振：Ｍｘは，線路直交方向軸回りの加振：Ｍｙを反時計回りに 90°回転させた状態に対応

する．ここで，着目地点Ｐの角度をθとし，角度がθ＝90°の地点における半径方向の加振

力成分をＦr,90 とすれば，着目地点Ｐの加速度Ｆｐ(Fr,p，Fθ,p，Fz,p)は次式で与えられる． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-１５) 

 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-１６) 

 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-１７) 

  

, 0r pF 

, 0pF 

, ,90 sinz p zF F  
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５‐２‐３ 地盤における加速度応答と展開次数  

軸対称解析において，変位および荷重は周方向θにフーリエ級数展開される．フーリエ級

数の直交性により，加振力の周方向の分布が軸対称の場合は，変形の周方向の分布は同様に

軸対称となる．また，加振力の周方向の分布が逆対称の場合は，変形の周方向の分布は同様

に逆対称となる． 

 

(1)  軸対称運動の加速度分布 

軸対称運動の挙動は展開次数「0」で記載できる．着目地点Ｐの角度をθとし，中心（原

点）からの距離が同じで角度がθ＝0°の地点における半径方向の加速度をＡr,0，鉛直方向

の加速度をＡz,0とすれば，着目地点Ｐの加速度Ａｐ(Ar,p，Aθ,p，Az,p)は次式で与えられる． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-１８) 

 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-１９) 

 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-２０) 

 

 

図 ５－７ 軸対称運動における着目点Ｐの加速度 

, ,0r p rA A

, ,0z p zA A

, ,0 0pA A  
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(2)  線路直交方向軸に対して逆対称運動の加速度分布 

線路方向の水平加振および線路直交方向軸回りのロッキング加振は，図 ５－８に示すよ

うに，線路直交方向軸に対して逆対称運動である．この運動の展開次数は「１」で記述でき

る．中心（原点）から線路方向に半径方向の座標をとり，そこから反時計回りで円周方向（角

度）の座標を与える．ここで，着目地点Ｐの角度をθとし，中心からの距離が同じで角度が

θ＝0°の地点における半径方向の加速度をＡr,0 および鉛直方向の加速度をＡz,0 とし，円周

方向の角度θ=90°の地点における円周方向の加速度をＡθ,90 とすれば，着目地点Ｐの加速

度Ａｐ(Ar,p，Aθ,p，Az,p)は次式で与えられる． 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-２１) 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-２２) 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-２３) 

 

 

図 ５－８ 逆対称運動における着目点Ｐの加速度 

 

 

 

Ｐ 
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θ 
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-

, ,0 cosr p rA A  

, ,90 sinpA A   

, ,0 cosz p zA A  
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(3)  線路方向軸に対して逆対称運動の加速度分布 

線路直交方向の水平加振および線路方向軸回りのロッキング加振は，線路直交方向軸に対

して逆対称運動である．対称軸を 90°反時計回りに回転すれば，先の「線路直交方向軸に

対して逆対称運動」の対称軸と一致する．よって，半径方向，円周方向ならびに鉛直方向の

加速度は，式  (５-２１)～式  (５-２３)の角度θをθ＋90°とすれ

ばよい．ここで，着目地点Ｐの角度をθとし，中心点からの距離が同じで角度がθ＝90°の

地点における半径方向の加速度をＡr,90 および鉛直方向の加速度をＡz,90 とし，円周方向の

角度θ=180°の地点における円周方向の加速度をＡθ,180 すれば，着目地点Ｐの加速度Ａｐ

(Ar,p，Aθ,p，Az,p)は次式で与えられる． 

 

ⅰ) 半径(ｒ)方向 

  (５-２４) 

 

ⅱ) 円周(θ)方向 

  (５-２５) 

 

ⅲ) 鉛直(ｚ)方向 

  (５-２６) 

 

５‐２‐４ 測点における加速度波 

５つの加振モードによって発生した地盤振動は一体となって橋脚から離れた地盤の測点

Ｍに伝播する．地盤を線形粘弾性体として仮定しているので，それぞれの加振モードの加速

度波は単純な重ね合わせで合成できる．また，橋脚からの伝播された地盤振動は円筒座標系

で記述されているが，測点Ｍにおいては線路方向（ｘ方向），線路直交方向（ｙ方向）およ

び鉛直方向（ｚ方向）で評価される．そこで，それぞれの加振モードにおける加速度を測点

Ｍの座標系に変換する必要ある． 

全体座標系と測点Ｍを原点とした局所座標系を図 ５－９のように定義する．全体座標系

においては，線路に沿ってＸ座標をとり，その正の方向を列車の進行方向とする．原点は振

動の発生源となる任意の橋脚基礎の中心とする．そしてＹ座標を線路直交方向にとり，正の

方向は右手系で規定する．原点の橋脚と測点Ｍの位置関係は，半径方向がＲで，円周方向の

角度がＸ軸から反時計回りにθとする．また角度ψはＹ軸を基準にした角度である． 

  

, ,90 sinr p rA A  

, ,180 cospA A    

, ,90 sinz p zA A  
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図 ５－９ 全体座標系と測点を原点とした局所座標 
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Ｒ 

橋脚２ 

測点Ｍ 

加振点Ｐ 

１．全体座標系 

原点：ある橋脚の中心（加振点）Ｐ 

Ｘ軸：線路方向（列車の進行方向を正） 

Ｙ軸：線路直交方向（右手系） 

 

２．局所座標系 

原点：着目の測点Ｍ 

ｘ軸：全体座標系のＸ軸に平行 

ｙ軸：全体座標系のＹ軸に平行 

 

３．計測地点における加速度（全体座標系：極座標） 

Ａr：半径方向の加速度 

Ａθ：円周方向の加速度 
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(1)  鉛直加振 

橋脚から伝播される地盤振動の測点Ｍにおける円筒座標系の加速度成分（Ar,Aθ,Az）は数

値計算によって次のように求められたとする． 

 半径方向の加速度： r rA a  (５-２７) 

 円周方向の加速度： 0A   (５-２８) 

 鉛直方向の加速度： z zA a  (５-２９) 

 

この成分を加振源と測点Ｍの位置関係を表す角度θを用いて測点Ｍの局所座標系に変換す

ると，次のようになる． 

ⅰ）ｘ方向 

 

 

 

  (５-３０) 

 

ⅱ）ｙ方向 

 

 

 

  (５-３１) 

 

ⅲ）ｚ方向 

  (５-３２) 
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(2)  線路方向の水平加振 

橋脚から伝播される地盤振動の測点Ｍにおける円筒座標系の加速度成分（Ar,Aθ,Az）は数

値計算によって次のように求められたとする． 

 半径方向の加速度： cosr rA a    (５-３３) 

 円周方向の加速度： sinA a     (５-３４) 

 鉛直方向の加速度： cosz zA a    (５-３５) 

 

この成分を加振源と測点Ｍの位置関係を表す角度θを用いて測点Ｍの局所座標系に変換す

ると，次のようになる． 

ⅰ）ｘ方向 

 

 

 

 

  (５-３６) 

 

 

ⅱ）ｙ方向 

 

 

 

 

  (５-３７) 

 

ⅲ）ｚ方向 

 

  (５-３８) 
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(3)  線路直交方向の水平加振 

橋脚から伝播される地盤振動の測点Ｍにおける円筒座標系の加速度成分（Ar,Aθ,Az）は数

値計算によって次のように求められたとする． 

 

 半径方向の加速度： cos sinr r rA a a      (５-３９) 

 円周方向の加速度： sin cosA a a         (５-４０) 

 鉛直方向の加速度： cos sinz z zA a a      (５-４１) 

 

この成分を加振源と測点Ｍの位置関係を表す角度θを用いて測点Ｍの局所座標系に変換す

ると，次のようになる． 

 

ⅰ）ｘ方向 

 

 

 

 

  (５-４２) 

 

ⅱ）ｙ方向 

 

 

 

 

 

  (５-４３) 

 

 

ⅲ）ｚ方向 

 

  (５-４４) 
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(4)  線路直交方向軸回りのロッキング加振：Ｍｙ 

橋脚から伝播される地盤振動の測点Ｍにおける円筒座標系の加速度成分（Ar,Aθ,Az）は数

値計算によって次のように求められたとする． 

 

 半径方向の加速度： cosr rA a    (５-４５) 

 円周方向の加速度： sinA a     (５-４６) 

 鉛直方向の加速度： cosz zA a    (５-４７) 

 

この成分を加振源と測点Ｍの位置関係を表す角度θを用いて測点Ｍの局所座標系に変換す

ると，次のようになる． 

ⅰ）ｘ方向 

 

 

 

 

  (５-４８) 

 

ⅱ）ｙ方向 

 

 

 

 

 

  (５-４９) 

ⅲ）ｚ方向 
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(5)  線路方向軸回りのロッキング加振：Ｍｘ 

橋脚から伝播される地盤振動の測点Ｍにおける円筒座標系の加速度成分（Ar,Aθ,Az）は数

値計算によって次のように求められたとする． 

 

 半径方向の加速度： cos sinr r rA a a      (５-５１) 

 

 

 円周方向の加速度： sin cosA a a         (５-５２) 

 

 

 鉛直方向の加速度： cos sinz z zA a a      (５-５３) 

 

 

この成分を加振源と測点Ｍの位置関係を表す角度θを用いて測点Ｍの局所座標系に変換す

ると，次のようになる． 

ⅰ）ｘ方向 

 

 

 

 

  (５-５４) 

 

ⅱ）ｙ方向 

 

 

 

 

  (５-５５) 

 

ⅲ）ｚ方向 

 

  (５-５６) 
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(6)  １橋脚から測点に伝播する加速度 

振動源のある１つの橋脚から測点に(a)～(e)の加速度を重ね合わせた波が到達する．この

加速度は次のように表せる． 

 線路方向(ｘ方向)の加速度：
5

,

1

x x i

i

A A


  (５-５７) 

 線路直交方向(ｙ方向)の加速度：
5

,

1

y y i

i

A A


  (５-５８) 

 鉛直方向(ｚ方向)の加速度：
5

,

1

z z i

i

A A


  (５-５９) 

 

５‐２‐５ 基礎形状の違いの影響 

 軸対称有限要素法の適用するにあたり，多くの場合矩形である橋脚のフーチングを円形

で近似することとなる．図 ５－１０に示すように，線路方向幅が Wx，線路直角方向幅が

Wy の矩形基礎を直径 Wy の円形としてモデル化する場合において，基礎中心を原点とした

直交座標系における測定点 M（𝑥M，𝑦M）への振動伝播を考える． 

 

図 ５－１０ 基礎形状による振動伝播の違い 

 図 ５－１０中の太線で示す長さ s の基礎の縁辺から伝播する振動が点 M への振動に影

響を及ぼしていると考える．縁辺の端からの長さがｌの位置にある点 P から点 M に伝播す

る振動の加速度を𝑎M(l)とすると，点 M での加速度は次式で表せる． 

 

 𝐴𝑀 = ∫ 𝑎M(𝑙)𝑑𝑙
𝑙=s

𝑙=0
 (５-６０) 

 

なお，点 P の位置により振動の伝播距離と縁辺の微小区間の法線を振動伝播方向のなす

角が異なる．線分 PM の長さを波数 k，減衰の影響を点 P および点 M の加速度振幅比ζで

表した場合， 𝑎Mは次式の通りとなる． 
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 𝑎M = cos 𝜑 ∙ 𝜁𝐴P sin 2π𝑘 (５-６１) 

 

なおApは橋脚の加振モードに応じて式(5-60)から式(5-64)のとおり示される． 

 

鉛直方向加振の場合の鉛直加速度           ：APZ = 1 (５-６２) 

線路方向水平加振の場合の法線方向水平加速度     ：APx = cos 𝜃 (５-６３) 

線路直角方向加振の場合の法線方向水平加速度     ：APy = sin 𝜃 (５-６４) 

線路直角方向軸周りのロッキング加振の場合の鉛直加速度：APMy =
𝑥P

2W𝑥
 (５-６５) 

線路方向軸周りのロッキング加振の場合の鉛直加速度  ：APMx =
𝑦P

2W𝑦
 (５-６６) 

 

 基礎形状が矩形の場合のAMRと円形の場合のAMCを求め，形状の違いの影響を明らかにす

る． 

 

図５－１１ 基礎形状による干渉の影響 



第５章 橋脚から地表面に伝播する地盤振動の計算モデルの提案 

 ５-２０ 

図５－１１に𝐴MRとAMCおよびAMR/𝐴MCの計算例を示す．同図は振動数と点 M の x 座標

および振幅の関係を示している．Xm が 4.9 近傍の領域や，振動数が 20Hz 以下の帯域で，

基礎が矩形の場合の振幅が円形の場合の応答に比べて大きい． 

 

５‐３ 複数橋脚から伝播する加速度の合成 

 

図５－１２ 複数橋脚からの振動伝播 

 

桁式高架橋周辺のある点における地盤振動は図５－１２に示すように複数の橋脚からの

振動が合成されたものとして考えられる．この場合，各橋脚から着目点に伝播する振動の位

相差が，着目点での合成振動の振幅に影響を及ぼすことが懸念される．そこで，図５－１３

に示す 4 基の橋脚 P１～P４から着目点 M に伝播する振動の位相差による干渉の影響につ

いて検討する．  

 

図５－１３ 基礎形状による干渉の影響 
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時刻 t の橋脚 P１の振動が各振動数をωとして sin(ωt)で表されるとき，橋脚 n 

について 伝播する振動の波長をλ，着目点 M と橋脚ｎの基礎中心までの距離を Lｎとする

と，橋脚 Pn から点 M に伝播する波は式(５-６７)で表される． 

 

 
(５-６７) 

なお，𝜑𝑛は列車走行に起因する位相遅れであり，式(５-６８)で表される． 

𝜑𝑛 = 2𝜋 {(n − 1)
𝐿G

𝐿V
+

𝐿𝑛

𝜆
} (５-６８) 

ここに，LGは桁長を，LVは車両長である． 

 

図５－１３に示す４基の橋脚から点 M に伝播する波の振幅は式(５-６９)のとおりとなる． 

𝐴M = ∑ sin(𝜔𝑡 + 𝜑𝑛)

4

𝑛=1

 (５-６９) 

図５－１４に点 M の座標が y=15，0≦x≦15 の範囲において式(５-６９)に基づき位相差

による干渉の影響を計算した結果を示す．縦軸は波長，横軸は点 M の x 座標を示している．

色の濃淡で位相差の影響を表しており，色が濃くなるほど干渉により振幅が小さくなって

いることを示す． 

 

図５－１４ 基礎形状による干渉の影響 

 

同図からは，波長が短くなるにつれて，干渉による縞模様の間隔が狭くなっていることが

わかる．この影響を正しく評価するためには，伝播する振動の波長を正しく設定する必要が

𝐴G𝑛 = sin(𝜔𝑡 + 𝜑𝑛 ) 
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ある．しかし現実の地盤では，伝播する振動の波長は，伝播経路の位置により細かく異なっ

ており，干渉の影響を正確に計算することは困難であると考える．したがって，複数橋脚か

らの振動を合成する場合，振幅の２乗和として取り扱い，位相差により振動の打ち消しは考

慮しないこととする．この取り扱いにより，地表面の振動が過小に評価されることを防ぐ． 

 

５‐４ まとめ 

本章では軸対称 FEM を活用した橋脚周辺の地盤振動の計算モデルを提案した．第 2 章か

ら第 4 章で明らかにした橋脚の振動挙動に基づき，橋脚の回転，鉛直並進および水平並進

の 3 種類の挙動を再現するための有限要素モデルを示した．軸対称 FEM を用いる場合，本

来矩形である基礎を円形でモデル化する必要が生じる．この影響を，基礎縁辺から着目点ま

での伝播距離の差および振動数と振動伝播速度の関係から定量化する方法について示した．

また，複数橋脚から伝播する振動の位相差による干渉の影響についても検証を行い，橋脚間

隔が 15m の場合，伝播する波長がおおむね 10m 未満となると，振幅を正しく評価するこ

とが困難となることを明らかにした． 
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第６章 地盤振動計算モデルの検証 

６‐１ 検証方法 

本章では，前章で提案した地盤振動計算モデルについて，実測データの再現解析により検

証を行う．再現解析対象は A地区とし，図６-１に示すとおり，連続する４基の橋脚の加速

度から，地表面上の着目点の地盤振動の鉛直応答を計算する． 

 

図６-１ 橋脚と着目点の位置関係 

 

はじめに，軸対称有限要素モデルを用いて橋脚と地表面間の振動伝播の伝達関数を計算

し，単一の橋脚から周辺の地盤への振動伝播の状況を加振モード毎に明らかにする．続いて，

複数の橋脚から着目点へ伝播する地盤振動について，考慮する橋脚の数および加振モード

を変化させて計算する．地盤振動の卓越振動数とその大きさに着目し，計算結果と実測値を

比較することにより実測値を精度よく再現する計算条件を明らかにする． 
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６‐２ 伝達関数の計算 

６‐２‐１ 軸対称有限要素モデル 

図６-２に伝達関数計算のための軸対称有限要素モデルを示す．解析に用いたプログラム

は伊藤忠テクノソリューソンズ社製「Soil plus」である．図６-１に示す 4つの着目点を計

算する場合，基礎中心からの着目点までの距離は最大で約 36mであるが，考慮すべき橋脚

数の影響を検証することを目的として，水平方向のモデル化範囲は基礎中心から 89mとし

た．鉛直方向はせん断弾性波速度が 200m/s以下の領域をモデル化対象とすることとし，深

さ 10.7mまでの範囲をモデル化した． 

 

 

 

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          
 

 

図６-２ 伝達関数計算のための有限要素モデル 

 

速度区分と地盤物性値は表 ６-１および表 ６-２に示すとおりである．要素幅はプログラム

の動作可能範囲で最小となるように，水平方向を 0.2m，鉛直方向を 0.1875～0.180mと設

定した．本モデルで再現可能な最小の波長は，1波長を 8節点以上で表すことを考えた場合

1.4mとなる．最表層のせん断波速度は 50m/sであるため，この場合の振動数は約 36Hzと

なる．振動レベル計に関する JIS基準（JISC1510）で対象としている 1Hzから 80Hzまで

の振動を評価する場合，要素幅をさらに狭くする必要が生じる．しかし，３章で明らかにし

たとおり，Ａ地区での列車走行に起因する地盤振動の卓越振動数は約 8Hz であるため，地

盤振動の卓越振動数およびその大きさの評価する上で適切な要素設定となっている． 
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表 ６-１ 速度区分 

 

表 ６-２ 地盤物性値 

 

 橋脚基礎は線路直角方向の基礎幅がおおむね一致するように，半径 4.8ｍの円形基礎とし

た．検討対象の橋脚は，桁の固定条件の違いにより線路方向の基礎幅が異なるが，全て同一

の形状としてモデル化している．杭については図６-３に示すとおり，矩形上に配置されて

いる杭を最外，中間および最内の 3 種類に分類した上で，円形群杭要素としてモデル化し

た．円形群杭要素は図６-４に示すように円周上に等間隔に配置された梁要素である．分類

毎の杭本数は，表 ６-３に示すとおり，固定支承と可動支承の杭本数の平均値とした．  

 

図６-３ 杭のモデル化 

  



第６章 地盤振動計算モデルの検証 

 ６-４ 

表 ６-３ 杭本数 

 固定支承 可動支承 
平均（解析採

用） 

杭(最内) 16 4 10 

杭(中間) 20 12 16 

杭(最外) 24 20 22 

 

 

図６-４ 円形群杭モデルの概略図 

 

加振モードとして図６-５に示す 3 種類を考慮した．有限要素モデル上の対応する節点に

同図で示した方向への加振力を設定して計算を行い，地表面のすべての節点の鉛直方向加

速度応答値を加振点における伝達関数出力から，各節点及び振幅及び位相差の振動数特性

を求め整理した． 

 

 

図６-５ 加振位置および拘束条件 
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６‐２‐２ 振幅比の可視化 

図６-６から図６-８に振幅比を可視化した結果を示す．振幅比は各節点の鉛直応答に関す

る伝達関数の振幅成分を，加振点における加振方向の振幅で除したものである．横軸は伝播

距離を，縦軸は加振振動数を示している．なお，ここでの伝播距離は軸対称モデルの中心か

ら着目節点までの長さとしている．振幅比の値を色相の変化で表現するカラーマップとし

て示した． 

図６-６は鉛直方向加振時の加速度伝達関数を図化したものである．伝播距離が 4.8m ま

での範囲では振動数にかかわらず，振幅比の値は１を示している．伝播距離が 4.8m以上の

領域での振幅比は加振振動数により異なる．振幅比の変化は約 10Hz を境に大きく 2 種に

大別できる．加振振動数が約 10Hz未満の領域では距離に対する振幅比の減少が大きく，振

動が遠方に伝わっていないことがわかる．加振振動数が 10Hz以上の領域では，全体的な傾

向としては，距離とともに振幅比が減少する傾向を示している．しかし，その過程の中で細

かな増加と減少を繰り返している．前記の細かい増加と減少の間隔は振動数が高くなるに

つれて狭くなっていることがわかる．また，伝播距離がおおむね 4.8〜20mの領域では振幅

比が１以上を示している．すなわち，基礎近傍の地盤は基礎の振動よりも大きな振幅で振動

していることがわかる．基礎近傍の振幅の大きさは，振動数によって異なっており，今回計

算対象として A 地区の地盤では 35Hz から 70Hz の振動数帯域で特に大きな振幅を示して

いる． 

 

図６-６ 加速度伝達関数（鉛直加振） 
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図６-７は水平方向加振時の加速度伝達関数を図化したものである．基礎上の節点となる

伝播距離が 4.8mまでの範囲では振動数にかかわらず，振幅比の値は 0を示している．地盤

上の節点となる伝播距離が 5.0m 以上の領域での応答は加振振動数が 8Hz 付近で極めて大

きく，遠方まで振動が伝わることがわかる．加振振動数が 8Hz 未満の領域での振幅比は伝

播距離の増加とともに急激に減衰している．一方，加振振動数が 8Hz 以上の領域では鉛直

加振の場合と同様に振動を伴いながら減衰している．加振振動数が高くなるにつれて振動

の間隔が狭くなる傾向も鉛直加振の場合と同様である． 

 

 

図６-７ 加速度伝達関数（水平加振） 
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図６-８はロッキング加振時の加速度伝達関数を図化したものである．基礎縁端部を鉛直

方向に加振しているため，基礎上の節点となる伝播距離が 4.8mまでの範囲では伝播距離し

正比例する形で 0 から 1 へと変化している．地盤上の節点となる伝播距離が 5.0m 以上の

領域での応答は鉛直方向加振と同様の傾向を示している．加振振動数が約 10Hz 未満の領

域では距離に対する振幅比の減少が大きく，振動が遠方に伝わっていない．加振振動数が

10Hz以上の領域では，距離とともに振動を伴いながら振幅比は減少している．前記の振動

の間隔は振動数が高くなるにつれて狭くなる点も同様である．基礎近傍の地盤は基礎の振

動よりも大きな振幅で振動していることがわかる．基礎近傍の振幅の大きさは，50Hz以上

の帯域で特に大きな振幅を示している． 

 

 

図６-８ 加速度伝達関数（ロッキング加振） 
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６‐２‐３ 位相差の可視化 

図６-９から図６-１１に位相差を可視化した結果を示す．横軸は伝播距離を，縦軸は加振

振動数を示している．伝達関数の位相差成分を‐πを黒，πを白とした白黒の濃淡に対応さ

せたカラーマップとして示した．したがって，カラーマップが描く縞模様の間隔が伝播する

振動の波長を示すこととなる． 

図６-９に鉛直加振時の位相差のカラーマップを示す．縞の間隔は加振振動数が高くなる

ほど狭くなっていることがわかる．また，振動数の変化に対する縞の間隔の変化の傾向は一

定ではなく，振動数が低いほど縞の間隔の変化が大きく間隔が広くなる方向に変化してい

る．これは波の伝播速度が振動数により異なり，振動数が低いほど伝播速度が速いことを示

している．なお，振動数が 40Hz より高い領域では，見かけ上縞の間隔が広くなっている．

これは，実際の波長に対し，節点間隔が広すぎるため，エイリシアリングが生じていると考

えられる． 

 

図６-９ 位相の変化（鉛直加振） 
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図６-１０に水平加振時の位相差のカラーマップを示す．縞の表れ方の全体的な傾向は鉛

直加振の場合と同様であり，振動数が高くなるほど，波長が短くなることが確認できる．ま

た，同図からは縞の現れ方に乱れが生じている． 

 

図６-１０ 位相の変化（水平加振） 

図６-１１にロッキング加振時の位相差のカラーマップを示す．縞の表れ方の全体的な傾

向は鉛直加振の場合と同様であり，振動数が高くなるほど，波長が短くなることが確認で

きる． 

 

図６-１１ 位相の変化（ロッキング加振） 
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図６-１２に図６-６から求めた波長と位相速度を示す．振動数が低くなるほど位相速度が

速くなる傾向が確認できる． 

 

図６-１２ 位相速度と波長 

 

  



第６章 地盤振動計算モデルの検証 

 ６-１１ 

６‐２‐４ 形状差を考慮した伝達関数 

5章で示したとおり，本来矩形である基礎を円形でモデル化したことに伴い，基礎の縁端

部から着目点までの距離に差が生じる． 

 

図６-１３ 振幅比の計算位置 

図６-１３に示すとおり，A70基礎中心から線路直角方向に 15.5mの離れを持つ線路方向

位置の各点での伝達関数を計算した結果を図６-１４から図６-１６に示す．これらの図は横

軸が線路方向の位置，縦軸が加振振動数を示す．フーチング形状の違いによる伝播距離の補

正は 5章で示した方法を適用している．なお，波長の計算にあたり，波の伝播速度は前項の

図６-１２で示した，伝達関数の位相成分から求めた値を使用した． 
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 図６-１４は鉛直加振時の振幅比分布を示す．線路方向位置がおおむね 5m までは振幅比

が 1 以上の値を示している．これは基礎幅の影響を受けているものと考えられる．線路方

向位置が 5m以上の領域では振幅比が 1.0を下回る．線路方向位置の振幅比の変化は単調で

はなく，増減を繰り返している．振動数により振幅比の大きさことなり，線路方向から位置

が 5m までの領域では 45Hz から 50Hz および 65Hz から 75Hz の帯域で振幅比が大きい．

一方，線路方向位置が 5m以上の領域では 10Hz近傍の振動数で振動が伝播する傾向が確認

できる． 

 

 

図６-１４ 線路方向振幅比分布（鉛直加振） 
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図６-１５は水平加振時の振幅比分布を示す．5Hz 近傍の振動数で遠方まで振動が伝播す

ることが確認できる．加振方向が線路方向であるため，線路方向位置が基礎に近接している

範囲（おおむね 8m 未満）では振動数にかかわらず，振動が伝播していないことがわかる．

5Hz 近傍の振動数帯域では，少なくとも図示している範囲では線路方向位置の増加ととも

に振幅比が単調に増加する傾向となっている．これは，線路方向位置が遠方側になるにつれ

て，振動の伝播方向が，加振方向に近づくことの影響が現れていることに起因する． 

 

 

 

図６-１５ 線路方向振幅比分布（水平加振） 
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図６-１６はロッキング加振時の振幅比分布を示す．線路方向位置が 5m 付近の領域の振幅

比が最大値を示している．これはロッキング加振の場合，基礎端部の振幅が最も大きいこと

に起因している．他の傾向は鉛直加振と同様で，10Hz 近傍の振動数で振動が遠方まで伝播

する傾向を示している．  

 

 

図６-１６ 線路方向振幅比分布（ロッキング加振） 

 

  

線路方向位置（m） 

振
動
数
（

H
z
）

 



第６章 地盤振動計算モデルの検証 

 ６-１５ 

６‐３ 橋脚からの振動伝播の計算 

６‐３‐１ 橋脚位置が地表面振動に及ぼす影響 

 本節では，各橋脚から着目点に伝播する振動について実測値と計算値の比較を行う．計算

に用いた橋脚の振動と比較に用いた地表面の振動は，2章で示した計測値である．加振源と

しては A60,A70,A80 および A90 の 4 基の橋脚の直交 3 成分の振動を対象とした．受信点

は 4 基の橋脚が存在する区間のほぼ中心となる位置で，下り線から離れが 12.5m となる

A75-C点とし，鉛直方向成分の計算値を求める．橋脚振動の計測値は時速 225km/hで走行

する 10両編成の下り列車のものを用いた．受信点位置を図６-１７に示す． 

 

図６-１７ 振動受振点と橋脚の平面位置関係 

 図６-１８に橋脚 A60から伝播する振動を振動加速度レベルの 1/3オクターブバンドスペ

クトルとして示す．同図には直交 3 成分の全てを考慮した場合と x 方向成分または z 方向

成分のみを考慮した場合の 3 種類の計算値と受信点の鉛直振動計測値の 1/3 オクターブバ

ンドスペクトルを示している． 

 

図６-１８ 橋脚の振動方向別の振動伝播（A60橋脚） 
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 受信点の計算値に着目すると，10Hzの帯域を境にして低振動数側では橋脚の x方向成

分振動に起因する振動が大きく，高振動数側では z方向成分に起因する振動が大きい．全

成分を考慮した計算値と実測値を比較すると，31.5Hzまでは計算値は実測値より小さ

く，40Hz以上では計算値が実測値を大きな振幅を示す結果となっている． 

 図６-１９に橋脚 A70について同様の計算を行った結果を示す． 

 

図６-１９ 橋脚の振動方向別の振動伝播（A70橋脚） 

 

受信点の計算値は，振動数が 3.15Hzから 6.3Hzの帯域と 25Hzの帯域を除き橋脚の z方

向振動に起因する応答が大きい．全成分を考慮した計算値と計測値を比較すると，1Hzか

ら 31.5Hzまでは計算値は実測値より小さく，40Hz以上の振動数では計算値が実測値を大

きな振幅を示す結果となっている． 
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図６-２０に橋脚 A80について同様の計算を行った結果を示す．  

 

図６-２０ 橋脚の振動方向別の振動伝播（A80橋脚） 

受信点の計算値は，振動数が 6.3Hzの帯域を除き z方向成分に起因する振動が大きい．全

成分を考慮した計算値と計測値を比較すると，16Hzまでは計算値は実測値より小さく，

20Hz以上では計算値が実測値を大きな振幅を示す結果となっている． 
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図６-２１に橋脚 A90について同様の計算を行った結果を示す． 

 

図６-２１ 橋脚の振動方向別の振動伝播（A90橋脚） 

受信点の計算値は，1Hzから 2Hzと 5Hzおよび 6.3Hzの帯域を除き z方向成分に起因す

る振動が大きい．全成分を考慮した計算値と計測値を比較すると，31.5Hzまでは計算値

は実測値より小さく，40Hz以上では計算値が実測値より大きな振幅を示す結果となって

いる． 
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図６-２２は 4基の橋脚から伝播する振動の計算値について同一のグラフ上に表したもので

ある．橋脚の振動成分としては全成分を考慮した計算値を示している．各橋脚から伝播す

る振動の大小関係は振動数よって異なっている． 

 

図６-２２ 各橋脚から伝播する振動 

  



第６章 地盤振動計算モデルの検証 

 ６-２０ 

６‐３‐２ 考慮する橋脚の数の影響 

 続いて，各橋脚から伝播した振動を合成した結果と実測値にについて比較を行う．受信

点に近い A70と A80の 2基の橋脚を考慮した場合と，さらに A60橋脚と A90橋脚を加え

た 4基の橋脚を考慮した場合の 2ケースについて計算した結果を図６-２３に示す． 

 

 

図６-２３ 考慮する橋脚の数が振動伝播に及ぼす影響 

 

 実測値の振動レベルが大きい 8Hz 以上の振動数に着目すると，振動数が 8Hz と 12.5Hz

の場合を除き，計算値が実測値を上回っている．考慮する橋脚の数が計算値に及ぼす影響は

振動数が 8Hz の場合で最も大きい．振動レベルは，4 橋脚を考慮した場合のほうが 2 橋脚

を考慮し場合に比べて約 5.5dB大きく実測値に近い値を示している． 

 なお，オールパス振動レベルで比較した場合にはその差は小さくなる．1Hzから 80Hzの

オールパス振動レベルの場合，4橋脚と 2橋脚の差は 1.7dB，1Hzから 31.5Hzまでのオー

ルパス振動レベルの場合の差は 0.7dBとなる． 
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図６-２４は線路方向のロッキングの影響について示した図である．  

 

図６-２４ ロッキング挙動が振動伝播に及ぼす影響 

 

4章で示した方法に基づき推定したフーチング下面部の加速度に基づき受信点の振動を

計算している．橋脚の回転挙動の推定に必要となる複数点での加速度計測が実施されてい

るのは，橋脚 A70と橋脚 A80のみであるため，計算対象橋脚をこれらの 2基の橋脚とし

ている．実測値が最大値となる 8Hzの帯域ではロッキングを考慮することにより振動レベ

ルが 8dB増加している． 
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６‐３‐３ 基礎形状の違いの考慮 

図６-２５から図６-２７に基礎形状の違いの影響を考慮した場合の計算結果を示す． 

 

図６-２５ 基礎形状の違いの影響（基礎が鉛直方向に振動する場合） 

 

 

図６-２６ 基礎形状の違いの影響（基礎が線路方向に振動する場合） 

 



第６章 地盤振動計算モデルの検証 

 ６-２３ 

計算対象の橋脚は 4 基で，橋脚が振動方向として鉛直成分のみを考慮した場合，線路方向

成分のみを考慮した場合についてそれぞれ示している．いずれの場合においても，形状の違

い影響による振動レベルの計算値の違いは小さい．形状の違いを考慮した場合の振動レベ

ルの増加は，実測値が最大値を示す 8Hz の帯域では，橋脚が鉛直振動を対象とした場合で

約 1.8dB，線路方向振動を対象とした場合で約 1.5dBであった． 

 図６-２７は橋脚が線路方向にロッキング挙動している場合について，形状の違いの影響

を計算したものである． 計算対象橋脚は A70,A80の 2基の橋脚である． 

 

図６-２７ 基礎形状の違いの影響（基礎が線路方向にロッキングする場合） 

形状の違いを考慮した場合の振動レベルの増加は，実測値が最大値を示す 8Hzの帯域で

の約 0.7dBであった． 
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６‐３‐４ 受信点の位置，列車速度が異なる場合の計算 

 前項までは，地表面の A75-C 点を対象として，計算上考慮する橋脚の数や橋脚の振動成

分および基礎形状の違いが，地表面振動の計算結果に及ぼす影響を明らかにしてきた． 

 本節では，計算対象地点を図６-２８に示す 4点，列車速度は 225km/hの場合と 270km/h

の場合の 2 種とした場合の計算を実施し，受信点の位置や列車速度が異なる場合の計算値

と実測値の比較を行う． 

 

図６-２８ 地表面振動の計算位置 

 

 計算上考慮する橋脚は A60,A70,A80および A90の 4基の橋脚とする．また，考慮する橋

脚の振動成分は線路方向成分（x成分）と鉛直方向成分（z成分）を基本し，基礎形状の違

いを考慮した場合，基礎形状の違いとロッキングの影響を考慮した場合の 3 条件について

計算を行った．ロッキング成分の計測は A70,A80 の 2 基の橋脚でしか実施されていない．

そこで，ロッキング成分を含まない 4 基の橋脚の振動から計算した地表面振動に，ロッキ

ングを考慮した場合の振動増加量を加える方法で，ロッキングの影響を考慮することとし

た．ロッキングを考慮した場合の振動増加量は，列車速度がほぼ同一である 2 基の橋脚の

ロッキング振動成分を含む計測値に基づき，ロッキングを考慮した場合と考慮しない場合

の受信点での振動を計算し，その差分として求めた． 
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図６-２９ 実測値と計算値の比較（地点 A75-C，速度 225km/h） 

 

図６-３０ 実測値と計算値の比較（地点 A75-C，速度 270km/h） 
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図６-３１ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A75-C，速度 225km/h） 

 

図６-３２ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A75-C，速度 270km/h） 
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図６-３３ 実測値と計算値の比較（地点 A75-D，速度 225km/h） 

 

図６-３４ 実測値と計算値の比較（地点 A75-D，速度 270km/h） 
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図６-３５ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A75-D，速度 225km/h） 

 

図６-３６ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A75-D，速度 270km/h） 
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図６-３７ 実測値と計算値の比較（地点 A70-C，速度 225km/h） 

 

図６-３８ 実測値と計算値の比較（地点 A70-C，速度 270km/h） 
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図６-３９ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A70-C，速度 225km/h） 

 

図６-４０ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A70-C，速度 270km/h） 
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図６-４１ 実測値と計算値の比較（地点 A70-D，速度 225km/h） 

 

図６-４２ 実測値と計算値の比較（地点 A70-D，速度 270km/h） 
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図６-４３ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A70-D，速度 225km/h） 

 

図６-４４ 実測値と計算値の比較（8Hz近傍拡大，地点 A70-D，速度 270km/h） 

  



第６章 地盤振動計算モデルの検証 

 ６-３３ 

図６-４５に 1Hzから 31.5Hzまでの振動数帯域でのオールパス振動レベルについて，実

測値と計算値を比較した結果を示す． 

 

図６-４５ 1Hzから 31.5Hzまでを対象としたオールパス振動レベルの比較 

 

 列車速度が時速 225km/hの場合は，折れ線が示す形状の概形はいずれの計算条件でもほ

ぼ一致しており，地点ごとの振動レベルの相対差を正しく再現できている．形状およびロッ

キングを考慮した場合の計算値が実測値に近い値を示している．一方，列車速度が 270km/h

の場合は A70 地点のみ計算値と実測値の関係が異なり，実測値が計算値に比べて小さな値

を示している． 

 

６‐４ まとめ 

A地区で実施された，地質調査結果に基づき軸対称 FEMモデルを作成し，回転，鉛直

併進，水平併進の 3種類の橋脚の挙動に応じた加速度伝達関数を計算した．橋脚振動の実

測値から地表面の振動を計算した結果，提案したモデルでは 31.5Hz以下の振動数の振幅

をおおむね再現できることを示した．特に振幅の大きい８Hzと 10Hzの帯域においては，

ロッキング挙動の考慮の有無により計算値に約５ｄBの差が生じており，ロッキング挙動

を考慮した場合のほうが，実測値を精度よく再現できることを確認した．また，基礎形状

の違いについても，その影響を考慮した場合のほうが，実測値を精度よく再現できる．但

し，計算結果に及ぼす影響は小さくその差は約１ｄB程度であった． 
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第７章 地盤振動対策工 

７‐１ はじめに 

新幹線の高速化に伴い，沿線地盤振動が規制値を超えることが想定される場合，対策工の

実施が必要となる． 

 

図７－１ 地盤振動対策実施箇所と対策方法の例 

 

地盤振動対策は振動の発生源となる車両から受振点となる家屋に至るまでの振動伝播経

路のどこかで実施しなければならない．図７－１は地盤振動対策実施箇所と対策方法の例

を示したものである．対策のうち，鉄道管理者での実施が比較的容易であるのは，鉄道用地

内で実施可能な対策となる．例えば車両の軽量化，軌道の支持ばね定数の低下，構造物の高

剛性化および鉄道用地内への防振壁の設置が挙げられる．しかし，既に営業中の路線で実施

する場合，構造物や軌道への対策工の実施は施工時間に制約があり困難となることが想定

される．また，車両の軽量化についても，車両の更新のタイミングと合わせなければ困難で

あることや，車両自体の強度の確保等を考えた場合，すでに限界まで軽量化されていると考

えられ，現実的な対策とはなりえない． 

そこで，高架橋直下の地盤において橋脚基礎の機能を阻害することなく実施可能な対策

工法として，地盤振動対策工の中でも最も代表的な地中防振壁（以下，防振壁と記す。）を

とりあげる． 

防振壁の振動低減効果に関する取り組みとしては，まず，従来から地中壁に適用された

様々な材料あるいは新たな材料や壁構造などの振動低減効果を重力場での模型実験や現地

施工試験による確認が挙げられる．従来の材料を防振壁として利用したものとして，鋼矢板

[3], [4]，コンクリート壁[5]，PC柱列壁[6], [7]，EPS（発砲スチロール）ブロック壁[8], [9]，

発泡ウレタン[10]，およびソイルセメント壁[11]，などの事例が，新たに開発された材料や

構造体には，EPSビーズ混合ソイルセメント壁[12]，EPS合成遮断壁[13]，ハイブリッド遮

断壁[14][15][16]，廃タイヤ防振壁[17]ならびにWIB工法[18]などの事例がある．また，遠
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心場においては，アルミ，アクリル，EPS を防振壁材料とした場合の振動低減効果の確認

が行われている[19]． 

振動低減効果が顕著に優れたものはなく，その多くは防振壁から 10m離れで 5dB程度で

あった．よって，現状，達成可能な振動低減の目標値をこの数値の 5dBとする． 

防振壁の設計に関してまとめられたものに鉄道総合技術研究所の「振動遮断工の設計・施

工マニュアル（案）」[20]がある．このマニュアルでは，前提として防振壁は EPSビーズ混

合ソイルセメント壁で，設計の根拠となる各種検討において，振動源と防振壁の離間が 3～

5mである．しかし，高架橋直下の敷地内で防振壁を設置する場合，一般に，振動源となる

橋脚基礎との離間は約 1m 程度と非常に狭くなる．このような特殊な条件下に対してこの

マニュアルを適用することに懸念がある．他の材料や構造の防振壁については，低減効果の

評価も十分に確立できたとは未だに言えず，このように設計および施工をまとめられてい

ないのが現状である． 

前章までで明らかにしたとおり，桁式高架橋の周辺の地表面の振動は複数の橋脚から到

達する振動が合成されたものである．したがって，防振壁に対して直角方向だけではなく，

斜め方向に伝播する振動の影響を明らかにする必要がある．そこで，本研究においては，橋

脚基礎と防振壁の離間が 1m 程度という条件下において，橋脚から周辺地表面へ面状に伝

播する振動の分布を調べるための小型模型実験を実施した．地表面上の受振点と防振壁お

より基礎の位置関係について，様々な条件でのデータを計測するため，加速度計は格子状に

配置し，さらに加振源となる基礎の位置を防振壁と平行に移動させる方法を採用すること

で，複数橋脚からの振動伝播を考慮した場合の振動低減効果と，防振壁延長が振動低減効果

に及ぼす影響の把握を目指した． 

加振源に起振機を用いて正弦波形の加速度をそれぞれ模型地盤表面に載荷した．加振振

動数は新幹線高架橋の地盤振動測定結果および人体の知覚を考慮して，実物で 4Hzと 10Hz

を選択した．まず，一連の実験ケースを実施する前の準備として，加振力を変えて起振機の

入力加速度振幅と模型地盤表面の加速度振幅との関係を調べた．その結果，両者の関係が比

例関係で，模型地盤の振動挙動が線形弾性の範囲にあることを確認した．よって，実験結果

の表示にあたって，模型地盤表面の加速度振幅を加振源の加速度振幅に対する比，すなわち

加速度振幅比とした．そして，実際の新幹線高架橋における地盤振動の計測地点に相当する

計測位置で，5dB 程度の振動低減効果が得られる条件を見いだした． 

 

７‐２ 模型実験の概要 

７‐２‐１ 相似測と縮尺 

列車走行時に発生する地盤振動の着目すべき現象を模型実験で再現するためには，幾何

学的形状が相似であるだけではなく，その現象も相似でなければならない．地盤振動の相似

則に関する既往の研究は，大きく分けて，3つの方法がある． 

第1の方法は，構造物から地盤まで1つの系として相似則を考える場合である[22]．この相
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似則を満足させるためには，せん断剛性Gも相似比に合わせなければならないため，実物の

地盤とは異なる土質材料あるいは土以外の材料を選定する必要がある．一般には，このよう

な物性を有し，かつ模型地盤作成が容易な材料を見いだすのは容易ではない． 

第2の方法は，地盤の動的問題に特化して相似則を考える場合であり[23] [24][25]，砂地盤

の模型振動実験でよく用いられている．この相似則では，実物も模型も砂試料を使うという

前提のもとに，砂のせん断剛性Gは一般的にひずみの小さな範囲では拘束圧の平方根に比例

するという実験事実[26]を利用している．この相似則の適用範囲は，最大強度に達するまで

のひずみ領域（2～4％程度）まで可能であるとされている[27]．また，10kPa以下の低拘束

領域においても砂のせん断剛性Gに関するこの相似則が成り立つことがMikamiら[28]の実

験結果からも示されている．よって，極限安定問題には適用できないが，本研究で対象とし

ている地盤の動的変形問題であれば十分に有効と考えられる． 

第3の方法は，実物と同じ材料を用いればせん断剛性Gも同じという考え方に基づいてい

る[29]．土が摩擦材料であることを考えると，拘束圧の差が小さければこの仮定は成り立つ．

そのため，本研究で採用されるような実物と模型のサイズが大きく異なる場合には，拘束圧

の影響が拡大されるので，この相似則は適さない． 

以上のことから，本研究では第2の方法を採用する．模型の縮尺はできるだけ実物に近い

方が望ましい．しかしながら，模型のサイズを大きくすると，大きな加振力が必要になり，

さらにその加振力によって土槽自体の振動も起こり得る．そこで，土槽自体の振動を避ける

ために土槽のサイズを考慮して，模型の幾何学的形状に関する縮尺を1/100にした．本実験

における重要な物理量の相似比を表 ７-１に示す． 

 

表 ７-１ 適用した相似比[25] 

物理量 相似比 1/100模型の相似

比 

波長：L -1 0.01 

応力： -1 0.01 

ひずみ： -1/2 0.1 

せん断波速度：Vs -1/4 0.316 

角振動数： 3/4 31.6 

加速度：a 1 1 

 

７‐２‐２ 土槽 

土槽は鋼材 SS400で作製されており，内側寸法は，長さ 2.8 m，幅 1.7 m，高さ 1.6 mで

ある．土槽壁面からの反射波の影響を小さくするために，土槽側壁には緩衝材としてエアク

ッションとスタイロフォームを，土槽底面にはスタイロフォームのみをそれぞれ貼り付け
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た．緩衝材設置後の土槽内寸法は，長さ 2.73 m，幅 1.63 m，高さ 1.5 mとなった． 

 

７‐２‐３ 模型地盤の材料と作製方法 

模型地盤材料に小名浜砂を用いた．その粒径加積曲線と物理特性を図７－２に示す．比較

として豊浦砂も同図に示してある．小名浜砂は豊浦砂より少し粒径の大きな砂となる．模型

地盤の相対密度は，地盤振動の問題が懸念される現地計測箇所のような緩い地盤を想定し，

Dr=60%に設定した．深さは1.25 mとした．模型地盤の作製にあたっては，ホッパーによる

空中落下法を採用した． 

 

図７－２ 模型地盤材料の粒径加積曲線と物理特性 

 

７‐２‐４ 模型橋脚基礎 

橋脚から平面的に広がる振動伝播に対する遮断壁の遮断特性を調べることを目的として

いることから，橋脚基礎の模型は単純なフーチング基礎とした．その大きさは，現地計測地

点の橋脚基礎を参考に概ねその1/100に相当となるように，軌道方向120 mm，軌道直角方

向98 mm，厚さ18 mmとした．また，取り扱う基礎の振動は並進の剛体運動であるので，

基礎の材料に関しては相似則の適用外として，アルミ合金を採用した．さらに，この基礎に

起振機をボルト留めするために台座を取り付けた． 

模型地盤には，模型基礎底面が地表面から20mmの深さになるように設置した． 

 

７‐２‐５ 防振壁の材料とサイズおよび設置 

防振壁の材料として効果が期待できるのは，地盤に比べ軽くやわらかい材料か，重く固い

材料のどちらかである．模型実験の実施においては，やわらかい材料の壁では設置が難しい

ことから，硬い材料で最も高い効果が得られた真鍮を防振壁の材料に採用した．そのサイズ

は，幅860 mm，高さ200 mm，厚さ5 mmとした． 

防振壁の平面位置は，実情では高架橋直下の敷地境界沿いに施工されることが想定され

ることから，基礎側面から25mm（実物換算2.5m）とした．設置深さは，防振壁下端以深か
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らの振動伝播を抑えるために，模型地盤へ静的に挿入できる限界深さの150 mm（実物換算

15m）に設定した．この防振壁を地盤に対して垂直になるように水平器などで管理しながら

静的に挿入した． 

 

７‐２‐６ 計測器の設置 

模型地盤に設置した防振壁と加速度計（圧電型，一成分）の平面設置を図７－３に示す．

同図における座標の原点は基礎の中心で，座標軸はx軸が軌道直角方向，y軸が軌道方向（防

振壁長さ方向）である．「□」の記号が加速度計で，その横の番号あるいは英字が識別記号で

ある．以後，加速度計を「CH.＋番号・記号」で表記する．加速度計CH.1は基礎に固定し，

その他は地表面に設置した．検出方向は全て鉛直方向である． 

 

図７－３ 加速度計の設置状況（平面図） 

 

x軸方向に（y軸に平行に）LineAからLineDまでの4測線を，x軸に平行にLine1からLine6

までの6測線を設定し，加速度計を設置した． 

LineA（x=0 mm）は橋脚基礎の中心を通る測線である．新幹線の地盤振動計測において

は，一般に加振位置とみなせる軌道中心から12.5m離れ，25.0m離れおよび50.0m離れが計

測点に選ばれる[30]．この実情に合わせて，模型基礎端部から125mm（実物換算12.5m）の

LineC（x=174 mm）と250mm（実物換算25.0m）のLineD（x=299 mm）を，さらに防振

壁の効果を調べる見地からこの壁とLineCの中間位置となる75mm（実物換算7.5m）の

LineB（x=124 mm）をそれぞれ設定した．50.0mに相当する地点では模型実験で得られる

加速度が他の地点に比べて距離減衰により非常に小さくなり，精度の良い計測が困難であ

ることから除いた．なお，以下において，LineB～LineDのそれぞれの測線に付記される実

物換算は，実務現場に対応するように，模型基礎端部からの離れを表すものとする． 

y軸方向に（x軸に平行に）ついては，123mm間隔でLine1（y=0 mm）からLine4（y=369 

mm）までの4測線，さらに遮断壁端部付近では他の測線とは異なる振動挙動が予想される

ことからその半分の間隔でLine5（y=430 mm）とLine6（y=492 mm）の2測線を設けた．
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123mm間隔は，防振壁の長さの効果を調べるために模型基礎を移設したときの基礎中心位

置に合わせている．この間隔の設定理由は，模型基礎の長さ（120mm）と同程度であるこ

と，現地の橋脚間隔（模型換算150mm）に近い数値であることによる． 

 

７‐２‐７ 加振入力動の設定ならびに計測された加速度波形の整理方法 

起振機は(有)旭製作所の動電型起振機「Wave Maker 05」である．波形は正弦波で，周波

数は126 Hz（実物換算4Hz）と316 Hz（実物換算10Hz）の2種類とした．基礎の加速度は，

起振機の最大出力時に実験対象の周波数範囲で120～200Gal程度であった．模型実験の計

測にあたっては入力波数を決めずに，基礎の加速度が安定的な定常状態に達したと判断で

きた時点から計測を開始し，計測終後に加振を停止させた． 

実験で得られた加速度データを次のように処理して加速度振幅を求めた．① 加速度の時

刻歴波形からノイズを取り除く．②  代表的な連続の5波を抽出する．③  5波の中から最大

加速度と最小加速度を求める．④ 最大加速度と最小加速度の差を加速度振幅と定義する． 

起振機が据え付けられた基礎の加速度波は地盤への入力加速度波とみなせる．そこで，実

験結果の整理において，加速度計で得られた加速度の計測値を，加振源である基礎の加速度

振幅に対する比，すなわち加速度振幅比（A）で表示する．この比が1.0より大きければ加振

点から計測点まで間で振動が増幅していることを，小さければ振動が減衰していることを

示す．この増幅あるいは減衰を環境振動の分野における振動の評価指標である振動レベル

の単位（dB）で表現すれば，その量（AL）は次式で定義できる． 

 AAL 10log20   (７-１) 

ここに，A は加速度振幅比である．AL が正であれば増幅を，負であれば減衰を表す． 

 

７‐２‐８ 実験ケース 

防振壁なしの実験シーリズAを1ケース，防振壁ありの実験シリーズBを4ケース，全部で

5ケースの実験を実施した．表 ７-２に実験ケースの一覧を示す． 

表 ７-２ 実験ケース一覧 

Case 
加振点 

(mm) 

防振壁の長さ* 

(mm) 
地盤 

A-1 x = 0,  y = 0 なし 

小名浜砂 

Dr = 60% 

B-1 x = 0,  y = 0 430（370） 

B-2 x = 0,  y = 123 307（247） 

B-3 x = 0,  y = 246 284（224） 

B-4 x = 0,  y = 369 61（1） 

「防振壁の長さ」は基礎中心からy方向正側の防振壁端部までの長さ． 

（）内の数値は基礎のy方向側端部から防振壁端部までの長さ. 
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実験シリーズBにおいては，基礎の位置をy方向に123 mmずつ移動させて，防振壁の長

さに関する地盤振動の遮断効果の比較を目的に実施した．Case B-1～B-4の基礎の位置を

図７－４に示す．加速度計CH. 1は基礎に，CH. 2は基礎の横の地表面に設置した．そのた

め，基礎の移動に伴って，加速度計CH. 1とCH. 2も合わせて移した．Case B-4では，加速

度計CH. 2とCH. Aは同じ位置になるので，加速度計CH. Aをy方向へ62 mm移動させた． 

 

 

 

図７－４ 実験ケースごとにおける基礎の位置 

 

７‐３ 実験結果 

７‐３‐１ 防振壁の効果 

加振源の位置および加速度計の配置が同じである Case A-1（防振壁なし）とCase B-1（防

振壁あり）の比較によって防振壁の効果を調べた．それぞれの加速度振幅比の分布を図７－

５および図７－６に示す．距離座標の原点は加振源である基礎の中心（以降，加振点と称す

る）である．これ以降に示される距離を座標軸とする分布図の原点は，これらの図と同様に

基礎の中心とする． 

 

図７－５ 加速度振幅比の分布（Case A-1：防振壁なし） 
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図７－６ 加速度振幅比の分布（Case B-1：防振壁あり） 

いずれも加速度振幅比はLine 2 (y=123 mm)とLine 3 (y=246 mm)の間で大きく減衰する．

加振源に近いLine 1 (y=0 mm)とLine 2においては加速度振幅比は0.1（-20dB）以上である

が，line3～line6（y=246～492mm）では加速度振幅比がすべての測定点で0.1未満となる．

x方向の距離減衰に関しては，防振壁がないCase A-1は防振壁のあるCase B-1より距離減衰

が小さい．また，いずれのケースとも加速度振幅比が大きいLine 1とLine 2でも加振源から

200mm離れたline Dに至ると，その振幅比は0.1程度になる．2つの加振振動数の126Hz（実

物換算4Hz）と316Hz（実物換算10Hz）における加速度振幅比の差異を調べると，遮断壁の

有無にかかわらず，Line 1とLine 2の加速度振幅比は距離300mmを除き126Hzが316Hzよ

りやや小さく，反対にLine 3～6では126Hzが316Hzよりもやや大きい．これらより加振源

から250mm以上離れると，316Hzの距離減衰が123Hzよりも大きくなることがわかる．一

般に，周波数が高くなると距離減衰も大きくなるので，模型実験でもその現象が再現できた

と言える． 

加速度振幅比が大きいLine 1とLine 2について，x方向の距離減衰比を表す距離と振幅比

の関係に着目する．126Hzでは，遮断壁なし（Case A-1）の加速度振幅比がx=174 mm地点

まで距離に対してほぼ線形に減少する．遮断壁が存在すると（Case B-1），その直前のx=149 

mm地点における加速度振幅比は半減し，それ以遠においては概ね0.1前後で地表面を伝播

する．316Hzでは，壁なしにおける加速度振幅比と距離の線形性が認められる範囲がx=299 

mmまで拡がる．ただし，x=174 mm地点までの加速度振幅比は126Hzより少し大きいので，

遮断壁の効果は周波数が低い126Hzが316Hzよりやや大きいと言える．その効果を定量的に

評価するために，次式で定義される振動低減率（RR）を導入する． 

  withoutwallwithout AAARR                        (７-２) 

ここで，
withoutA : 防振壁なしの場合の加速度振幅比 

wallA : 防振壁ありの場合の加速度振幅比 

さらに，振動低減率を振動レベルの単位（dB）を表示するために，次式で算定される振動
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低減レベルを定義する．この数値が負であれば，加速度振幅比が防振壁によって低減してい

ることを意味する．よって，対策後の振動レベルは，現況の振動レベルに振動低減レベルを

加えることで推定することができる．以下では，振動低減レベルを振動低減率の直後の（）

書きで併記する． 

 RRRRL  1log20 10
                      (７-３) 

振動低減レベルは，対策前の振動レベルに対して対策によって低減される振動レベルで，

低減量の大きさに負の符号を与えて表示される．そこで，符号が負で絶対値が大きければ，

それは振動の低減効果が高いことを意味するので，符号は負であるが，この状態を振動低減

レベルが大きいと言うことにする． 

Line 1における振動低減率は，x=124 mm地点において，加振振動数126Hzが70%（-

10.5dB），316Hzが81%（-14.4dB）で，防振壁の振動低減効果が現れている．さらに離れた

x=174 mm地点では，振動低減率は126 Hzが58%（-7.5dB）で，316Hzが55%（-6.9dB）と

少し小さくなる．Line 2のx=0 mm地点は防振壁を通過していない範囲であるが，遮断壁の

あるCase B-1の加速度振幅比は防振壁が無いCase A-1よりも小さい．この地点の振動低減

率は15％程度で，振動低減効果が認められる．加振側においては振動波が防振壁によって反

射され，それらが干渉し合うことで小さくなったと考えられる．ただし，その反射波の位相

によっては増幅する可能性もあるため，防振壁内側においてはそれに対する配慮が必要に

なる． 

 
 (a) CaseA-1(防振壁なし) 

 

 (b) CaseB-1(防振壁あり) 

図７－７ 126Hzの加振時における加速度振幅比の等値線図 
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次に，加速度振幅比の分布を等値線図で表示する．計測地点間の内挿にクリギング

（Kriging）法を適用した．図７－７に126Hzの加振時における防振壁がないCase A-1およ

び防振壁のあるCase B-1の等値線図を，同様に図７－８に316Hzの加振時における等値線

図をそれぞれ示す．これらの図中には，基礎（長方形の枠線），防振壁（太直線）および加

速度計の設置位置（■）も表示されている．なお，基礎は剛体と見なし，基礎部分の加速度

振幅比を全て同じであるとして処理した． 

防振壁のないCase A-1における加振振動数126Hzおよび316Hzの等値線図から，振動は

いずれも加振源からほぼ同心円状に広がることが認められる．126Hzと316Hzを比較する

と，加振源から約250mmの範囲内までは126Hzの加速度振幅比が316Hzより小さいが，そ

の範囲外では反対に126Hzの加速度振幅比が316Hzより大きくなる．等値線でみると，加速

度振幅比1.0～0.316（0～-10.0dB）の帯域は126Hzよりも316Hzが広く，加速度振幅比0.100

～0.0562（-20.0～-25dB）の帯域は反対に126Hzが316Hzより広い．周波数の低い振動は，

加振源付近では高い周波数よりも減衰するが，加速度振幅がある程度の距離まで減衰によ

って小さくなると，それ以遠では距離減衰の影響をあまり受けずに遠方まで伝わる．周波数

の高い振動は遠方での距離減衰が低周波数の振動に比べて著しい． 

これに対して防振壁があるCase B-1においては，防振壁の効果によりx方向の加速度振幅

比がそこで大きく減少し，振動が伝播しにくい．防振壁沿いのy方向については，加速度振

幅比の変化は小さく，この方向に振動が伝播しやすいことがわかる．126Hzと316Hzの振動

の距離減衰は防振壁のないCase A-1と同様の現象が認められる． 

 
 (a) CaseA-1(防振壁なし) 

 

(b) CaseB-1(防振壁あり) 

図７－８ 316Hzの加振時における加速度振幅比の等値線図 
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防振壁の効果を等値線図によって把握するため，防振壁がない Case A-1および防振壁の

ある Case B-1 より振動低減率（RR）を計算した．振動低減率が大きいほど低減効果が高

い。加振振動数 126 Hzと 316 Hzの分布を図 ７－９に示す． 

加振振動数126 Hzの振動低減率においては，防振壁をはさんだ基礎の向かい側（x=124 

mm，y=0 mm）で最も振動低減率が大きい．この箇所は最も加速度振幅比が高いので，振

動を効率よく低減できていると言える．防振壁から離れるほど，低減効果が減っていく．そ

の範囲は加速度振幅比が小さく，壁から離れるにつれて低減効果が小さくなる．防振壁より

も基礎側の領域は低減率が全体に小さいが，その分布はy方向に一様ではなく，防振壁沿い

が大きい．起振源から伝播された振動の波が壁から反射された振動の波に干渉されて，加速

度振幅比が小さくなったと考えられる． 

 

 
（a）加振振動数 126Hz 

 
（b）加振振動数 316Hz 

図 ７－９ 振動低減率の等値線図 

加振振動数316 Hzにおける振動低減率の分布は，x方向に防振壁からx=124 mmまで，y

方向に壁中心（y=0 mm）から壁端部の手前のy=369 mmまでの範囲においては，126Hzと

よく似ている．それより外側では，126Hzとは異なり，振動低減率が大きく低下し，図 ７

－９ (b)の左下に低減率が非常に小さい領域を形成する．これは図７－７(a)と図７－８(a)

の比較で指摘したように，加振源から離れたこの領域では，加振振動数が高い方が距離減衰

を受けやすいため，防振壁なしの場合における加速度振幅比は非常に小さく，防振壁による

遮断効果が現れなかったためと思われる．測線B（x=124mm，実物換算7.5m離れ），測線C
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（x=174mm，実物換算12.5m）ならびに測線D（x=299mm，実物換算25.0m）における振

動低減レベルの分布を図７－１０に示す． 

 

（a）加振振動数 126Hz            （b）加振振動数 316Hz 

図７－１０ 測線 B，測線 Cおよび測線 Dにおける加速度振幅比の分布 

 横軸は受振点の y座標，縦軸は加速度振幅比を dBで表記したものである．受振点の振動

を基礎部の加速度振幅を基準とした振幅比で表していることから，基礎部の振動を 0dB 

とし，基礎部に対する振動減衰量を示している．同図中，破線は防振壁がないケースを，実

線は防振壁があるケースを示している．同一測線を示す結果において，実線と破線の差分が

振動低減レベルとなる．振動低減レベルを計算した結果を図７－１１に示す． 

 
（a）加振振動数 126Hz            （b）加振振動数 316Hz 

図７－１１ 測線 B，測線 Cおよび測線 Dにおける振動低減レベルの分布 

 

加振振動数126Hzでは，いずれの測線でも基礎中心を通る測線Line1(y=0mm)との交点が

最も振動低減効果が大きく，そこから離れるにつれて少しずつ振動低減レベルの絶対値が

減少する．加振振動数316Hzでは，測線Dのy＝430mmと測線Cのy＝499㎜の地点を除き，

測線Line1との交点における振動低減レベルが最も大きく，それから離れると全体的に減少

する傾向にある．ただし，y方向に対するその数値の変動は加振振動数126Hzに比べて非常

に大きい．測線Dにおいては振動低減レベルが正の値を示す地点もあり，壁の設置により振
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動が増加する場合があることを示している．この現象は，測定地点に対し各方向から伝播す

る振動の位相差が壁の設置により変化したことに起因するものと考えられる．しかし，図７

－１０の対応箇所を見ると，壁により振動が増加する地点は，もともとの振動が小さい箇所

であり，増加後の振幅比も他の箇所に比べて小さい．したがって，壁の設置による振動増加

の影響はないと考えられる． 

新幹線高架橋沿線でよく測定の対象に選ばれる軌道中心から12.5m離れに相当する

LineC（x=174 mm：基礎端部からx方向に125mm離れ）における振動低減率に着目すれば，

加振振動数126Hzの振動低減レベルは遮断壁が存在するy=430mmまで-7.5～-5.0dBの範囲

にある．加振振動数316Hzでは，振動低減レベルはy=0～246mmの範囲で-6.8～-3.7dBであ

る．y=123mmの地点で局所的に-3.7dBと低い数値になっているが，図 ７－９(b)の分布図

を参照して全体的にみれば，この範囲でも振動低減レベルは概ね-5dB程度あるとみなして

も良いと思われる．よって，模型実験の地盤と同程度のせん断波速度を有する地盤で，橋脚

基礎も同じ形状の直接基礎の場合であれば，模型の防振壁と同等の剛性および規模を有す

る地中壁を構築できれば，地盤振動の対策として-5dB程度の低減効果が期待できる． 

 

７‐３‐２ 橋脚と防振壁の位置関係が振動低減効果に及ぼす影響 

基礎をy方向に正の向きで123mmずつ移設すれば，この向きにおける防振壁端部と基礎

中心までの距離が短くなる．基礎中心からy軸正方向の領域に着目すれば，遮断壁の短い場

合における振動の伝播状況が把握できる． 

基礎（加振源）の中心位置を，y=0mm，123mm，246mmおよ369mm にそれぞれ設置

し，加振によって得られた加速度振幅比の分布を図７－１２～図７－１５にそれぞれ示す．

基礎をy方向に移設して起振するごとに，加速度振幅比が大きな箇所もそれに合わせて一緒

に移動する． 

基礎中心がy=0mmの場合，加速度振幅比が0.1を超える加速度が検出されたx方向の測線

は，y=0～246mmの範囲のLine 1～3である．基礎の中心位置を移動させても，いずれも加

速度振幅比が0.1以上の加速度が検出される測線は中心からy方向に±246mmの範囲にある．

そして，y方向正側の測線における加速度は，基礎を防振壁の端部に近づけるにつれて反対

側よりも大きくなる．加振源の基礎から平面的に伝播した振動波が壁の端部から回り込み，

防振壁から透過および下側から伝播した波と重なり合って加速度振幅比がわずかに大きく

なったと考えられる．防振壁の加振振動数126Hzと316Hzを比較すると，いずれのケースに

おいても加振点から近い範囲では126Hzより高周波数の316Hzの加速度振幅比が大きいが，

250mm程度離れると126Hzと316Hzの加速度振幅比はほぼ同程度か，反対に316Hzの加速

度振幅比が大きくなる． 
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図７－１２ 壁長さ 430mmの加速度振幅比の分布（Case B-1：基礎中心の y座標

=0mm） 

 

図７－１３ 壁長さ 307mmの加速度振幅比の分布（Case B-2：基礎中心の y座標

=123mm） 
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図７－１４ 壁長さ 284mmの加速度振幅比の分布（Case B-3：基礎中心の y座標

=246mm） 

 

 

図-13 壁長さ161mmの加速度振幅比の分布 

（Case B-3：基礎中心のy座標=369mm） 

図７－１５ 壁長さ 161mmの加速度振幅比の分布（Case B-3：基礎中心の y座標

=369mm） 

各ケースで加速度振幅比が最も高い基礎中心位置と一致する測線について，その位置か

ら計測地点のx方向距離と加速度振幅比の関係を図７－１６に示す．加振振動数126Hzにお

いて，防振壁ありの各ケースは加速度振幅比の距離との関係がほぼ同じ．これに対して

316Hzの加速度振幅比は，Case B-1とCase B-2が，Case B-3とCase B-4がそれぞれ同程度

である．両者の加速度振幅比は防振壁を過ぎた直後のx=124 mmで大きな差が現れる．また，

既に指摘したように，x=174mmまでの減衰は加振振動数126Hzが316Hzより大きく，それ

以遠のx=299mmにおける減衰はその逆で加振振動数316Hzが126Hzよりも大きい．そのた 



第７章 地盤振動対策工 

 ７－１６ 

 
（a）加振振動数 126Hz 

 
（b）加振振動数 316Hz 

図７－１６ 加振源中心をとおる測線上の距離減衰 

 
（a）加振振動数 126Hz 

 

（b）加振振動数 316Hz 

図７－１７ 加振源中心を通る測線上の振動低減レベル 
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め，126Hzにおいては，加速度振幅比は防振壁なしのCase A-1と壁ありの各ケースの間の差

が小さい．316Hzでは両者の差は大きい．Case A-1の測線Line 1の加速度振幅比を用いて，

Case B-1～Case B-4の振動低減レベルを式（7-2）と式（7-3）に従って算定すると，図７－

１７のようになる．これは図７－１６を振動低減レベルで表示したものである．実物の計測

地点12.5m離れに相当する x=174mmの振動低減レベルに着目する．加振振動数126Hzでは，

Case B-1（基礎中心y=0 mm，壁長さ430mm）が最も大きな-7.5dBで，壁の長さが短くな

るCase B-2（基礎中心y=123 mm，壁長さ307mm）～Case B-4（基礎中心y=369 mm，壁

長さ61mm）がそれよりも小さい-4.7～-3.3dBである．加振振動数316Hzの振動低減レベル

は防振壁なしとありの加速度振幅比の差が126Hzに比べて大きいため，-5.5～-9.7dBに達す

る．ただし，いずれの加振振動数でも，加振源の加速度に対する加速度振幅比は0.2程度（-

14dB）であることから，防振壁を設置することによって得られる振動の低減効果は距離減

衰も合わせれば同程度のものが期待できる． 

次に，加速度振幅比の等値線図を示す．基礎（加振源）中心位置を，y=0mm，123mm，

246mmおよ369mm にそれぞれ設置して，加振振動数126Hzを与えた場合の加速度振幅比

を図７－１８に，同様に加振振動数316Hzの場合の加速度振幅比を図７－１９にそれぞれ

示す．これらからも基礎がy方向に移るに従って，加速度振幅比が大きな箇所もy方向にとも

に移動することがわかる．基礎中心をとおる測線を対称軸として，防振壁が長い右側と短い

左側を比較する．基礎中心が防振壁の中央から端部へずれたy=246mm のCase B-3 および

y=369mm のCase B-4では，振動波が壁端部から回り込むため，対称軸を挟む左右に

123mm離れた測線における加速度振幅比は壁が短い（端部が近い）左側が大きくなる．ま

た，これらのケースでは，図７－１６でも指摘したように，基礎中心をとおる測線上で加速

度振幅比が0.178～0.316の領域は加振振動数316HzではCase B-1およびCase B-2に比べて

大きく拡がる．その領域は基礎中心をとおる測線の左右123mm離れ近くまで及ぶ．加速度

振幅比がそれよりも小さい0.100～0.178の領域は加振振動数126Hzが316Hzよりも広い．高

周波数の振動波は起振源に近いところでは周波数の低い振動の波よりも減衰し難く，遠方

では反対に減衰し易い．全体的に見ると，起振源の基礎を防振壁の端の方へ移すことで防振

壁の壁長さを短くすれば，基礎中心からの距離が同じ地点の加速度振幅比は概ね増加する

傾向にある． 

前章までで明らかにした通り，桁式高架橋周辺地表面の地盤振動は複数の橋脚からの振

動の影響を受ける．図７－１６および図７－１７では橋脚から防振壁長手方向に対し，直角

方向に伝播する振動について整理を行っているが，防振壁長手方向に対して斜め方向に伝

播する振動についての影響も考慮が必要となる．そこで，防振壁の壁長さが防振効果に及ぼ

す影響を定量的に判断するために，実験結果を測定点と基礎および防振壁の位置関係に基

づき整理を行う．  
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 (a) Case B-1：壁長さ430mm，基礎中心0mm 

 
 (b) Case B-2：壁長さ307mm，基礎中心123mm 

 

 
 (c) Case B-3：壁長さ284mm，基礎中心246mm 

 
 (d) Case B-4：壁長さ61mm，基礎中心369mm 

 

図７－１８ 加振源位置を移動させた場合の加速度振幅比の等値線図（加振振動数：

126Hz） 
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 (a) Case B-1：壁長さ430mm，基礎中心0mm 

 
 (b) Case B-2：壁長さ307mm，基礎中心123mm 

 
 (c) Case B-3：壁長さ284mm，基礎中心246mm 

 
 (d) Case B-4：壁長さ61mm，基礎中心369mm 

 

図７－１９ 加振源位置を移動させた場合の加速度振幅比の等値線図（加振振動数：

316Hz） 
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測定点と基礎および防振壁の位置関係を図７－２０に示すとおりdxとdyおよびLeで表す．

ここで，dxおよびdyは測定点と基礎中心のx座標およびy座標の差とし，基礎中心の座標を

基準とする．また，Leは防振壁と測定点の位置関係を表すものであり，同図に示す通り防振

壁端部（y=430）から測定点までのy軸方向の距離とする． 

 

図７－２０ 測定点と基礎および防振壁の位置関係の概念図 

 

 ここで，各測定点について，基礎から伝播する振動の大きさを dyとの関係として示すこ

とを考える．例えば，dx=174で Le=307の場合，図７－２１に示す 4種類となる． 

 

図７－２１ 測定点と基礎および防振壁の位置関係（dx=174,Le=307） 

 

 また，壁がない場合のケースは図７－２２中の実線で示す実験結果が得られている．この

結果について対称性を考慮すると，破線のデータは対応する角度の実線の結果と同一みな

すことができる． 

 

図７－２２ 測定点と基礎および防振壁の位置関係（dx=174,壁がない場合） 
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 同じように，対称性を考慮し，Le=430の場合は図７－２３中の実線で示される位置関係

の実験結果は対応する角度の破線の結果と同一として取り扱う． 

 

図７－２３ 測定点と基礎および防振壁の位置関係（dx=174,Le=430） 

 

 
（a）LineB(dx=124) 加振振動数 126Hz      （b）LineB(dx=124)加振振動数 316Hz 

 

 
（c）LineC(dx=174)加振振動数 126Hz      （d）LineC(dx=174)加振振動数 316Hz 

 

 
（e）LineD(dx=299)加振振動数 126Hz      （f）LineD(dx=299)加振振動数 316Hz 

 

図７－２４ 基礎中心と受振点のｙ方向距離と加速度振幅比の関係 
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実物換算で加振源からの離れ12.5mに相当する測線Line C（dx=124mm）およびその測線

と防振壁の中間である測線Line B，さらに実物換算で加振源からの離れ25.0mに相当する測

線Line D（dx=299mm）における加速度振幅比とdyの関係を図７－２４に示す．加振振動

数126Hzおよび316Hzとも，加速度振幅比はdyの絶対値が小さいほど大きい．防振壁がない

場合はdy=0で最大値を示し，dyの絶対値が増えるにつれて，振幅比は減少する傾向を示し

ている．一部のケースにおいて，dyの絶対値が369mmとなる場合において，dyの絶対値が

264mmの場合よりも増加する場合も認められる．防振壁がある場合の結果も，おおむね同

様の傾向を示すが，加速度振幅比が最大を示すdyが0mmではなく123mmまたは-123mmと

なる場合が確認される．加速度振幅比は受振点と壁端部の距離Leによっても異なる．加速

度振幅比が比較的大きい，dy=-123,0,123mmの場合について，振動低減レベルを計算し，

Leとの関係を示す． 

dy=0すなわち，基礎から防振壁に対して直角方向に振動が伝播する場合については，

Le=61,184,307,430の4通りの結果が得られる．図７－２５にdxが174mmの場合の模式図を

図７－２６にLeと振動低減レベルの関係を示す． 

 

図７－２５ dy=0の場合の振動伝播 

 

（a）加振振動数 126Hz            （b）加振振動数 316Hz 

図７－２６ 受振点から壁端部までの距離 Leと振動低減レベルの関係（dy=0） 

振動低減レベルの値はLeが184mmの場合で最大値を示し，振動低減効果が小さいことが

わかる．加振振動数が316Hzでdxが174mmの場合を除き，Leが長くなるにつれて，振動低

減効果が大きくなっていることがわかる．特に，Leが184mmから307mmに増加した場合の
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変化が大きい場合が多く，加振振動数が316Hzの場合には126Hzの場合と比べ変化量が大き

い． 

受振点と基礎のx方向の距離dxに着目すると，加振振動数316Hzの場合に一部逆転するケ

ースはみられるものの，dxが大きくなるにつれて，振動低減効果が低くなる傾向が確認でき

る． 

加振振動数126Hzのdx=174mmでは，防振壁が最も長いケースとなるLe=430 mmで振動

低減レベルが最大の-7.5dBである．防振壁がそれよりも短くなるLe=184mmとLe=61mmで

は振動低減レベルがそれぞれ-3.3dBと-4.4dBで，ケース間の差は小さい．dx=299mmにお

いては，Le=430 mmで振動低減レベルがその測線で最大の-4.3dB，Leが307mmと短くなっ

た場合は-3.1dBで，Leがそれよりも短くなると振動低減効果がほとんど得られない． 

加振振動数316Hzでdx=174mmのケースでは，Le=430mmで振動低減レベルが-6.8dB，

Leを短くし，Le=307mとした場合の振動低減レベルは，測線最大の-9.7dBである．

Le=184mmとLe=61mmの各ケースでそれぞれ-5.5dBと-6.4dBとなり，126Hzと同様にケー

ス間の差は小さい．dx=299mmにおいては，Le=430 mmで振動低減レベルがその測線最大

の-8.0dBで，Leを307mmに短くした場合は-6.9dBとやや小さくなる．Leを187mmおよび

61mmとすると，振動低減レベルはそれぞれ-2.2dBおよび-4.7dBとなる．加振振動数126Hz

よりも振動低減効果は大きい． 

dy=123mmの場合，基礎から防振壁の端部側に向かって斜め方向に振動が伝播する．こ

の場合Le=61,184,307の4通りの結果が得られる．図７－２７にdxが174mmの場合の模式図

を図７－２８にLeと振動低減レベルの関係を示す． Le=430の結果については直接の実験

結果はないが，対称性を考慮し，dy=-123の場合の結果（同図中破線で示す）を適用してい

る．  

 

 

図７－２７ dy=123mmの場合の振動伝播 
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（a）LineC(dx=17.4m) 加振振動数 126Hz      （b）LineC(dx=17.4m)加振振動数 316Hz 

図７－２８ 受振点から壁端部までの距離 Leと振動低減レベルの関係（dy=123） 

dx=124mmとdx=174mmの場合のLeと振動低減レベルの関係はおおむね同様となってい

る．加振振動数が126Hzの場合，Le=307mmで振動低減効果が最も大きく，316Hzの場合

は，dx=174mmの場合はLe=184mmで，dx=124mmの場合はLe=307mmの場合で振動低減

効果が最も大きい．dx=174mmの場合の振動低減レベルの範囲は，加振振動数が126Hzの場

合は-2,0Hzから-5.8Hzの範囲で，316Hzの場合-1.9から-7.1Hzの範囲である． 

dy=-123mmの場合，基礎から防振壁の中央側に向かって斜め方向に振動が伝播する．こ

の場合Le=184,307,430の3通りの結果が得られる． dxが174mmの場合の模式図を図７－２

９にLeと振動低減レベルの関係を図７－３０に示す．  

 

図７－２９ dy=-123mmの場合の振動伝播 

 

（a）LineC(dx=17.4m) 加振振動数 126Hz      （b）LineC(dx=17.4m)加振振動数 316Hz 

図７－３０ 受振点から壁端部までの距離 Leと振動低減レベルの関係（dy=-123） 
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いずれのケースにおいても，Leが長くなるにつれて，振動低減効果が大きくなる傾向を

示している．ただし，加振振動数が316Hzの場合でdx=124mmとdx＝299mmの場合は，

Le=307mmで振動低減効果が最大となる．dx=174mmの場合の振動低減レベルの範囲は，

加振振動数が126Hzの場合は-1.9dBから-4.7dBの範囲で，316Hzの場合-0.6dBから-3.4dB

の範囲である． 

図７－３１はdyの違いが振動低減効果に及ぼす影響を確認するために，dx=174mmの結

果ついて，1枚のグラフ上に示したものである． 

 

（a）LineC(dx=17.4m) 加振振動数 126Hz      （b）LineC(dx=17.4m)加振振動数 316Hz 

図７－３１ 受振点から壁端部までの距離 Leと振動低減レベルの関係（dx=174） 

  

振動低減効果は，一部逆転している箇所があるものの，dy=0mm の場合で大きく，振動伝

播方向が dy=123mmおよび dy=-123mmの場合では振動低減効果は小さくなる．この結果

は，防振壁に対して直角方向に振動が伝播する場合に比べ，斜め方向に振動が伝播する場合

の振動低減効果は小さくなること示している．複数橋脚からの振動伝播を考慮する場合は

斜め方向から到達する振動が含まれることになるため，振動低減効果の違いを適切に取り

扱う必要がある． 

 

７‐３‐３ 防振壁と橋脚の位置関係の影響の評価 

芦谷は防振壁の水平方向の延長の影響を評価する方法を提案している[31]．この方法の概

要について簡単に説明する．振源（x0,y0）から発した円筒波が防振壁位置で回折し受振点

（x1，y1）に到達する場合，受振点の変位振幅の二乗は式(７-４)で表される．式(７-４)中の

pは式(７-５)で表され，y軸上の各点から受振点に伝わる振動の二乗振幅の比を表している．

同式中の k は地中壁に対する入射円筒波の見かけの波数である．また，T は振動低減効果

を示しており，防振壁がない場合は１を防振壁がある場合は振動の透過率とする．防振壁の

水平方向の延長による振動低減効果の違いを，防振壁の側方からの回析波のみの影響と考

える場合，防振壁がある区間の Tは一定値を設定することとなる．  
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𝐰(𝐱𝟏, 𝒚𝟏)
𝟐 = 𝑨𝟐∫ 𝒑(𝒚,𝒌𝒓, 𝒌𝒓𝟎)𝒅𝒚

∞

−∞

 (７-４) 

 

𝒑(𝒚, 𝒌𝒓, 𝒌𝒓𝟎) = 𝑻(𝒚)𝒒(𝒌𝒓,𝒌𝒓𝟎)𝒒
∗(𝒌𝒓, 𝒌𝒓𝟎)∆𝒙 (７-５) 

 

𝒒(𝒌𝒓,𝒌𝒓𝟎) = 𝑯𝟎(𝒌𝒓𝟎)𝑯𝟏(𝒌𝒓) 𝐜𝐨𝐬𝜽 − 𝑯𝟎(𝒌𝒓)𝑯𝟏(𝒌𝒓𝟎) 𝐜𝐨𝐬𝜽𝟎 (７-６) 

 

 
図７－３２ 防振壁側方からの回析波の概念図[31] 

 

図７－３３ Leと振動低減レベルの関係（実験値と評価式に基づく評価値の比較） 

 

図７－３３に芦谷の提案式に基づく，解析の影響を評価した結果と，実験により得られた

振動低減レベルを比較した結果を示す．評価式による振動低減レベルは Le=430 において

実験と同じ値になるように算出している．実験値と評価式の値は Le=184および Le=307で

乖離が大きく，振動低減レベルには回折の影響以外の要因も含まれていると考えられる．振

動源が防振壁の長手方向延長の中心部から防振壁端部に移動した場合，dy が同じ値の場合
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でも，防振壁の振動応答が大きくなることが考えられる．これは，防振壁による振動低減効

果，振動源と防振壁の位置関係により変化すること意味する．実験結果では Le=184の場合

の振動低減レベルが Le=61 の場合に比べて絶対値が小さく，振動低減効果が低い．これは

振動源から発せられる振動が，防振壁に変形を及ぼす範囲が Le=184 の場合のほうが広く，

結果的に，防振壁端部の応答が大きくなっていることに起因していると考えられる．したが

って，より詳細に検討する場合においては，防振効果 T を防振壁の長さ方向の位置 y に応

じて振動低減効果を変化させたモデルを適用することが望ましい．防振壁端部の応答の増

加現象の把握については，壁部の加速度計測等による詳細な検討が必要であるが，その解明

については今後の課題としたい． 

 

７‐４ 防振壁の長さの設定 

 本実験結果を防振壁長さの設定方法へ取り入れるために，実物換算スケールで議論する．

模型の縮尺は 1/100であるので，幾何形状は模型を 100倍したもの，模型の周波数 126 Hz

および 316 Hzはそれぞれ実物の 4 Hzおよび 10 Hzに対応する． 

振動対策を検討する場合には，対策後の振動レベルを予測し，目標値を満足できること

を確認する．高架橋を列車が走行すると，通過時に橋脚から振動が地盤を通って計測点に

達する．よって，計測地点では複数の橋脚からの振動が合成される．そこで，予測計算に

おいて１つの計測地点に対していくつの橋脚を考慮するのが望ましいかを調べる． 

実験では基礎を123mmずつ移動させながら振動測定を実施している．そこで，橋脚の配

置間隔が12.3mと想定し，測定点と壁端部の距離Leが430mの点における合成振動レベル

を計算する．この場合，各橋脚から伝播する振動の振幅比は図７－２４に示す通りとな

る．ここで，図７－３４として基礎中心からのx方向の距離が17.4m（基礎端部からの距離

が15m），加振振動数が4Hz（模型振動数で126Hz）の場合の図を再掲する． 

 
（a）LineC(dx=17.4m) 加振振動数 4Hz      （b）LineC(dx=17.4m)加振振動数 10Hz 

図７－３４ 基礎中心と受振点のｙ方向距離と加速度振幅比の関係（再掲） 

 

受振点と基礎中心のy方向の距離dyが0mの橋脚基礎から伝播する振動の大きさに対し

て，dyが12.3mおよび-12.3mの場合の隣接する橋脚基礎から伝播する振動の大きさは概ね

半分以上の大きさとなっている．したがって，位相差のあらわれ方によっては，受振点で
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の振動はかなり小さくなることも想定される．5章でも述べた通り，位相差の影響は列車

速度や測定位置により変化するため正確な把握は困難である．そこで，合成計算において

は，各橋脚から伝播する波の位相差はないものとして取り扱うこととする．dyが0mとな

る橋脚基礎からの振動を基準に，dyが12.3mと-12.3mとなる橋脚基礎を含めた3基，さら

にdyが24.6mと－24.6mとなる橋脚基礎を加えた5基，そしてdyが36.9mと－36.9ｍの橋脚

基礎も含めた7基の橋脚基礎からの振動を考慮した場合について，正規化加速度振動レベ

ルを求めた．正規化は橋脚の加速度を0dBとして行っている．図７－３５から図７－３７

に防振壁がない場合と受振点中心から壁端部までのx方向距離Leが43mの場合の正規化振

動加速度レベルを示す． 

 

（a）LineB(dx=12.4m) 加振振動数 4Hz      （b）LineB(dx=12.4)加振振動数 10Hz 

 

図７－３５ 考慮する橋脚数と正規化振動加速度レベルの関係（dx=12.4m） 

 
（a）LineC(dx=17.4m) 加振振動数 4Hz      （b）LineC(dx=17.4m)加振振動数 10Hz 

図７－３６ 考慮する橋脚数と正規化振動加速度レベルの関係（dx=17.4m） 
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（a）LineD(dx=29.9m) 加振振動数 4Hz      （b）LineD(dx=29.9m)加振振動数 10Hz 

図７－３７ 考慮する橋脚数と正規化振動加速度レベルの関係（dx=29.9m） 

 

考慮する橋脚数が1基の場合にくらべ，両隣を含む3基を考慮した場合，振動加速度レベ

ルは増加し，最も変化の大きい場合で7dB程度増加する．しかし，さらにその両隣の基礎

を加えても，振動レベルの増分はそれよりもかなり小さく，７つ全てを計算対象にした場

合でも3基を考慮した場合に比べて，2dB程度の増加にすぎない．これらの結果に基づき，

考慮する橋脚数と振動低減レベルの関係を計算した結果を図７－３８に示す． 

 

(a) dx=12.4m              (b)dx=17.4m               (c)dx=29.9m 

図７－３８ 考慮する橋脚数と振動低減レベルの関係 

振動低減レベルは考慮する橋脚数が1基の場合が最も低減効果が大きく，考慮する橋脚

数が増えるに従い，振動低減効果は小さくなる．合成振動加速度レベルと同様に，橋脚数

が3基以上の場合，振動低減レベルの変化は小さく，2dBの範囲内で収まっている．よっ

て，予測計算においては両隣を含めた３橋脚でおおよその振動レベルの数値が得られると

判断できる．より正確な数値が必要であれば，さらにそれらの両隣の５橋脚からの伝わる

振動を対象にすれば十分と思われる． 

 図７－３９に橋脚間隔が 12.3m，受振点と橋脚基礎中心間の x 方向の距離 dx が 12.4m

で 3基の橋脚を考慮した場合について，受振点と壁端部間の y方向距離 Leと合成振動加速
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度レベルの関係を示す．同図には防振壁がない場合の合成振動加速度レベルの値と 5dB の

振動低減効果を得る場合の目標値も併せて示している．なお，計算にあたり，Le=6.1m の

ケースについては，dy=-12.3m となる場合の対応する実験結果が得られていないため，壁

無しで dy＝-12.3mの結果を用いて計算を行っている． 

 

図７－３９ 受振点と壁端部の x方向距離 Leと正規化振動加速度レベル（dx=12.4m） 

 正規化振動レベルが目標値を下回るのは，加振振動数が 4Hz の場合，受振点と壁端部間

の x方向の距離 Leが 18.4m以上となる．したがって，延長 84mの地中防振壁を設置した

場合，防振壁中心部近傍の 49.2mの区間で 5dBの振動低減効効果が得られる．同様に加振

振動数が 10Hz の場合は 5dB の振動低減効果を得るためには，Le の長さが 30.7m 以上必

要となる．この場合，5db の振動低減効果が得られるのは防振壁中心部近傍の 24.6m の区

間となる． 

ここで，5dB の振動低減効果が得られる区間の延長を短縮し，防振壁自体の延長を短縮

した場合の振動低減効果について検討する．実験結果により得られた振動低減効果と防振

壁延長の関係は，受振点に対して片側の防振壁延長が短くなったものである．ここで，受振

点に対して両側の防振壁延長が短くなった場合の振動低減効果を考える．図７－４０の模

式図に示すように，受振点に伝播する振動について，受振点を通り防振壁に直交する直線の

右側から伝わる振動と左側から伝わる振動とに分けて考えることとし，VRと VLとする． 
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図７－４０ 防振壁に向かって右側から伝播する振動と左側から伝播する振動 

 

受振点から防振壁に向かって右側から伝播する振動の VRについて，本実験では受振点か

ら右側の防振壁端部までの x方向距離がすべて 43m（模型スケールで 430mm）以上となり

十分長いことから，防振壁を設置したケースについてはすべて同一であるとみなす．この場

合，Le が短くなることによる振動増加はすべて VL の増加によるものとして考えることと

なる．したがって Le＝30.7mの結果から，防振壁長さが 61.4m（30.7mの 2倍）の場合の

振動を求めるためには．Le=30.7m の結果に Le=43m の場合の振動と Le=30.7m の場合の

差を加える補正を行えばよい．この考え方に基づき，防振壁長さが 86m，61.4m，37.4mお

よび 12.2m の場合の正規化振動加速度レベルを計算した．計算した結果を図７－４１から

図７－４３に示す．なお，Leが 43mの場合に比べて振動加速度レベルが小さいケースでは

補正は行っていない．また，補正後の振動加速度レベルが，壁無しの場合の振動加速度レベ

ルを超える場合は，補正後の値を壁無しの振動加速度レベルとした． 

 

図７－４１ 防振壁長と正規化振動加速度レベルの関係（dx=12.4m） 
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 橋脚中心から x 方向離れが 12.4m の場合は壁長が 61.4m 以上で，振動低減効果が 5dB

以上となる結果が得られた．加振振動数に着目すると，振動数が 10Hzの場合に比べ，4Hz

の場合のほうが，振動加速度レベルが小さい．   

 

図７－４２ 防振壁長と正規化振動加速度レベルの関係（dx=17.4m） 

橋脚中心から x方向離れが 17.4mの場合は加振振動数が 10Hzの場合は壁長が 61.4m以

上で，振動低減効果が 5dB以上となる結果が得られた．振動数が 4Hzの場合は，5dBの振

動低減効果を得られる壁長は 86mとなった．加振振動数に着目すると，振動数が 10Hz の

場合に比べ，4Hzの場合のほうが，振動加速度レベルが小さい． 

 

図７－４３ 防振壁長と正規化振動加速度レベルの関係（dx=29.9m） 

 橋脚中心から x方向離れが 29.9mの場合は加振振動数にかかわらず，5dBの振動低減

効果は得られないことが確認された．この領域では，伝播距離が長いため，壁無しの場合の

振動加速度レベルが小さく振動低減効果を得にくいことが原因と考えられる．加振振動数

に着目すると，x 方向離れが 12.4m および 17.4m の場合と異なり，振動数が４Hz の場合
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に比べ，10Hzの場合のほうが，振動加速度レベルが小さい． 

図７－４１から図７－４３で計算した結果に基づき，橋脚中心からの x方向離れが 12.4m

の場合と 17.4m の場合について，振動低減レベルと壁長の関係を求めた結果を図７－４４

に示す． 

 

図７－４４ 防振壁長さと振動低減レベルの関係 

 加振振動数が 4Hzの場合，橋脚中心からの x方向離れが短い 12.4mの場合の振動低減効

果が大きく，5dB の振動低減効果を得るために必要な防振壁長さは約 40mとなる．ｘ方向

離れが 17.4mの場合は 5dBの振動低減効果を得るための防振壁長さは約 75mとなる． 

 加振振動数が 10Hzの場合，振動低減効果の大きさが，防振壁延長により異なる．防振壁

鉛直がおおむね 50m未満の短い領域では，x方向離れが短い 12.4mのケースの振動低減効

果が大きい．5dB の振動低減効果を得るために必要な防振壁長さは約 50m となる．一方，

防振壁長さが 50m 以上の場合は x 方向離れが長い 17.4m のケースでの振動低減効果が大

きい．5dBの振動低減効果を得るために必要な防振壁長さは約 50mとなる． 

 

７‐５ まとめ 

鉄道用地内で適用可能な振動対策工として，線路方向に配置する防振壁を対象とし，振動

の伝播方向や防振壁と橋脚の位置関係が振動低減効果に及ぼす影響について縮小模型実験

により確認した． 

振動の伝播方向に着目した場合，防振壁に対して直角方向に伝播する場合の振動が大き

くなる傾向が確認された．また壁による振動低減効果も振動の伝播方向により変化し，多く

の場合，壁に対して直角方向の振動低減効果が大きく，壁に対して斜め方向に振動が伝播す

る場合の振動低減効果は小さい．そのため，単一の橋脚から壁に対して直角方向に振動が伝
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播する場合の振動低減効果に比べて，複数の橋脚からの振動伝播を考慮した場合の振動伝

播効果は小さくなる．橋脚と防振壁の位置関係の影響について，橋脚が防振壁の中心に位置

する場合に比べて，防振壁の端部付近に位置する場合は，防振壁の振動低減効果が低下する

ことが確認された．実験では防振壁外方から回折の影響による振動低減効果の低下よりも

さらに大きな効果の低下が認められたことより，回折以外の要因による振動低減効果の低

下と考えられる．要因として防振壁端部近傍では，防振壁中央部に比べ，防振壁自体の応答

が大きくなることが想定される．この現象の解明は，今後の課題となる． 

また，複数橋脚からの振動伝播の影響については，考慮する橋脚の数が 1基の場合と 3基

の場合で振動の大きさに 7dB 程度の違いが生じる場合がある．一方，考慮する橋脚数を 3

基以上とした場合，振動の大きさと振動低減効果には大きな変化は生じない．したがって，

検討に当たっては，3基の橋脚からの振動伝播を考慮することが合理的である． 

橋脚の配置間隔を 12.3m とし，考慮する橋脚数を 3 基とした場合について，防振壁延長

と振動低減効果の影響を明らかにした．受振点の位置や加振振動数により振動低減効果の

現れ方が異なり，5dBの振動低減効果を得るための防振壁延長は 40mから 75mとなる． 
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第８章 結論と今後の課題 

８‐１ 結論 

 1964 年の東海道新幹線の開業より列車による移動時間の短縮が図られ，利便性が大きく

向上した．更なる利便性の向上を目指し，路線網の拡充や列車速度の高速化に向けた取り組

みが現在も続けられている．一方，利便性の向上の結果，環境問題が生じることが懸念され

ている．環境問題のひとつである地盤振動に関しては，1976 年 3 月 12 日に「環境保全上

緊急を要する新幹線鉄道振動対策について(勧告)」（環大特 32号）が，環境庁長官から運輸

大臣あてに勧告されている． 

 地盤振動について勧告に基づく指針値を遵守しながら列車の高速化を進める上で，列車

の走行速度が向上した場合の地盤振動増加量を求める手法と地盤振動低減を実現する振動

対策工に開発が必要となる．しかし，走行車両が発生源となる地盤振動は，軌道，構造物お

よび地盤を経由して受振点に伝播する．さらに構造物や地盤は，構造形式や地盤物性等の違

いによりにより様々な振動特性を有する．したがって，車両走行に起因する地盤振動の振動

伝播特性は複雑であり，完全な解明に至っていない． 

 中出らの研究により，近年建設された新幹線の場合，杭基礎構造の桁式高架橋周辺で地盤

振動に関する指摘が多いことが明らかにされている．また，既往の研究ではラーメン高架橋

周辺の地盤振動解析を実施した事例はあるものの，桁式高架橋周辺での解析事例は少ない．

そこで，本研究では研究対象を桁式高架橋周辺の地盤振動とすることとした． 

 桁式高架橋周辺の地盤振動伝播を明らかにするためには，車両から構造物へ加振力特性

と桁，橋脚および地盤の振動特性を明らかにする必要がなる．これらのうち，構造物への加

振力特性，桁の振動特性については既往の研究事例があるものの，橋脚と地盤の振動特性に

は未解明の事項が多く残されている．そこで本研究においては，地盤振動伝播経路のうち，

橋脚から受振点までの区間を研究対象とし以下の課題を設定した． 

 

① 列車走行時の橋脚の振動特性の分析 

② 列車走行時の橋脚から周辺地表面への振動伝播特性の分析 

③ 橋脚の回転挙動に関する検討 

④ 橋脚周辺の地盤振動計算モデルの提案および実測値の基づく提案モデルの検証 

⑤ 縮小模型実験による対策工の検討 

 

上記のそれぞれの課題について以下の結論を得た． 

 

(1)  列車走行時の橋脚の振動特性の分析について 

 

 橋脚の振動特性の明らかにするために近接する範囲内にある複数の橋脚の地表面近傍部

に加速度センサーを設置し，列車走行時の加速度を測定した．その結果，以下の結論を得た． 
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①列車走行に伴い橋脚に生じる振動は，列車速度と車両から定まる基本振動数の整数倍と

なる卓越振動数でピークを有する特徴的な振動数特性を有している．基本振動数のｎ倍の

卓越振動数をｎ次の卓越振動数と呼ぶ場合，5 次および 15 次の卓越振動数での振幅は他の

卓越振動数の振幅に比べて小さい．これは，吉岡の既往の研究で明らかにされている軸の繰

り返し効果の特性と整合している． 

②列車速度と各次の卓越振動数の振幅の関係に着目すると，多くの場合両者は正の相関を

示す．しかし負の相関を示す場合や明確な相関を示さない場合もある． 

③列車の走行方向，編成および速度が一致する場合，橋脚の振動特性はほぼ同一である．季

節や天候の影響による有意な差は認められない． 

④振動の並進成分に着目すると，鉛直成分と線路方向成分が占める割合が大きく，線路直角

方向成分が占める割合は小さい．したがって主要な振動方向は線路方向と鉛直方向である

ことが明らかになった． 

⑤近接する範囲内の橋脚であっても，橋脚ごとに振動レベルの大きさが異なる．振動レベル

差は振動方向および列車速度により異なる． 

  

(2)  列車走行時の橋脚から周辺地表面への振動伝播特性の分析 

 

 橋脚から橋脚周囲の地表面への振動伝播特性を明らかにするために，列車走行時の橋脚

と地表面の加速度を同時に測定した．その結果，以下の結論が得られた． 

①地表面の振動を列車速度から定まる各次の卓越振動数と振動レベルの関係として散布図

を描くと，略 M 字型の形状を示す．二つのピークの振幅には差があり低周波側のピークが

大きい．低周波側のピークの振動数は A地区および C地区では約 8Hz，B地区では約 9Hz

である． 

②橋脚と地盤の振動レベル差に着目すると，特定の振動数で振動レベル差の値が大きくな

り，当該の振動数では振動が伝わりやすいことが明らかになった．A 地区では 8Hz および

13Hz，B 地区では 10Hz および 14Hz，C 地区では 7Hz および 13Hz 近傍の振動数で地盤

内での振動減衰量が小さく，振動が伝わりやすい． 

さらに，橋脚と地盤の振動加速度の実効値の変化に着目し，橋脚振動の各成分を説明変数と

し，地盤の鉛直応答を目的変数として重回帰分析を実施した．説明変数の数を変えた分析を

行った結果より，以下の結論を得た． 

③地盤の鉛直振動は，2基の橋脚振動の鉛直成分と線路方向成分を説明変数とするとおおむ

ね再現できる．また，橋脚数を 4基とすることで，決定係数を更に大きな値とすることがで

きる． 
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(3)  橋脚の回転挙動に関する検討 

 

 橋脚の振動特性をより詳細に分析にするために，橋脚の下り線側地表面近傍部の設置し

た加速度センサーを基準として，鉛直方向および水平方向に離隔を持つように加速度セン

サーを設置し，列車通過時の加速度を測定した．さらに，桁支点からの作用を明らかにする

ため，桁端部と橋脚天端部に加速度計を取り付け，列車走行時の加速度を測定した．その結

果，以下の結論が得られた． 

①上下および左右に離隔を持つ加速度センサーの計測値の大きさには差が生じている．つ

まり，列車通過時の橋脚挙動にはロッキング成分が含まれる． 

②橋脚のロッキング挙動は，線路方向の成分が大きく，線路直角方向の成分は小さい． 

③橋脚の天端部には起点方および終点方の 2 箇所の支点からの支点反力が作用する．水平

方向成分の変化により水平力が，鉛直方向成分の変化により曲げモーメントが作用する． 

④特に橋脚のロッキング挙動が大きく，かつ地盤の振動が大きい，3次の卓越振動数での線

路方向のロッキングに着目した場合，橋脚の柱基部での曲げモーメントが最大値となる時

刻付近では，水平方向成分に起因する曲げモーメントの割合は小さい．したがって，橋脚柱

部の線路方向曲げモーメントの分布は均一として取り扱うことができる． 

⑤橋脚柱部の曲げモーメント分布が一定であると仮定し，上下および左右に離隔を持つ 3点

で測定された加速度に基づき，橋脚の柱部の変形を曲げ変形成分と剛体回転成分を分離す

る方法を提案した． 

⑥橋脚挙動の剛体回転成分に基づき，フーチング下面部の鉛直振動の振幅分布を推定でき

る．フーチング端部での振幅は，中央部の振幅に対し 0.2倍から 5.6倍を示す． 

⑦ 同様にフーチング下面部の水平方向振動の振幅が推定できる．フーチング下面の水平振

動の振幅は，地表面近傍部の振幅に比べ 2.9倍から 3.9倍となる． 

 

(4)  橋脚周辺の地盤振動計算モデルの提案および実測値に基づく提案モデルの検証 

 

前述した列車走行時の橋脚の振動特性および橋脚から周辺地表面への振動伝播特性の分

析により得られた結論に基づき，ロッキング，鉛直並進および水平並進の 3 種類の橋脚挙

動を入力可能な軸対称有限要素法モデルを提案した．また，橋脚および地盤振動の実測値を

用いて，提案した実測値の評価を行った．その結果，以下の結論を得た． 

①橋脚間隔が 15m の場合，伝播する振動の波長がおおむね 10m 未満となると，干渉の影

響による振幅の増減が狭い間隔で繰り返されるため，振幅を正しく評価することが困難と

なる． 

② 橋脚から振動計算地点まで伝播する振動の振動数特性を比較すると，全体的な傾向とし

て，概ね 10Hz 以上の高振動数領域では橋脚の鉛直並進成分に起因する振動が支配的であ

る．10Hz未満の低振動数領域では，特定の振動数帯域で線路方向並進成分に起因する振動
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が支配的となる．ただし，橋脚ごとに線路方向並進成分が支配的となる振動数帯域は異なる． 

③計算上考慮する橋脚の数が多いほうが，計算値は実測値を精度よく評価できる． 

④ロッキング挙動の影響を考慮することにより，計算値の精度は更に向上する． 

⑤基礎形状の影響を考慮することによっても計算値の精度は向上するが，ロッキング挙動

を考慮した場合に比べ，その影響は小さい． 

⑥計算上考慮する橋脚の数を 4橋脚とし，橋脚の加振モードとして，鉛直並進，線路方向並

進および線路方向のロッキングを考慮し，基礎形状の影響を考慮した場合，一部の地点およ

び列車速度を除き，31.5Hz 以下の振動数の振幅をおおむね再現できる．1Hz から 31.5Hz

までのオールパス振動レベルの計算値と実測値の差は約 2dB以内である． 

 

(5)  地中防振壁の長さの影響を把握するための縮小模型実験 

列車速度の変化に伴い，地盤振動が増加し，指針値を超過することが懸念される場合，振

動対策工の設置が必要となる．鉄道用地内で適用可能な振動対策工として，線路方向に配置

する防振壁を対象とし，防振壁の長さと振動の伝播方向が振動低減効果に及ぼす影響を確

認するための縮小模型実験を実施し，以下の結論を得た． 

①防振壁の延長が短くなるにつれて振動低減効果は小さくなる． 

②振動の伝播方向が防振壁の直角方向に対し角度を有する場合、振動低減効果は小さくな

る。 

③近傍の複数の橋脚から振動が伝播する場合，考慮する橋脚を増やした際の振動レベルの

増加量は、橋脚数が増えるにつれて小さくなる． 

④橋脚の配置間隔が 12.4m で、近傍の 3 基からの振動伝播を考慮する場合において、振動

低減効果 5dBを確保できる防振壁の延長は，基礎端部から 12.5mの離れの場合，加振振動

数が実物換算で４Hzの場合は 75m,10Hzの場合は 50mである． 

 

８‐２ 今後の課題 

新幹線の高速化に伴い，列車走行に起因する環境地盤振動問題の発生が懸念される．規制

値を超える地盤振動が予想される場合には，適切な対策を施す必要が生じる．そのためには，

列車速度の変化に伴う地盤振動の変化を予測する手法を確立しなければならない．本研究

では，橋脚基部の振動から周辺地盤振動を計算する方法について提案したが，高速化に伴う

地盤振動の変化を予測するためには，車両を加振源として，橋脚基部の振動を計算する手法

の開発が課題となる．車両モデルを構造物モデル上に走行させることにより，各モデルの応

答を計算するプログラムはすでに開発されている．しかし，精緻な解析結果を得るためには，

詳細なモデル化が必要であり，多くの解析時間が必要となる．本研究で得られた列車走行時

の橋脚基部の振動データを活用し，必要な精度を確保するための合理的なモデル化条件を

検討を進めていきたい． 

また，規制値を超える地盤振動が予想される場合には，対策工の設計が必要となる．本研
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究では，構造物に近接して線路方向に地中防振壁を設けた場合において，橋脚と防振壁の位

置関係が振動低減効果に及ぼす効果を実験的検討により明らかにした．実験からは，橋脚が

防振壁の端部に近い場合には振動低減効果が低くなることが明らかとなったが，そのメカ

ニズムの解明が今後の課題と考えられる．防振壁の振動状況の把握と防振壁の剛性が防振

壁振動に及ぼす影響について検討を進めていきたい． 





付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－１ 

付録１ 各地区の地表面振動の測定結果  

１ 測定結果（A地区） 

(1)  卓越振動数と正規化振動加速度レベルの関係 

 

 

 

付図１－１ 卓越振動数と振動加速度レベル 

  



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 
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(2)  卓越振動数と振動レベルの関係 

 

 

 

付図１－２ 卓越振動数と振動レベル 

  



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－３ 

(3)  最大振動レベルを示す卓越振動数 

 

 

 

付図１－３ 卓越振動数と振動加速度レベル（列車毎の最大値を抽出） 

 



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－４ 

 

 

 

付図１－４ 列車速度と振動レベル（列車毎の最大値を抽出） 



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－５ 

(4)  橋脚毎の振動成分の差異 

 

 

 

付図１－５ 橋脚間の振動レベル差（列車毎に最大値をとる卓越振動数の振幅を抽出） 

  



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－６ 

２ 測定結果（B地区） 

(1)  振動加速度レベル 

 

 

 

付図１－６ 卓越振動数と振動加速度レベルの関係 

 

 



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－７ 

(2)  振動レベル 

 

 

 

付図１－７ 卓越振動数と振動レベルの関係 

 

  



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－８ 

(3)  振動レベル（最大値） 

 

 

 

付図１－８ 卓越振動数と振動レベルの関係（列車毎の最大値を抽出） 

 

  



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－９ 

３ 測定結果（C地区） 

(1)  振動加速度レベル 

 

 

付図１－９ 卓越振動数と振動加速度レベルの関係 

 



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－１０ 

(2)  振動レベル 

 

 

付図１－１０ 卓越振動数と振動レベルの関係 



付録１ 各地区の地表面振動の測定結果 

 付１－１１ 

(3)  振動レベル（最大値） 

 

 

 

付図１－１１ 卓越振動数と振動レベルの関係（列車毎に最大値を抽出） 





付録２ 要素幅が解析結果に及ぼす影響 

 付２－１ 

付録２ 要素幅が解析結果に及ぼす影響  

１ 目的 

本検討では、橋脚の基部の振動から周辺地盤の振動を予測する手法（振動計算手法）にお

いて、解析モデルの要素幅が振動性状に与える影響を検証することを目的とする。 

 

２ 解析概要 

解析に用いるプログラムは「SuperALUSH ver5.4」（地震工学研究所）とした。 

 加振方向は鉛直並進成分とした． 

 解析モデルは図２－１に示す通り，フーチングと杭および周辺地盤を 5 章で示した解析

モデルと同等の形とした．半径方向の要素幅を表２－１に示す通り設定し，要素幅が解析結

果に及ぼす影響を確認した． 

 

付図２－１ 解析モデル 

 

表２－１ 半径方向要素幅 

解析ケース 半径方向要素幅 

Case 1 0.2m 

Case 2 0.1m 

Case 3 0.05m 

 

 

C.L. 

G.L. 

1.8m 

3.0m 

12本 14本 22本 

4.8m 

4.2m 

1.8m 
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３ 解析結果 

 付図２－２から２－４に各ケースの振幅比を示す． 

 

付図２－２ 振幅比（Case1 要素幅 0.2m） 

 

付図２－３ 振幅比（Case2 要素幅 0.1m） 
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付録２ 要素幅が解析結果に及ぼす影響 

 付２－３ 

 

付図２－４ 振幅比（Case3 要素幅 0.05m） 

 

 各ケースのコンター図は Case1の 80Hz以上の振動数の領域が他のケースと異なるほか

は，ほぼ同一であることが確認できる．したがって，周波数が 80Hzまでの範囲において

は，要素幅が 0.05mから 0.2mの範囲で変化することの影響は些少であるといえる． 
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りませんが，東日本旅客鉄道株式会社の関係者の皆様に深く感謝いたします． 

 最後に私事なりますが，家族の協力がなければ本論文の完成はあり得ませんでした．妻の

博美，息子の剛和，晃和，娘の柚香，そして父，母，義父，義母に心から感謝申し上げます． 

２０１９年 7 月 

金田 淳 
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